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税務訴訟資料 第２７３号（順号１３８２６） 

 

 東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 課税処分等取消請求事件 

 国側当事者・国（緑税務署長） 

 令和５年３月８日却下・棄却・控訴 

 

    判    決 

 原告           甲 

 同訴訟代理人弁護士    石山 貴明 

 同            山下 清兵衛 

 同            山口 雄也 

 同訴訟復代理人弁護士   丸地 英明 

 被告           国 

 同代表者法務大臣     齋藤 健 

 処分行政庁        緑税務署長 

              佐近 太 

 同指定代理人       別紙１「指定代理人目録」記載のとおり 

 

    主    文 

 １ 本件訴えのうち別紙２「訴え却下部分目録」記載の部分を却下する。 

 ２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

 ３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 請求 

  １ 主位的請求 

  （１）処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２２年分、平成２３

年分及び平成２４年分の所得税の各更正処分及び重加算税の各賦課決定処分を取り消す。 

  （２）処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２５年分の所得税等

の更正処分及び重加算税の賦課決定処分（以下、本件各年分の所得税等についての重加算税

の各賦課決定処分を併せて「本件所得税等各賦課決定処分」といい、本件所得税等各更正処

分と併せて「本件所得税等各処分」という。）を取り消す。 

  （３）処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２２年課税期間、平

成２３年課税期間及び平成２４年課税期間の消費税等の各更正処分及び重加算税の各賦課決

定処分を取り消す。 

  （４）処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２５年課税期間の消

費税等の更正処分並びに過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分（以下、平成２２年

課税期間、平成２３年課税期間及び平成２４年課税期間の消費税等の重加算税の各賦課決定

処分並びに平成２５年課税期間の消費税等の過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分

を併せて「本件消費税等各賦課決定処分」といい、本件所得税等各賦課決定処分と併せて、
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「本件各賦課決定処分」という。また、本件消費税等各更正処分及び本件消費税等各賦課決

定処分を併せて「本件消費税等各処分」といい、本件消費税等各処分と本件所得税等各処分

を併せて「本件各処分」という。）を取り消す。 

  ２ 予備的請求 

  （１）ア 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２２年分の所得

税の更正処分のうち総所得金額３万１６４３円及び納付すべき税額０円を超える部分並

びに重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

     イ 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２３年分の所得

税の更正処分のうち総所得金額２９６万３２６０円及び納付すべき税額１５万５８００

円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

     ウ 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２４年分の所得

税の更正処分のうち総所得金額７０万０２４７円及び還付金の額に相当する税額８万７

８００円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

     エ 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２５年分の所得

税等の更正処分のうち総所得金額１４万３５８３円及び納付すべき税額０円を超える部

分並びに重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

  （２）ア 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２２年課税期間

の消費税等の更正処分のうち納付すべき消費税額３３万５１００円及び納付すべき地方

消費税額８万３７００円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

     イ 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２３年課税期間

の消費税等の更正処分のうち納付すべき消費税額５１万３２００円及び納付すべき地方

消費税額１２万８３００円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

     ウ 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２４年課税期間

の消費税等の更正処分のうち納付すべき消費税額２１万７９００円及び納付すべき地方

消費税額５万４５００円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

     エ 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２５年課税期間

の消費税等の更正処分のうち納付すべき消費税額２９万５５００円及び納付すべき地方

消費税額７万３８００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加算税の賦課決定処

分を取り消す。 

 第２ 事案の概要 

  １ 事案の要旨 

    社交飲食店業（いわゆるクラブ）を営む原告は、処分行政庁から、本件各国税等について原

告から申告された事業所得の金額並びに消費税の課税標準額及び控除対象仕入税額に誤りが

あるなどとして、本件各処分を受けた。 

    本件は、原告が、本件各処分に先行して行われた被告による一連の資料の収集手続（以下

「本件調査」という。）には重大な違法があるほか、本件各処分において基礎とされた売上金

額や必要経費の算定には誤りがあるなどと主張して、本件各処分の取消しを求める事案であ

る。 

    なお、原告は、主位的に、本件各国税等については、納税申告書（国税通則法（以下「通則

法」という。）２条６号）が有効に提出されていないため、納税の申告によって納付すべき税
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額が確定していないとの主張（以下、納税の申告により納付すべき税額として確定する額を

「申告納税額」という。）又は申告納税額を超える額をもって納付すべき税額を確定する旨の

更正処分（以下「増額更正処分」という。）によって税額が確定する部分は申告納税額を超え

る部分に限られるとの見解を前提として、本件各処分全部の取消しを求め、予備的に、本件

各国税等についての申告納税額が存在すること及び増額更正処分により税額が確定する部分

は申告納税額を含む税額全部であるとする見解を前提として、本件各更正処分のうち申告納

税額を超える部分及び本件各賦課決定処分の取消しを求めている。 

  ２ 関係法令等の定め 

    別紙３記載のとおりである。 

  ３ 前提事実（当事者間に争いがないか、括弧内掲記の各証拠により容易に認定することができ

る事実） 

  （１）原告について 

    ア 原告は、飲食店勤務やスナック店経営を経て、平成１８年６月に宮崎県延岡市（以下、

単に「延岡市」という。）内において「Ａ」（以下「Ａ」という。）を、平成２０年９月に

延岡市内において「Ｓ」（以下「Ｓ」という。）を、平成２２年８月に同県日向市内におい

て「Ｃ」（以下「Ｃ」といい、Ａ及びＳと併せて「本件各店舗」という。）を順次開業し、

同年１月１日から平成２５年１２月３１日までの期間（以下「本件期間」という。）、個人

として、社交飲食店業を営んでいた（以下、原告が本件各店舗において本件期間中に営ん

でいた社交飲食店業を「本件事業」という。）。 

    イ 原告は、平成１７年１２月１６日、延岡税務署長に対し、簡易課税選択届出書を提出し

た（乙４２、弁論の全趣旨）。 

    ウ 原告は、平成２５年４月１日、延岡市内から横浜市内に転居し、処分行政庁に対し、平

成２６年１２月１７日、納税地を現住所とする旨記載した「所得税・消費税の納税地の変

更に関する届出書」を提出した（乙９、４５）。 

  （２）本件各店舗の関係者、売上金の管理及び経理の状況等について 

     本件各店舗の関係者、売上金の管理及び経理の状況等は、別紙４記載のとおりである。 

  （３）本件各年分の所得税等を納税の申告の対象としてされた確定申告（以下、これらを併せて

「本件所得税等各確定申告」という。）及び本件各課税期間の消費税等を納税の申告の対象

としてされた確定申告（以下、これらを併せて「本件消費税等各確定申告」といい、本件所

得税等各確定申告と併せて「本件各確定申告」という。また、本件各確定申告に係る納税申

告書を「本件各確定申告書」という。）について 

    ア 本件各確定申告書の提出状況 

      本件各確定申告書は、以下のとおり、延岡税務署長に提出された。 

    （ア）本件所得税等各確定申告に係る納税申告書 

番号 提出された年月日 対象となる租税 証拠 

１ 平成２３年３月１５日 平成２２年分の所得税 乙１ 

２ 平成２４年３月１３日 平成２３年分の所得税 乙２ 

３ 平成２５年３月１３日 平成２４年分の所得税 乙３ 

４ 平成２６年３月１７日 平成２５年分の所得税等 乙４ 
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    （イ）本件消費税等各確定申告に係る納税申告書 

番号 提出された年月日 対象となる租税 証拠 

１ 平成２３年３月１５日 平成２２年分の消費税等 乙５ 

２ 平成２４年３月１４日 平成２３年分の消費税等 乙６ 

３ 平成２５年３月１３日 平成２４年分の消費税等 乙７ 

４ 平成２６年３月１７日 平成２５年分の消費税等 乙８ 

    イ 本件各確定申告の経過 

      原告は、本件各確定申告に関する事務を延岡市内に拠点を置く同和団体に依頼しており、

この同和団体（以下「本件同和団体」という。）において、原告から説明を受けた内容に

基づき、本件各国税等についての各納税申告書（本件各確定申告書）を作成し、延岡税務

署長に対し、本件各確定申告書を、それぞれの法定申告期限までに提出していた。 

    ウ 本件消費税等各確定申告における控除仕入税額 

      本件消費税等各確定申告は、いずれも、基準期間における課税売上高が５０００万円以

下であるとして、簡易課税を受けることを前提とした納税（当該課税期間の課税標準税額

から当該課税期間におけるに売上げに係る対価の返還等の金額に係る消費税額を控除した

残額の１００分の６０（みなし仕入率）に相当する金額をもって控除対象仕入税額とみな

す納税をいう（消費税法３７条１項）。以下同じ。）の申告であった。 

  （４）本件訴えの提起に至る経緯 

    ア 東京国税局査察部（以下「査察部」といい、査察部所属の査察官その他の職員（以下

「査察官等」という。）は、平成２６年１２月２日、原告を犯則事件の嫌疑者として、本

件各国税等についての犯則調査（以下「本件査察調査」という。）に着手した。 

    イ 処分行政庁は、査察部から本件査察調査により収集された資料を引き継いだ上で、原告

に対し、平成２９年７月７日付けで、分類Ⅰの各別表（答弁書添付の各別表と同じもの）

の各「更正処分等」欄記載のとおり、本件各処分をした。本件各処分における更正の要点

は、以下のとおりである。（甲１～８） 

    （ア）本件各年分の所得税等について 

       事業所得の金額が過少であることから、原則として、本件各店舗の帳簿書類等、取引

先への調査結果等に基づき、総収入金額及び必要経費を実額により算定しつつ、Ａに係

る平成２３年分の売上金額及び必要経費の一部（人件費の一部）、Ｃに係る平成２２年

分の一部期間、平成２３年分及び平成２４年分の必要経費の一部（人件費の一部）につ

いてのみ、推計計算（所得税法１５６条）をすることにより、事業所得の金額を再計算

した。 

    （イ）本件各課税期間の消費税等について 

       上記（ア）の再計算に伴い課税標準額を加算するとともに、同加算の結果、本件各課

税期間の基準期間における課税売上高がいずれも５０００万円を超えることとなり、簡

易課税を受けることを前提とした納税をすることができなくなったことから、消費税法

３０条に基づく控除対象仕入税額を再計算した。 

    ウ 原告は、国税不服審判所長に対し、平成２９年９月１３日、本件各処分の全部の取消し

を求めて審査請求したところ、平成３０年９月４日付けで、同審査請求をいずれも棄却す
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る旨の裁決（以下「本件裁決」という。）を受け、同月１３日に同裁決に係る裁決書の送

達を受けた（甲９、弁論の全趣旨）。 

    エ 原告は、平成３１年３月１１日、本件訴えを提起した（顕著な事実）。 

  ４ 本件各処分の根拠及び適法性に関する被告の主張 

    本件各処分の根拠及び適法性に関する被告の主張は、別紙５記載のとおりである。同主張に

おいて、本件各国税等の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき数額の内訳は、分類

Ⅱの各別表（被告準備書面（２）添付の各別表と基本的に同じもの（関係する数額について

は変更していない。））及び分類Ⅲの各別表（被告準備書面（４）添付の各別表と同じもの）

記載のとおりであるところ、原告は、これらの数額及びこれに適用される税率について、以

下の各点を除き、争うことを明らかにしていない。 

  （１）本件各年分の所得税等について 

    ア 本件各年分の原告の事業所得の計算上、総収入金額に算入される本件各店舗の「売上金

額」（分類Ⅱの別表５の①欄記載の額）には、後記第３の「争点２」において存否が争わ

れている部分も含まれるとしている点 

    イ 本件各年分の原告の事業所得の計算上、総収入金額から控除されるべき「必要経費」

（以下「本件事業経費」といい、被告が主張する本件事業経費を「本件事業経費（被告主

張）」という。）には、後記第３の「争点３」において原告が主張する諸経費（以下「原告

主張追加諸経費」という。）が含まれないとしている点 

  （２）本件各課税期間の消費税等について 

    ア 本件各課税期間の消費税の「課税標準額」（分類Ⅱの別表２３の①欄記載の額）は、前

記（１）アの「売上金額」に１０５分の１００を乗じた金額（ただし、通則法１１８条１

項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）であるところ、前記（１）

アのとおり、同「売上金額」には、後記第３の「争点２」において存否が争われている部

分も含まれるとしている点 

    イ 本件各課税期間の消費税の控除対象仕入税額（分類Ⅱの別表２３の③欄記載の額）は、

課税仕入れに係る支払対価の額（分類Ⅱの別表２４の⑯欄記載の額）に１０５分の４を乗

じた金額であるところ、同対価の額には、後記３の「争点４」において原告が給与には該

当しない旨を主張する報酬（原告が本件各課税期間において本件各店舗で稼働していたホ

ステスに対して支払った報酬）が含まれないとしている点 

 第３ 争点及び争点に関する当事者の主張の要旨 

  １ 争点 

  （１）本件各更正処分の全部の取消しを求める利益は認められるか（以下「争点１」という。）。 

  （２）本件各年における原告の事業所得の計算上、Ａに係る売上金額として算入されるべき額

（以下「Ａ売上金額」という。また、Ａ以外の本件各店舗についても同様に表記する。）は、

被告の主張するとおり認定することができるか（以下「争点２」という。）。 

     具体的には、以下のア及びイが争われている。 

    ア 平成２３年分のＡ売上金額は、被告の主張する推計額のとおり認定することができるか。 

    イ 平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上金額として被告の主張する額に

は、年間３００万円分の架空売上金額が含まれていないといえるか。 

  （３）本件事業経費は、本件事業経費（被告主張）を超えては存在しないといえるか（以下「争
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点３」という。）。 

     具体的には、以下のア及びイが争われている。 

    ア 原告がＣにおいて稼働する者（ただし、乙を除く。）に対して支払った人件費（以下

「Ｃ人件費」という。原告がＣ以外の本件各店舗で稼働する者に対して支払った人件費に

ついても同様に表記し、原告が本件各店舗において稼働する者に対して支払った人件費を

併せて「本件各店舗人件費」という。）のうち、平成２３年分及び平成２４年分に係るも

のは、被告の主張する推計額のとおり認定することができるか。 

    イ 本件事業経費（被告主張）には含まれていないものの、原告において、本件事業経費に

算入されるべきものであるとして主張する分類Ⅳの各別表（原告準備書面（１）の４頁か

ら３７頁までに掲記された表と基本的に同じもの（関係する数額については変更していな

い。））記載の諸経費（原告主張追加諸経費）は、いずれも本件事業経費には含まれないと

いえるか。 

  （４）本件期間において本件各店舗でホステスとして稼働したことの対価として原告から同ホス

テスら（以下「本件各ホステス」といい、本件期間において本件各店舗でホステス以外の立

場で稼働していた者を「本件各従業員」といい、本件各ホステスと併せて「本件各ホステス

等」という。）に対して支払われた報酬（以下「本件各ホステス報酬」という。）は給与（所

得税法２８条１項）に該当するため、本件各ホステス報酬の支払は仕入税額控除（消費税法

３０条１項）の対象となる課税仕入れには該当し得ないといえるか（以下「争点４」とい

う。）。 

  （５）本件各処分は手続上の重大な瑕疵により違法であるといえるか（以下「争点５」という。）。 

     具体的には、以下のアからエまでが争われている。 

    ア 処分行政庁は、税務調査（国税に関する法律の規定に基づき、特定の納税義務者の課税

標準等又は税額等を認定する目的その他国税に関する法律に基づく処分を行う目的で課税

庁の職員が行う一連の行為をいう。以下同じ。）をすることなく、本件各処分をしたとい

えるか。 

    イ 本件調査には手続上の重大な瑕疵があるといえるか。 

    ウ 本件各更正処分に係る処分通知書（以下「本件各処分通知書」といい、本件消費税等各

処分に係る処分通知書を「本件消費税等各処分通知書」という。）には重大な不備がある

といえるか。 

    エ 本件各更正処分は、確定申告書の「提出」（通則法２４条）がないのにされたものであ

るといえるか。 

  （６）原告は、本件各国税等の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一

部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出して

いた（通則法６８条１項）といえるか（以下「争点６」という。）。 

  （７）本件各更正処分は、偽りその他不正の行為によりその全部又は一部の税額を免れた国税に

ついての更正処分（通則法７０条４項１号）であるといえるか（以下「争点７」という。）。 

  ２ 争点に対する当事者の主張の要旨 

  （１）争点１（本件各更正処分の全部の取消しを求める利益は認められるか。） 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 本件各確定申告書として被告が主張する各文書（乙１～８）は、いずれも本件同和団体
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が作成して延岡税務署長に提出したものであり、原告自身が作成して同税務署長に提出し

たものではない。そのため、本件各確定申告は、いずれも税務代理、税務書類の作成等を

税理士に独占させる旨を定めた税理士法２条及び納税者自らが確定申告書を提出すること

を定めた通則法２１条に反し、無効である。そうすると、本件各確定申告によっては本件

各国税等について納付すべき税額が確定したとはいえず、申告納税額は存在しないことに

なるから、本件各更正処分の取消しを求めることができる範囲を、申告納税額を超える部

分に限定しなければならない理由はない。 

    イ 仮に、本件各国税等について被告の主張するとおりの申告納税額が存在するとしても、

同申告納税額は本件各確定申告により確定済みであるから、増額更正処分である本件各更

正処分により税額が確定する範囲は、同申告納税額を超える部分に限られる。そうすると、

本件各更正処分の取消しを求めることができる範囲は、特段の限定を付するまでもなく、

申告納税額を超える部分に当然に限定されていることになる。 

    ウ したがって、本件各更正処分のうち、本件各確定申告に係る申告納税額を超える部分に

限定することなく、本件各更正処分の全部の取消しを求める利益は認められる。 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 更正処分を受けた納税者は、申告の無効を主張することができる特段の事情がある場合

を除き、当該更正処分のうち申告納税額に相当する税額を超えない部分については、更正

請求の手続を経ない限り、抗告訴訟において取消しを求めることはできない。 

    イ 本件各確定申告書は、原告の意思に基づき作成され、本件同和団体を通じて提出された

ものであるから、本件各確定申告の無効を主張することができるような特段の事情がある

とはいえず、本件各確定申告によって、本件各国税等について納付すべき税額は確定して

いるといえる。それにもかかわらず、原告は、本件各確定申告に係る申告納税額を超えな

い部分について更正請求を行わずに、本件訴えを提起している。 

    ウ したがって、本件各更正処分のうち、本件各確定申告に係る申告納税額を超えない部分

の取消しを求める利益は認められない。 

  （２）争点２（Ａ売上金額は、被告の主張するとおり認定することができるか。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 平成２３年分のＡ売上金額は、被告の主張する推計額のとおり認定することができるこ

と 

    （ア）分類Ⅱの別表１のとおり、平成２２年９月から同年１２月までの期間及び平成２４年

１月から平成２５年１２月までの期間（以下「Ａ売上推計参照期間（被告）」ということ

がある。）におけるＡ売上金額を、同期間において原告が有限会社Ｄ（以下「Ｄ」という。）

からＡの顧客に提供するための酒類を仕入れた額（以下、原告がＡの顧客に提供するため

の酒類を仕入れた金額を「Ａ酒類仕入額」といい、そのうちのＤからの仕入額を「Ａ酒類

仕入額（Ｄ）」という。）で除した倍率（２２．９４７７倍。以下「Ａ売上参照倍率（被

告）」という。）を算出し、これを平成２３年分のＡ酒類仕入額（Ｄ）に乗ずることにより、

平成２３年分のＡ売上金額を推計することができる。 

    （イ）一般的に、社交飲食店業は、ホステスが顧客に酒類を提供することによって売上げを

計上する業態であるといえるから、酒類の仕入金額の増加に伴って売上金額も増加する

のが通常であり、原告自身、本件査察調査において、酒の仕入金額を基に合理的に計算
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すると、ほぼ正しい売上金額が分かる旨の供述をしていたこと、原告が本件各店舗で提

供する酒類の仕入額のうち、Ｄからの仕入額の割合が圧倒的に大きかったこと、上記

（ア）の推計計算の前提となるＡ売上金額やＡ酒類仕入額（Ｄ）が実額で判明していた

ことからすると、上記（ア）の方法は、実額課税の代替手段として当該納税義務者の所

得近似値を求め得る推計計算として合理的なものであるといえる。 

    （ウ）したがって、平成２３年分のＡ売上金額は、被告の主張する推計額のとおり認定する

ことができる。 

    イ 平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＥ売上金額について被告が主張する額

には、年間３００万円分の架空売上げが含まれていないといえること 

      Ａの帳簿書類等には、原告の主張する架空売上げの事実は記録されていない。また、原

告が主張する架空売上金額３００万円の算定根拠も明らかではない。 

      したがって、平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上げについて被告の

主張する額には、年間３００万円分の架空売上げは含まれていないといえる。 

    ウ 小括 

      以上より、Ａ売上金額は、被告の主張するとおり認定することができる。 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 平成２３年分のＡ売上金額は、被告の主張する推計額のとおり認定することはできない

こと 

    （ア）Ａ売上参照倍率（被告）の分母とされている額は、Ａ売上推計参照期間（被告）のＡ

酒類仕入額（Ｄ）を網羅するものではないし、Ａ酒類仕入額はＡ酒類仕入額（Ｄ）に限

られない。そのため、Ａ売上参照倍率（被告）は分母が過少に見積もられた結果、全体

として過大な数値となっている。 

    （イ）平成２３年分のＡ売上金額については、平成２３年と時期的に近接する平成２４年分

のＡ売上金額を、同年分のＡ酒類仕入額で除した倍率（以下「Ａ売上参照倍率（原告）」

という。）を用いて推計計算すべきである。具体的には、平成２４年分のＡ酒類仕入額

（Ｄ）を３５２万８５６０円とし、これに平成２４年分のその他のＡ酒類仕入額７０万

８０００円を加えた額に、Ａ売上参照倍率（原告）１８．２１３を乗じた額である７７

１６万０４６７円をもって、平成２３年分のＡ売上金額であると推計するのが合理的で

あるところ、これは、被告の主張する推計額を下回る額である。 

    （ウ）したがって、平成２３年分のＡ売上金額は、被告の主張する推計額のとおり認定する

ことはできない。 

    イ 平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＥの売上金額について被告が主張する

額には、年間３００万円分の架空売上げが含まれていること 

      Ａにおいては、常連客が１回の来店時に酒類のボトルを２本注文した場合には、販売促

進サービスとしてボトル１本分を無料で提供しているところ、当該ボトル代も、帳簿書類

等に売上げとして記録されている。かかる売上げは実態を伴わない架空の売上げであると

いえるところ、その金額は少なくとも年間３００万円に上る。 

      したがって、平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上げについて被告の

主張する額には、少なくとも、年間３００万円分の架空売上げが含まれている。 

    ウ 小括 
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      以上より、Ａ売上金額は、被告の主張するとおり認定することはできない。 

  （３）争点３（本件事業経費は、本件事業経費（被告主張）を超えては存在しないといえるか。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費は、被告の主張する推計額のとおり認定する

ことができること 

    （ア）ａ 分類Ⅱの別表３－４のとおり、平成２３年分及び平成２４年分のＣ売上金額に、

平成２５年分のＣ売上金額に対して平成２５年分のＣ人件費（ただし、ホステスに

支払われた分のみ。以下、Ｃ人件費のうちホステスに支払われた分のみを「Ｃホス

テス人件費」という。）が占める割合（以下「Ｃホステス参照人件費割合（被告）」

といい、売上金額に占める人件費の割合を「人件費割合」という。）である４２．

３９パーセントをそれぞれ乗ずることで、平成２３年分及び平成２４年分のＣホス

テス人件費を推計することができる。 

       ｂ 分類Ⅱの別表３－４のとおり、平成２３年分及び平成２４年分のＣ売上金額に、

平成２５年分のＣ売上金額に対して平成２５年分のＣ人件費（ただし、従業員（ホ

ステスを除く。以下同じ。）に支払われた分のみ。以下、Ｃ人件費のうちに従業員

に支払われた人件費を「Ｃ従業員人件費」という。）が占める割合（以下「Ｃ従業

員参照人件費割合（被告）」といい、Ｃホステス参照人件費割合（被告）と併せて

「Ｃ参照人件費割合（被告）」という。）である３．９３パーセントをそれぞれ乗ず

ることで、平成２３年分及び平成２４年分のＣ従業員人件費を推計することができ

る。 

    （イ）本件各ホステスの時給は、前月において当該ホステスが本指名を受けたことによる売

上金額に比例していたこと、上記（ア）の各推計計算の前提となるＣ売上金額やＣ人件

費が実額で判明していたことなどからすると、上記（ア）の各推計計算は、実額課税の

代替手段として当該納税義務者の所得近似値を求め得る推計計算としていずれも合理的

なものであるといえる。 

    （ウ）したがって、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費は、被告の主張する推計額の

とおり認定することができる。 

    イ 原告主張追加諸経費は、いずれも本件事業経費には含まれないこと 

    （ア）被告が具体的証拠に基づき一定額の必要経費の存在を主張し、これが収入との対応上

も通常一般的と認められる場合は、被告の主張する額を超える必要経費は存在しないも

のと事実上推定され、原告において、被告の主張する額を超える必要経費の具体的内容

を明らかにし、ある程度これを具体的に裏付ける程度の立証をしなければ、上記推定を

覆すことはできないというべきである。 

    （イ）本件事業経費（被告主張）は、酒類等の仕入金額、ホステスや従業員に対する人件費、

店舗や駐車場の地代家賃、店舗の内装やソファ等の減価償却費、水道光熱費、ガソリン

代、電話料金や有線放送代、広告料、贈答品の購入代金、店舗の火災保険料、おしぼり

や清掃用品、製氷機等のリース代、つまみ等の購入代金、箸袋、コースター及び灰皿等

の購入代金、美容師に対する髪結代金、ホステスの名刺代、衣装代及び紹介料等に及ん

でおり、本件事業における収入との対応上も通常一般的と認められるところ、いずれの

費目についても、本件各店舗で作成された帳簿書類等又は合理的な推計方法に基づき、
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具体的な額が算定されている。 

    （ウ）これに対し、原告は、本件事業経費（被告主張）を超える必要経費の具体的内容を明

らかにした上で、これを具体的に裏付ける程度の立証をしていない。 

       ａ すなわち、事業所得の計算上、必要経費として算入することができる支出は、当

該事業活動と直接の関連を客観的に有しており、かつ、当該事業の遂行上必要な費

用であると客観的に認識することができるものに限られるところ、原告主張追加諸

経費は、いずれも、本件事業との関係において、上記の要件を満たすものとはいえ

ない。 

       ｂ そもそも、原告主張追加諸経費のうち、原告名義の●●カード（カード番号の数

字列のうち最初から１３番目までが「●●●●」のもの。甲６０、乙７５）及びＥ

ＴＣスルーカード（カード番号の数字列のうち最初から１３番目までが「●●●●」

のもの。以下、上記●●カードと併せて「本件カード」という。甲６０、７７、乙

７５）による支払分（原告の準備書面及び分類Ⅳの各別表において「●●カード査

察排除分」と略語定義されているもの。以下「原告主張追加諸経費（本件カード

分）」という。）以外のもの（以下「原告主張追加諸経費（本件カード分以外）」と

いう。）については、支出の事実自体が明らかであるとはいえない。 

       ｃ 加えて、原告は、本件査察調査において、申述書（乙７５）を作成するに当たり、

同申述書に添付された本件カードの利用明細（株式会社Ｆ（以下「Ｆ」という。）

の作成した本件カードの利用明細であり、支払日が平成２２年２月１０日から平成

２６年４月１０日までの期間のもの。以下「本件カード明細（乙７５）」という。）

を確認の上、本件カード明細（乙７５）記載の支出のうち、本件事業経費に該当す

ると自らが判断したものについては、その摘要欄に丸印を付しているところ（以下、

同丸印が付された支出を「本件カード支出（丸印）」という。）、本件カード支出

（丸印）については、その後に原告自身が質問てん末書（乙７１）において訂正し

たものを除き、本件所得税等各更正処分において、全て必要経費として算入されて

いる（本件カード支出（丸印）を必要経費の費目ごとに整理したものが分類Ⅲの各

別表である。）。そのため、本件カードによる支払分のうち本件カード支出（丸印）

を除くもの（原告主張追加諸経費（本件カード分）はこれに含まれる。）は、本件

査察調査時における原告の申述を前提としても、本件事業経費には含まれない。 

    （エ）したがって、本件事業経費は、被告の主張する額を超えては存在しないものと推認す

ることができるから、原告主張追加諸経費は、いずれも本件事業経費には含まれない。 

    ウ 小括 

      以上より、本件事業経費は、被告の主張する額を超えては存在しないといえる。 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費は被告の主張する推計額のとおり認定するこ

とはできないこと 

    （ア）原告は、平成２２年８月●日にＣを開店して以降、平成２４年頃までの間、Ｃに係る

事業から人件費に見合う売上げを得ることはできなかったものであり、実際に、平成２

２年８月●日から同年１２月２５日までのＣの人件費割合は６５．１５パーセントに上

っていた。そうすると、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費を推計するに当たり、
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平成２５年分のＣの人件費割合（Ｃ参照人件費割合（被告））を用いた場合には、人件

費が過少に推計されることになるから、被告の主張する推計計算は合理的ではない。 

    （イ）原告が平成２８年１１月に宮崎市内に開店したＡの系列店（以下「Ｇ」という。）に

係る平成２９年分の人件費割合は約７５．８９パーセントであった。このことを踏まえ

れば、時給や手当の違いを考慮して、上記割合から１０パーセント程度下方修正した６

８．３０パーセント（以下「Ｃ参照人件費割合（原告）」という。）を用いて平成２３年

分及び平成２４年分のＣ人件費の推計計算をするべきである。このような推計計算によ

って、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費のうち、平成２３年分については、３

５０１万６８６３円、平成２４年分については、３５４２万７７５６円とそれぞれ推計

することができるところ、これらは、いずれも被告の主張する推計額を上回る額である。 

    （ウ）したがって、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費は、被告の主張する推計額の

とおり認定することはできない。 

    イ 原告主張追加諸経費は、いずれも本件事業経費には含まれないとはいえないこと 

    （ア）ａ 原告主張追加諸経費が本件事業経費に含まれないことについては、被告が立証責

任を負うところ、被告は、原告主張追加諸経費を裏付ける原告及び本件各店舗の関

係者の陳述書（甲３７～５９、６１、７８、８０、８２）、供述（原告本人、乙証

人、丙証人、丁証人、戊証人）及びこれらの陳述書に添付された画像データ（甲５

５～５７）、並びに●●カード利用明細報告書（甲６０）に添付された本件カード

の利用明細（Ｆの作成した本件カードの利用明細であり、支払日が平成２２年１月

１０日から平成２５年１２月１０日までの期間のものであり、支払日が平成２２年

２月１０日から平成２５年１２月１０日までの間の記載は本件カード明細（乙７５）

と同一である。以下、本件カード利用明細（乙７５）と併せて「本件カード明細」

という。）並びにＦの本件カードの利用状況に関する令和２年４月８日付けの照会

回答書（甲７７）添付の一覧表及びレシートの写し等（以下、本件カード明細と併

せて「本件カード記録」という。）の信用性がないと決め付けるだけであり、何ら、

その立証責任を果たそうとしていない。 

       ｂ なお、本件裁決では、納税者が更正処分時には存在しない資料又は処分行政庁に

提出されていなかった資料等に基づいて特定の支出を必要経費に該当する旨の主張

をする場合には、納税者側において、自己の主張を合理的に推認させるに足りる程

度の立証をしない限り、当該支出は必要経費に該当しないとの事実上の推定が働く

との見解が示されているところ、被告が本件において同見解と異なる主張をするこ

とは禁反言の原則に反するほか、二重の危険の禁止（憲法３９条後段）及び上訴に

おける不利益変更禁止の原則の根底にある法的正義の法理にも反し、許されない。

そして、原告は、処分行政庁に対し、本件各更正処分以前に、原告主張追加諸経費

が本件事業経費に含まれることを基礎付ける資料を提出していたから、本件では、

上記見解に基づく限り、上記の事実上の推定が働く余地はない。そのため、被告は、

上記見解と異なる見解に基づいた主張をすることができない結果として、原告にお

いて、原告主張追加諸経費が本件事業経費に含まれることを合理的に推認させるに

足りる程度の立証をしない限り、原告主張追加諸経費が本件事業経費に含まれない

との事実上の推定が働く旨の主張をすることができない。 
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    （イ）上記（ア）の点をひとまずおくとしても、本件事業経費（被告主張）は、以下のａか

らｈまでの費用（以下、これらの費用を併せて「原告指摘諸費用」という。）を含んで

おらず、そのうちの雑費については、以下のｉのとおり、推計すべき額（以下「原告指

摘雑費推計額」という。）を下回る額しか計上していないから、本件事業の収入との対

応上、通常一般的な費用を網羅したものとはいえない。 

       ａ 地代家賃合計表（分類Ⅱの別表８）の「甲使用駐車場」の額には、平成２２年か

ら平成２４年までの間の送迎用車両の駐車場使用料が含まれていない。 

       ｂ 旅費交通費合計表（分類Ⅲの別表１２）の「Ｃ店」の額には、平成２３年から平

成２５年までの間の送迎用車両のガソリン代が含まれていない。 

       ｃ 通信費合計表（分類Ⅱの別表１３）の各「電話料金」の額には、原告が本件各店

舗のホステスの勤務シフトの報告担当者に対して支払っていた店舗１件当たり月額

１万円の支出が含まれていない。 

       ｄ 接待交際費合計表（分類Ⅱの別表１５）の「原告提出領収証分」の額には、領収

証の再発行を受けることができなかった飲食店である「Ｈ」、「Ｉ」及び「Ｊ」にお

いて顧客と会食した際に支出した交際費が含まれていない。 

       ｅ 消耗品費合計表（分類Ⅱの別表１７）には、Ａの平成２５年における椅子及びテ

ーブルの工事代金以外の消耗品費が含まれていない。 

       ｆ 福利厚生費合計表（分類Ⅱの別表１８）には、年間数十件に上っていた香典や見

舞金のごく一部しか計上されておらず、本件各店舗のホステス等の慰安旅行の費用

が含まれていない。 

       ｇ 雑費合計表（分類Ⅱの別表２１）には、以下のとおり、含まれるべき費用が含ま

れていない。 

       （ａ）「原告提出領収証分」の平成２２年分の額には、原告が頻繁に利用していた美

容室（店舗名はＫ、Ｌ等）の利用料が含まれていない。 

       （ｂ）このほかにも、花代、名刺代、毎年５０万円程度に上っていた着物の購入費用、

箸袋、コースター及び灰皿等の物品の購入費用が含まれていない。 

       ｈ そのほかにも、本件事業経費（被告主張）には、本件各店舗の所属ホステスや顧

客に対するプレゼント等の購入費用が含まれていない。 

       ｉ なお、雑費合計表（分類Ⅱの別表２１）記載の額の一部は、以下のとおり推計す

べきであるのに、同推計額（原告指摘雑費推計額）よりも低い額しか計上されてい

ない。 

       （ａ）「Ａ店」の「元帳分」の平成２３年分及び平成２４年分の額は、平成２５年４

月以降、Ａの実際の雑費の支出額が網羅的に元帳に記録されるようになったこ

とを踏まえ、約２４０万円と推計すべきであるにもかかわらず、それぞれ１８

０万円程度しか計上されていない。 

       （ｂ）「Ｃ店」の「元帳分」の平成２３年分から平成２５年分までの額については、

平成２２年分（Ｃが開店した同年８月から同年１２月までの５か月間）の「元

帳分」記載額に５分の１２を乗じた約２３５万円と推計するのが適正であるに

もかかわらず、一律８０万円しか計上されていない。 

    （ウ）また、以下の事実は、本件事業経費（被告主張）は、本件事業の収入との対応上、通
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常一般的な費用を網羅したものとはいえないことを裏付けるものであるといえる。 

       ａ 本件事業経費として被告の主張する額を前提とすると、本件事業の総収入金額に

占める必要経費の占める割合（以下「経費率」という。）は、７０パーセント台か

ら８０パーセント台にとどまるのに対し、株式会社ＴＫＣの作成した経営指標（甲

６２）によれば、「バー、キャバレー、ナイトクラブ」の純売上高に占める必要経

費（便宜的に、純売上高から役員報酬と営業利益を控除した残額として算出した額

と同額であるとする。）の割合は、９０パーセントを超えている。 

       ｂ 原告は、本件各国税等についてのほ脱犯の嫌疑を受けたものの、その後、不起訴

処分を受けている。 

    （エ）いずれにしても、前記（ア）ａで掲げた関係証拠によれば、本件各店舗の帳簿書類等

に記載されていない本件事業経費の存在は明らかであって、原告主張追加諸経費の存在

は優に認められるべきである。取り分け、原告主張追加諸経費（本件カード分）は、分

類Ⅴの各別表（原告準備書面（１）の３８頁から５３頁までの表から原告準備書面（７）

において撤回された部分を除いたほかは基本的に同じもの（その他の関係する数額につ

いて変更していない。））のとおりであるところ、そのうちの一部である分類Ⅵの別表記

載の支出は、明らかに本件事業経費として認められるべき支出の一例である。 

    （オ）したがって、原告主張追加諸経費は、いずれも本件事業経費には含まれないとはいえ

ない。 

    ウ 小括 

      以上より、本件事業経費は、被告の主張する額を超えて存在しないとはいえない。 

  （４）争点４（本件各ホステス報酬は給与に該当するため、本件各ホステス報酬の支払は仕入税

額控除の対象となる課税仕入れには該当し得ないといえるか。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 以下のことからすると、本件各ホステスは、原告との雇用契約又はこれに類する契約に

基づいて、事前に合意した勤務形態の下で管理され、所定の就業時間及び就業場所におい

て、原告又は本件各店長等による具体的な指揮命令に服し、空間的、時間的な拘束を受け

て労務を提供し、その対価として原告から報酬（本件各ホステス報酬）の支払を受けてい

たといえる。 

    （ア）ａ 本件各ホステスは、本件各店長等により、過去の実績等に基づき、本件各店舗に

おける勤務日及び勤務時間を１週間単位で決められていた上、タイムカード及び出

勤表によって出勤日、従事時間数、同伴の有無、早退及び欠勤の回数等を管理され

ており、無断欠勤をした場合には、ペナルティとして、一定額の金銭の徴収を受け

ていた。 

       ｂ 本件各ホステスは、本件各店長等により、本件各店舗の繁忙状況に応じて、本件

各店舗における勤務時間の調整を受けていたほか、本件各店長等からの指示に基づ

き、本件各店舗のうち、所属している店舗以外の店舗で勤務することもあった。 

    （イ）ａ 本件各ホステスは、本件各店舗における接客等の労務提供の対価として、原告か

ら、一定の保証がある時給に本件各店舗での勤務時間を乗じて算定される対価の支

払を受けていた。 

       ｂ 本件各ホステスは、顧客に対する売上金の回収等、本件各店舗における売上金の
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管理義務を負っておらず、本件各ホステスにおいて、顧客に対して掛売上の支払を

催促したり、顧客から売上金を受領したりすることはなかったし、顧客からの支払

がない場合に費用を負担することもなかった。 

    イ したがって、本件各ホステス報酬は給与（所得税法２８条１項）に該当するため、本件

各ホステス報酬の支払は仕入税額控除の対象となる課税仕入れには該当し得ないといえる。 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 以下のことからすると、本件各ホステスは、原告との関係で、空間的、時間的な拘束を

受けていたわけではなく、自らの計算と危険において、原告から独立した事業を営み、こ

れによって報酬を得ていたものといえる。 

    （ア）ａ 本件各ホステスは、原告に対し、自らが決めた勤務日及び勤務日数を申告してい

たし、１日の業務従事時間も自由に決めることができた。 

       ｂ 本件各ホステスが休業する場合にもペナルティとしての性質を有する金員の支払

を要することなく、自由に休業することができていた。 

    （イ）ａ 本件各ホステス報酬は、本件各ホステスの１か月当たりの売上金額に連動してい

た。 

       ｂ 本件各ホステスは、自分の顧客に対して売上金の支払を催促し、受領するなどし

ていたことから、本件各ホステスは、売上金の回収のリスクを負っていた。 

    イ したがって、本件各ホステス報酬は給与に該当しないため、本件各ホステス報酬の支払

は仕入税額控除の対象となる課税仕入れに該当し得ないとはいえない。 

  （５）争点５（本件各処分は手続上の重大な瑕疵により違法であるといえるか。） 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 処分行政庁は、税務調査をすることなく、本件各処分をしたものであること 

      処分行政庁は、本件各処分に当たり、本件査察調査の結果を盲信し、税務調査と評価す

ることができるような調査を何らしていない。 

    イ 本件調査には、以下のとおり、手続上の重大な瑕疵があること 

    （ア）仮に、処分行政庁による何らかの税務調査がされていたと評価することができたとし

ても、処分行政庁は、原告が本件各国税等のほ脱犯の嫌疑について不起訴処分を受けた

こと、本件査察調査の結果には多額の必要経費の認定漏れがある旨の原告からの指摘が

あったことなどを十分に考慮しないまま、本件査察調査の結果に盲従して本件各処分を

したのであるから、同税務調査は、処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱してされたもので

ある。 

    （イ）本件査察調査は、査察調査の範囲を超えて、税務調査にも及んでいる。また、権限の

ある税務署長による更正又は決定がない限り、原告についての税額は確定しないのであ

るから、それ以前に、査察官等において、原告について犯則の事実があるとして、ほ脱

額の計算を目的とする調査をすることはできない。これらのことからすれば、本件査察

調査は、査察官等の所掌事務の範囲を逸脱してされたものである。 

    （ウ）本件期間における原告の居住地、本件各店舗の所在地、本件各確定申告書の提出先等

に照らせば、本件各国税等に関する犯則の事実の「発見地」（国犯法１１条１項）は熊

本国税局が所轄する延岡市である。また、本件査察調査は宮崎県内においても行われて

いるところ、同県は査察官等の所属する東京国税局の管轄区域（国犯法１２条１項本文）
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の外である。そのため、本件査察調査は、査察調査に関する土地管轄のない収税官吏に

よってその管轄区域外においてされたものである。 

    （エ）前記（イ）のとおり、本件査察調査は本件各国税等に関する税務調査にも及んでいる

ところ、本件査察調査においては、事前通知（通則法７４条の９）、臨場後の事後的な

通知及び調査終了時の調査結果の内容（更正決定等をすべきと認めた額及びその理由）

の説明（通則法７４条の１１第２項）がされていない。 

    ウ 本件各処分通知書には、以下のとおり、手続上の重大な不備があること 

    （ア）本件各処分通知書は、本件各更正処分が国税局の職員（査察官等）による調査（本件

査察調査）の結果に基づくものである旨の付記（通則法２８条２項）を欠いている。 

    （イ）本件消費税等各処分通知書には、仕入税額控除に関し、消費税法３０条１項及び７項

という根拠法条やこれらの法条が適用された具体的な事実関係が記載されていない。こ

れでは、処分の原因となる基本的な事実関係の記載すら欠いているといわざるを得ず、

本件消費税等各処分通知書の記載からは、本件各確定申告書記載の仕入税額控除が認め

られなかった根拠を理解することはできないから、このような理由の付記には重大な不

備があるといえる。 

    エ 本件各更正処分は、確定申告書の「提出」（通則法２４条）がないのにされたものであ

るといえるから、違法であること 

      本件各確定申告書は、本件同和団体が作成して、延岡税務署長に提出したものであると

ころ、非税理士団体である本件同和団体による確定申告書の提出行為は、税理士法に反す

るだけでなく、納税者自らが確定申告書を提出することを定めた通則法２１条にも反して

いるから、本件各確定申告書は、「提出」されていないことになる。また、原告は、延岡

市●●にある集会所（以下「●●集会所」という。）で本件各確定申告書を作成すれば、

確定申告の手続が終了するものと考えていたため、本件同和団体に対して本件各確定申告

書を延岡税務署長に提出することを依頼する意思を有していなかった。これらのことから

すると、本件各処分は、通則法２４条に反し、確定申告書の「提出」がないのにされたも

のであるといえる。 

    オ 小括 

      したがって、本件各処分は、手続上の重大な瑕疵により違法であるといえる。 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 処分行政庁は、自ら行った税務調査の結果に基づき本件各処分をしたものであること 

      税務調査には、課税庁が内部において既に収集した資料を検討して正当な課税標準等又

は税額等を認定することも含まれるところ、本件各処分に至る過程では、処分行政庁の担

当職員において、査察部から引き継いだ本件査察調査の資料について調査したほか、原告

に対し、本件査察調査の際に提出されていない帳簿等の有無を確認し、原告の担当弁護士

の意見書の内容を検討するなどしており、処分行政庁は、そうした一連の調査の結果に基

づき本件各処分をしたものである。そのため、処分行政庁は、自ら行った上記の一連の税

務調査の結果に基づき本件各処分をしたものであるといえる。 

    イ 本件調査には手続上の重大な瑕疵はないこと 

    （ア）本件税務調査においては、上記アのとおり、必要な調査が行われているから、本件税

務調査が処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱してされたものであるとはいえない。 
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    （イ）本件査察調査は、飽くまで、ほ脱額の有無等を確定するためにされた査察調査であっ

て、税務調査としてされたものではないから、査察官等の所掌事務の範囲を逸脱してさ

れたものではない。 

    （ウ）本件では、原告が平成２５年４月に東京国税局の管轄区域内に約７０００万円で原告

宅を購入して生活を開始したこと、原告が申告していた所得金額は極めて少額であった

ことなどから、査察官等が、多種多様な情報に基づき、調査の端緒となるべき事実を発

見し、本件各国税等に関する犯則の事実の概要を把握することができたものであるから、

東京国税局の管轄区域が「事件発見地」である。また、宮崎県内における本件各店舗や

取引先、横浜市内の原告の居宅等、複数かつ広域にわたる関係箇所を、同時に調査しな

ければ、証拠を廃棄されるなどして証拠の収集が著しく困難となるおそれがあったこと

から、本件査察調査は、「急速を要する場合」（国犯法１２条１項ただし書）に該当する

として、宮崎県内においても実施されたものである。これらのことからすると、本件査

察調査は、査察調査に関する土地管轄のない収税官吏によってその管轄区域外において

されたものであるとはいえない。 

    （エ）本件査察調査は、飽くまで査察調査としてされたものであり、税務調査としてされた

ものではないから、本件査察調査には、通則法７４条の９、７４条の１１の適用はなく、

本件査察調査に当たって、事前の通知（通則法７４条の９）や事後の説明（通則法７４

条の１１第２項）を行う必要はない。そのため、本件査察調査は、必要な通知や説明を

欠いたものであるとはいえない。 

    ウ 本件各処分通知書には、手続上の重大な不備はないこと 

    （ア）本件各更正処分は、飽くまで、税務調査の結果に基づきされたものであるから、本件

各更正処分が国税庁又は国税局の職員の調査によるものである旨の付記（通則法２７条、

２８条２項）をする必要はない。そのため、同付記がなかったとしても、本件各処分通

知書に手続上の不備があることにはならない。 

    （イ）本件消費税等各処分通知書には、本件各課税期間における基準期間の課税売上高がい

ずれも５０００万円を超えることから、簡易課税の適用を受けることはできないこと、

本件各課税期間における課税売上割合が１００パーセントとなること及びその計算根拠、

処分行政庁が認定した本件各課税期間における控除対象仕入税額の金額並びに処分行政

庁が認定した本件各課税期間における課税仕入れの勘定科目別の内訳及びその対価の額

がそれぞれ記載されている。このように、本件消費税等各処分通知書には、本件消費税

等各更正処分における処分行政庁の判断過程がありのままに記載されているから、原告

が課税仕入帳簿等を保管していなかったために消費税法３０条７項により同条１項の適

用がないことについての記載がなくても、本件消費税等各処分通知書の記載をもって、

原告は、本件消費税等各更正処分の理由、判断過程を十分に知ることができたといえる。

そのため、本件消費税等各処分通知書における理由の記載には、本件消費税等各処分を

取り消すほどの重大な不備があるとはいえない。 

    エ 本件各更正処分は、確定申告書の「提出」（通則法２４条）がないのにされたものであ

るとはいえないこと 

    （ア）本件各確定申告書は、いずれも、原告の意思に基づいて作成され、延岡税務署長に提

出されたものである。 
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       そのため、本件各更正処分は、確定申告書の「提出」がないのにされたものであると

はいえない。 

    （イ）ａ なお、仮に、本件各確定申告書の作成及び提出が、原告の意思に基づかないもの

であったとしても、納税者が無申告である場合に誤って更正処分及び過少申告加算

税賦課決定処分がされることによって納税者が不利益を受けるものではないから、

これによって本件各処分が違法となることはない。 

       ｂ また、本件同和団体の担当者が税理士資格を有しない者であったとしても、税理

士法違反となり得ることは格別、本件各確定申告自体が存在しないことにはならな

いから、これによって、本件各処分が違法となることはない。 

       ｃ そのため、いずれにしても、原告の主張は失当である。 

    オ 小括 

      したがって、本件各処分は手続上の重大な瑕疵により違法であるとはいえない。 

  （６）争点６（原告は、本件各国税等の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全

部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき納税申告書を

提出していた（通則法６８条１項）といえるか。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 本件事業からは、本件各年分を通じて、多額の事業所得が生じていたところ、原告は、

そのことを十分に承知しており、これによって得た多額の利益をもって個人の資産形成を

行っていた。それにもかかわらず、原告は、こうした多額の事業所得を故意に少なく申告

する意図の下、その一部だけを作為的に記載した申告を本件同和団体の担当者に作成させ、

これを連年提出し続けていたものであり、実際に、本件所得税等各確定申告では、本件所

得税等各更正処分における事業所得と比べて僅かな割合の事業所得しか申告されていなか

った。 

    イ これらのことからすると、本件各確定申告は、原告において、当初から所得を過少に申

告することを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上で、その意

図に基づく過少申告を行ったものといえるところ、このような原告の行為は、「隠ぺい」

又は「仮装」（通則法６８条１項）に該当するというべきである。 

    ウ したがって、原告は、本件各国税等の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事

実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき納税

申告書を提出していた（通則法６８条１項）といえる。 

   （原告の主張の要旨） 

    争う。 

  （７）争点７（本件各更正処分は、偽りその他不正の行為によりその全部又は一部の税額を免れ

た国税についての更正処分（通則法７０条４項１号）であるといえるか。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 前記（６）の（被告の主張の要旨）で述べたとおり、本件各確定申告は、原告において、

当初から所得を過少に申告することを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の

行動をした上で、その意図に基づく過少申告を行ったものといえるところ、このような原

告の行為は、「隠ぺい」又は「仮装」（通則法６８条１項）に該当するというべきであるか

ら、「偽りその他不正の行為」（通則法７０条４項１号）にも当然に該当する。 
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    イ したがって、本件各更正処分は、偽りその他不正の行為によりその全部若しくは一部の

税額を免れた国税についての更正処分（通則法７０条４項１号）であるといえる。 

   （原告の主張の要旨） 

    争う。 

 第４ 当裁判所の判断 

  １ 争点１（本件各更正処分の全部の取消しを求める利益は認められるか。）について 

  （１）判断の枠組み 

    ア 納付すべき税額は、申告納税方式の下では、納税者の行う納税の申告により確定するの

が原則であり（通則法１５条１項、１６条１項１号）、納税者が自ら行った申告により一

旦確定した課税標準等又は税額等を自己に有利に変更しようとする場合には、更正請求の

方法によらなければならない（通則法２３条１項１号）。 

    イ このように、確定申告書に記載された事項の過誤の是正につき更正請求という特別の制

度が設けられた趣旨は、課税標準等又は税額等の確定については最も事情に通じている納

税者自身の申告に基づくものとし、その過誤の是正は法律が特に認めた場合に限るものと

することが、租税債務を可及的速やかに確定させるべき国家財政上の要請に応ずるもので

あるとともに、納税者に対して過当な不利益を強いるおそれがないと考えられるからであ

ると解される。 

    ウ こうした更正請求の制度趣旨に照らせば、更正処分を受けた納税者において、これに対

応する納税の申告の無効を主張することができるような特段の事情がある場合を除き、当

該更正処分のうち申告納税額に相当する税額を超えない部分について、更正請求の手続を

経ないまま、抗告訴訟において取消しを求める利益は認められないというべきである（最

高裁昭和●●年（○○）第●●号同３９年１０月２２日第一小法廷判決・民集１８巻８号

１７６２頁参照）。 

  （２）認定事実（前記前提事実及び括弧内掲記の証拠並びに弁論の全趣旨により認めることがで

きる事実。以下同じ。） 

    ア 従前の原告の確定申告に関する事務の処理状況 

    （ア）原告は、平成１０年頃にスナック経営を開始した当初のうちは、自ら確定申告書を作

成し、これを延岡税務署長に提出して、確定申告をしていた（原告本人〔２１、２９、

３０、５１、５２頁〕、乙１０、４６）。 

    （イ）原告は、その後、顧客から本件同和団体を紹介されたことから、平成１３年頃から、

本件同和団体に確定申告に関する事務を依頼するようになり、本件各確定申告に関する

事務についても、本件同和団体に依頼していた（原告本人〔２１～３２、５１、５２

頁〕、乙１０、１５、４６）。 

    （ウ）原告が本件同和団体に確定申告に関する事務を依頼するようになって以降の確定申告

に関する事務の流れは、例年、おおむね、以下のとおりであった（原告本人〔２１～３

２頁〕、乙１０、４６）。 

       ａ 原告は、毎年１月下旬頃、●●会議所から原告宛てに送付される確定申告書の作

成に係る通知書を受領し、毎年２月中旬、指定された日時に同通知書を持参して●

●会議所へ赴き、●●会議所の担当職員と面談して、同担当職員に対し、本件事業

に関する収益や費用について、同担当職員から示唆された金額に収まるように、帳
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簿書類等に基づかない大まかな額を説明する。同担当職員は、原告が説明した内容

に基づいてメモ書きを作成する。 

       ｂ 原告は、上記ａの面談終了後、本件同和団体からの案内に従い、毎年３月初旬に

●●集会所に赴き、本件同和団体から依頼を受けた事務職員と面談する。当該事務

職員は、上記ａのメモ書きに基づき、原告の所得税（平成２５年分以降は所得税等）

及び消費税等の各確定申告書を作成し、原告は、当該各確定申告書に押印する（た

だし、Ｃについての平成２５年分の所得税等確定申告書及び平成２５年課税期間の

消費税等確定申告書については、原告から依頼を受けた乙が当該各確定申告書に押

印した。）。 

       ｃ 本件同和団体の担当者が、延岡税務署長に対し、後日、上記ｂの押印のある確定

申告書を法定申告期限内に提出する。 

    イ 本件各確定申告において申告された納付すべき税額の納付状況 

      原告は、以下の表のとおり、本件各確定申告を前提とした場合における納付すべき税額

を納付した（原告本人〔３２～４２頁〕、乙７７～８３）。 

    （ア）本件各年分の所得税等について 

対象年度等 納付日 納付額 確定申告上の納付 

すべき税額の証拠 

納付の 

証拠 

H23 H24.4.24 155,800 乙２〔㊺欄〕 乙７７ 

H24 予定納税第１期 H24.8.28 51,900 乙３〔㊹欄〕 乙７９ 

H24 予定納税第２期 H25.1.25 51,900 乙３〔㊹欄〕 乙８０ 

       なお、本件各確定申告を前提とすると、原告の平成２２年分の所得税（乙１〔㊷欄〕）、

平成２４年分の所得税（乙３〔㊺欄〕）及び平成２５年分の所得税等（乙４〔㊼欄〕）に

ついては、いずれも納付すべき税額が存在しないため、原告による納付はされていない。 

    （イ）本件各課税期間の消費税等について 

対象課税期間等 納付日 納付額 確定申告上の納付 

すべき税額の証拠 

納付の 

証拠 

H22課税期間 H23.6.1 418,800 乙５〔㉖欄〕 乙７６ 

H23課税期間 H24.4.24 641,500 乙６〔㉖欄〕 乙７８ 

H24課税期間 H24.11.9 320,600 乙７〔⑩㉑欄〕 乙８１ 

H25.3.25 272,400 乙７〔㉖欄〕 乙８２、８３ 

H25課税期間 H26.3.27 369,300 乙８〔㉖欄〕 乙８４ 

  （３）検討 

    ア 原告は、自らの意思に基づき、本件同和団体に確定申告に関する事務を依頼し、●●会

議所や●●集会所に赴いた上で、本件事業に関する収益や費用についての説明を行ってお

り、そうした原告の説明に基づき本件各確定申告書が作成され、これらの確定申告書には、

原告の意思に基づき、押印がされているのであるし（前記（２）ア（イ）、（ウ））、原告は、

実際に、本件各確定申告を前提とした場合における納付すべき税額について、自らの意思

で、後日、納付している（前記（２）イ）。また、個人事業者が所得税の確定申告書を税

務署長に提出しなければならないことは公知の事実であり、実際に、原告は、平成１０年
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にスナック経営を開始した当初は、自ら確定申告をしていた（前記（２）ア（ア））もの

である。 

    イ これらのことからすると、本件各確定申告書は、原告の意思に基づいて作成され、延岡

税務署長に提出されたものであるというほかなく、原告が税務署長に対して納税申告をし

ているという認識を有していなかったと認める余地はない。そのため、原告には、本件各

確定申告の無効を主張することができるような特段の事情があると認めることはできない。 

    ウ なお、本件各確定申告書の作成や提出に関わった本件同和団体の関係者が税理士資格を

有しない者であったとしても、前記ア、イのとおり、本件各確定申告書は、原告の意思に

基づき作成され、提出されたことに変わりはないのであり、本件同和団体の関係者の行為

が税理士法違反となり得ることは格別、これによって、本件各確定申告そのものが無効と

なるものではないというべきである。 

    エ したがって、本件各更正処分のうち、本件各確定申告に係る申告納税額に相当する税額

を超えない部分（別紙２「訴え却下部分目録」記載の部分）については、更正請求の手続

を経ないまま、抗告訴訟において、その取消しを求める利益は認められない。そのため、

本件訴えのうち、同部分は不適法であって、却下を免れない。 

    オ なお、原告は、増額更正処分によって税額が確定する部分は申告納税額を超える部分に

限られるという見解を前提として、本件各国税等について申告納税額が存在するとしても、

本件各更正処分により税額が確定する範囲は、同申告納税額を超える部分に限られるなど

と主張する。 

      しかし、一個の納税義務の発生原因たる課税要件事実は実体的に一体不可分であり、こ

れを分断して部分ごとに認定し、納付すべき税額を部分的に確定させることはできないか

ら、増額更正処分は、一個の納税義務について、課税要件事実を全体的に認定し、納税義

務の内容を総額的に確定する処分であると解さざるを得ない。 

      そのため、原告の上記主張は、独自の見解に基づくものであって、採用することができ

ない。 

  ２ 争点２（Ａ売上金額は、被告の主張するとおり認定することができるか。）について 

  （１）平成２３年分のＡ売上金額について 

    ア 判断の枠組み 

    （ア）課税庁は、信頼し得る帳簿書類等を欠くために、課税標準等又は税額等の計算の基礎

となるべき数額を実額で認定することが著しく困難である場合には、合理性のある推計

計算によって当該計算の基礎となるべき数額を推計し、かかる推計に基づき課税処分を

すること（以下「推計課税」という。）ができる（所得税について所得税法１５６条）。 

    （イ）ａ 推計課税がされる場合であっても、推計課税は、飽くまで、実額による課税の代

替手段にとどまるから、推計課税を受けた納税者としては、推計計算の合理性を争

うほか、推計対象についての実額を自ら反証すること（以下「実額反証」という。）

によって更正処分の適法性を争うことができる。 

       ｂ もっとも、納税者は、申告納税制度の下、税法の定めるところに従って根拠とな

る帳簿書類等を作成、保存した上で、これに基づき正しい申告を行い、自らの申告

に関して税務調査を受けた場合には、申告の根拠となる帳簿書類等を提示し、自ら

の申告が正しいことを説明する義務を負っているところ、納税者がこれらの義務に
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違反して帳簿書類等の作成等をしていなかったことから、やむを得ず推計課税がさ

れるに至った場合において、これらの義務を誠実に履行した納税者よりも有利に扱

われるような事態が生ずることは法の予定するところではないといえる。また、課

税庁が課税処分を行うのは、通常、課税標準の計算の基礎となる個々の経済取引が

されてから相当の年月を経過した後であるため、帳簿書類等の散逸や取引関係者の

転出、所在不明等により、税務調査により明らかにすることができる事実の範囲に

はおのずと限界があるのに対し、納税者は、もともと経済取引の当事者であり、自

己に有利な証拠を提出することは困難ではないといえる。 

       ｃ これらのことからすれば、推計課税において採られた推計計算が推計対象の実額

の近似値を求め得るものとして社会通念上相応の合理性を有するといえる場合には、

納税者において、当該推計計算が合理性を欠くことになるような納税者側の特殊な

事情の存在及び当該特殊な事情を考慮して推計対象を改めて計算したときの税額が

課税庁の推計額を前提とした税額を下回ることを、合理的な疑いをいれない程度に

主張、立証しない限り、推計対象については、推計課税における推計額のとおりに

認定することができるというべきである。 

    イ 認定事実 

    （ア）ａ 処分行政庁は、本件査察調査によって収集された資料（前記前提事実（２））を

査察部から引き継ぎ、これを検討の上、同資料を基に、本件各処分をした（弁論の

全趣旨）。 

       ｂ 平成２３年分のＡの経理業務を行っていた原告は、同年分のＡの売上げ及び経費

に係る帳簿書類等の作成及び保管をしていなかった。そのため、査察官等は、本件

査察調査において、Ａの平成２３年分の売上げ及び経費に係る帳簿書類等を収集す

ることができなかった。（前記前提事実（２）） 

    （イ）ａ Ａ売上推計参照期間（被告）（平成２２年９月から同年１２月までの期間及び平

成２４年１月から平成２５年１２月までの期間）のＡ売上金額は、本件査察調査に

より収集することができたＡの帳簿書類等（前記前提事実（２））に基づき、分類

Ⅱの別表１の「１」の「売上金額（実額）①」欄記載のとおり、実額により認定す

ることができる（前記第２の４、弁論の全趣旨）。 

       ｂ Ａ売上推計参照期間（被告）期間のＡ酒類仕入額（Ｄ）は、本件査察調査により

収集することができたＡの帳簿書類等（前記前提事実（２））及び本件各店舗への

売上金額を店舗別に管理していたＤに対する本件査察調査の結果に基づき、分類Ⅱ

の別表１の「１」の「酒仕入金額（実額）②」欄記載のとおり、実額により認定す

ることができる（前記第２の４、弁論の全趣旨）。 

       ｃ 平成２３年分のＡ酒類仕入額（Ｄ）は、本件査察調査により収集することができ

たＡの帳簿書類等（前記前提事実（２））及び本件各店舗への売上金額を店舗別に

管理していたＤに対する本件査察調査の結果に基づき、分類Ⅱの別表１の「２」の

「Ｄからの酒仕入金額（実額）①欄」欄記載のとおり、実額により認定することが

できる（前記第２の４、弁論の全趣旨）。 

    （ウ）ａ 原告は、本件事業の開始以来、本件各店舗の顧客に提供する酒類をＤから継続的

に仕入れており、本件期間を通じ、Ｄが主たる酒類の仕入先であった（乙２５、弁
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論の全趣旨）。 

       ｂ 本件期間における本件各店舗の仕入金額（酒類の仕入金額と酒類以外の仕入金額

の合計額）は、本件査察調査により収集することができた本件各店舗の帳簿書類等

（前記前提事実（２））及びＤに対する本件査察調査の結果に基づき、分類Ⅱの別

表２の「２ 仕入金額合計表」欄記載のとおり、実額により認定することができる

ところ（前記第２の４、弁論の全趣旨）、これによれば、本件各店舗の仕入金額の

総額のうち、Ｄからの仕入金額が９５％以上の圧倒的な割合を占めていた。 

       ｃ なお、原告は、被告が推計の基礎としているＡ売上推計参照期間（被告）のＡ酒

類仕入額（Ｄ）について、全ての額を網羅するものではないなどと主張するが、原

告の主張は具体性を欠くものであり、根拠も不明であるといわざるを得ないから、

前記（イ）ｂの認定が覆されることはない。 

    （エ）Ａ売上推計参照期間（被告）のＡ売上金額（前記（イ）ａ）を、Ａ売上推計参照期間

（被告）のＡ酒類仕入額（Ｄ）（前記（イ）ｂ）で除することにより、Ａ売上参照倍率

（被告）である２２．９４７７倍を算出することができ、これを平成２３年分のＡ酒類

仕入額（Ｄ）（前記（イ）ｃ）に乗ずると、分類Ⅱの別表１の「２」「推計売上金額（①

×②）」欄記載のとおり、平成２３年分のＡ売上金額についての被告の推計額を算出す

ることができる。 

    ウ 検討 

    （ア）本件事業のような社交飲食店業では、売上先が不特定多数の者であり、その決済方法

は現金によることが多いことなどから、帳簿書類等が作成、保存されていない場合には、

売上金額について実額を把握することは著しく困難である。そうすると、本件各国税等

のうち、平成２３年分のＡ売上金額を課税標準の計算の基礎とするものについては、そ

の算定の基となるべき帳簿書類等がなく（前記イ（ア）ａ、ｂ）、その実額を把握する

ことが著しく困難であるといえるから、平成２３年分のＡ売上金額を推計し、かかる推

計に基づき課税をすることができるというべきである。 

    （イ）そこで、平成２３年分のＡ売上金額について被告の主張する推計計算（前記イ（エ））

が平成２３年分のＡ売上金額の実額の近似値を求め得るものとして社会通念上相応の合

理性を有するといえるかについて、以下、検討する。 

       ａ まず、被告の主張する推計計算（前記イ（エ））において推計の基礎とされてい

るＡ売上推計参照期間（被告）のＡ売上金額及びＡ酒類仕入額（Ｄ）並びに平成２

３年分のＡ酒類仕入額（Ｄ）は、本件査察調査により収集することができたＡの帳

簿書類等（前記前提事実（２））及びＤに対する本件査察調査の結果に基づいて、

いずれも実額により認定することができるものである（前記イ（イ））。 

       ｂ また、被告の主張する推計計算（前記イ（エ））における推計の方法は、Ａ売上

推計参照期間（被告）におけるＡ売上金額とＡ酒類仕入額（Ｄ）との比率を用いて、

平成２３年分のＡ売上金額を推計するというものであるところ、一般的に、社交飲

食店業は、ホステス等が酒類を提供しながら接客することを業とするものであるか

ら、社交飲食店業における売上金額と酒類の仕入金額との間には一定の比率に基づ

く比例関係があるというべきであり、同一店舗における同一事業についていえば、

近接した時期における上記の比率は相当程度近似することが合理的に想定される。
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Ａにおける本件事業についても、これと別異に解すべき事情はうかがわれないこと

からすると、平成２３年に近接したＡ売上推計参照期間（被告）におけるＡ売上金

額とＡ酒類仕入額との比率を用いて平成２３年分のＡ売上金額の推計を行うことは

合理的な方法であるといえる。そして、本件期間を通じ、Ｄが本件各店舗の主たる

酒類の仕入先であり（前記イ（ウ）ａ）、本件各店舗の仕入金額のうち、Ｄからの

仕入金額が９５％以上の圧倒的な割合を占めていること（前記イ（ウ）ｂ）を考慮

すれば、Ａ酒類仕入額のうち、Ａ酒類仕入額（Ｄ）のみを用いて上記の推計を行う

こととしても、推計の方法としての合理性が失われることにはならないというべき

である。 

       ｃ これらのことからすると、被告の主張する推計計算（前記イ（エ））については、

その推計の基礎がいずれも帳簿書類等に基づき実額により認定することができる数

額であり（前記ａ）、その推計の方法が合理的なものであるといえる（上記ｂ）か

ら、平成２３年分のＡ売上金額の実額の近似値を求め得るものとして社会通念上相

応の合理性がある計算であるといえる。 

    （ウ）ａ これに対し、原告は、Ａ売上参照倍率（被告）である２２．９４７７倍ではなく、

Ａ売上参照倍率（原告）（平成２４年分のＡ売上金額を同年分のＡ酒類仕入額で除

した倍率）である１８．２１３を用いることにより、平成２３年分のＡ売上金額を

推計すべきであると主張するが、原告の主張する平成２４年分のＡ酒類仕入額の根

拠が不明であることからして、採用することができない。 

       ｂ また、原告は、被告の推計計算（前記イ（エ））に対する実額反証と評価するこ

とができるような主張、立証をしていない。 

    （エ）したがって、平成２３年分のＡ売上金額は、被告の主張する推計額（前記イ（エ））

のとおりに認定することができる。 

  （２）平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上金額として被告の主張する額には、

年間３００万円分の架空売上金額が含まれていないといえるかについて 

    ア 平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上金額として被告の主張する額は、

本件査察調査により収集することができたＡの帳簿書類等（前記前提事実（２））に計上

されている平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上金額に依拠するもので

あるところ（前記第２の４）、これらの帳簿書類等において、Ａ売上金額として計上され

ている金額の一部が、架空売上げ分として、他の売上金額と区別して計上されている形跡

はうかがわれない（弁論の全趣旨）。また、仮に、原告の主張するとおり、Ａにおいて、

常連客に対する販売促進サービスとして、酒類のボトル１本分を無料で提供したことがあ

ったとしても、Ａの売上金を管理する丁において、同ボトルの無料提供に係る売上げにつ

いて、これが架空売上げであり、現金売上げを伴わないものであるにもかかわらず、あえ

て、他の売上金額と区別することなく、一緒にして売上金額として計上する理由は見当た

らない。加えて、原告が主張する架空売上げの金額の算定根拠は不明であるといわざるを

得ず、これを構成する個々の売上げの時期、無料提供した酒類のボトルの数、単価等を客

観的に検証することはできない。 

    イ これらのことからすれば、本件査察調査により収集することができたＡの帳簿書類等に

計上されている平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上金額には、年間３
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００万円という原告の主張する架空売上げの金額は含まれていないというべきである。 

    ウ したがって、平成２２年分、平成２４年分及び平成２５年分のＡ売上金額として被告の

主張する額には、年間３００万円分の架空売上金額は含まれていないといえる。 

  （３）小括 

     以上より、Ａ売上金額は、被告の主張するとおり認定することができる。 

  ３ 争点３（本件事業経費は、本件事業経費（被告主張）を超えては存在しないといえるか。）

について 

  （１）平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費について被告の主張する推計額のとおり認定す

ることができるかについて 

    ア 判断の枠組み 

      前記２（１）アのとおり、課税庁は、信頼し得る帳簿書類等を欠くために課税標準等又

は税額等の計算の基礎となるべき数額を認定することが著しく困難である場合には、推計

課税をすることができるところ、推計課税において採られた推計計算が推計対象の実額の

近似値を求め得るものとして社会通念上相応の合理性を有するといえる場合には、納税者

において、当該推計計算が合理性を欠くことになるような納税者側の特殊な事情の存在及

び当該特殊な事情を考慮して推計対象を計算したときの税額が課税庁の推計額を前提とし

た税額を下回ることを、合理的な疑いを容れない程度に主張、立証しない限り、推計対象

については、推計課税における推計額のとおりに認定することができるというべきである。 

    イ 認定事実 

    （ア）ａ 処分行政庁は、本件査察調査によって収集された資料を査察部から引き継ぎ、こ

れを検討の上、同資料を基に、本件各処分をした（弁論の全趣旨）。 

       ｂ 平成２３年及び平成２４年のＣの経理業務を行っていた原告は、これらの年のＣ

の売上げ及び経費に係る帳簿書類等の作成及び保管をしていなかった。そのため、

本件査察官等は、本件査察調査において、Ｃの平成２３年分及び平成２４年分の売

上げ及び経費に係る帳簿書類等を収集することができなかった。（前記前提事実

（２）） 

    （イ）ａ 平成２５年分のＣ売上金額は、本件査察調査により収集することができたＣの帳

簿書類等（前記前提事実（２））に基づき、分類Ⅱの別表３－４の「１」の「①売

上金額」欄記載のとおり、実額により認定することができる（前記第２の４、弁論

の全趣旨）。 

       ｂ 平成２５年分のＣ人件費のうちホステス等に支払われたものは、本件査察調査に

より収集することができたＣの帳簿書類等（前記前提事実（２））に基づき、分類

Ⅱの別表３－４の「１」の「②給料賃金（ホステス分）」及び「③給料賃金（従業

員分）」欄記載のとおり、それぞれ実額により認定することができる（前記第２の

４、弁論の全趣旨）。 

       ｃ 平成２３年分及び平成２４年分のＣ売上金額は、本件査察調査により収集するこ

とができたＣの帳簿書類等（前提事実（２））に基づき、分類Ⅱの別表３－４の

「２」の【平成２３年分】及び【平成２４年分】の各「④売上金額」欄記載のとお

り、それぞれ実額により認定することができる（前記第２の４、弁論の全趣旨）。 

    （ウ）ａ 原告は、本件期間を通じ、Ｃに所属する各ホステスに対し、時給として、あらか



25 

 

じめ原告が定めた時給の単価（別紙６記載の「売上げによる時給一覧」（乙２５添

付の表と基本的に同じ内容のもの）に記載された金額）に当該ホステスが当月に従

事した勤務時間数を乗じた金額を支払っていたところ、上記時給の単価は、各ホス

テスが指名を受けたことによる前月の売上金額に連動するものであった（乙２５、

３３、弁論の全趣旨）。 

       ｂ 原告は、本件期間を通じ、Ｃに所属する各ホステスに対し、時給以外に、顧客か

ら指名された回数や顧客を同伴して出勤した回数に連動した加算金、同伴の回数が

多い者に対する加算額、指名を受けたことによる売上金額の上位者に対する加算金、

臨時のボーナス等を支払っていた（乙２５、３３、弁論の全趣旨）。 

    （エ）ａ 平成２３年分及び平成２４年分のＣ売上金額（上記（イ）ｃ）に、平成２５年分

のＣ人件費（ホステス分）（前記（イ）ｂ）が平成２５年分のＣ売上金額（前記

（イ）ａ）に占める割合（Ｃホステス参照人件費割合（被告））である４２．３９

パーセントをそれぞれ乗ずることにより、分類Ⅱの別表３－４の「２」の【平成２

３年分】及び【平成２４年分】の各「⑤ホステス給料（④×４２．３９％）」欄記

載のとおり、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費（ホステス分）についての

被告の推計額をそれぞれ算出することができる。 

       ｂ 平成２３年分及び平成２４年分のＣ売上金額（前記（イ）ｃ）に、平成２５年分

のＣ人件費（従業員分）（前記（イ）ｂ）が平成２５年分のＣ売上金額（前記（イ）

ａ）に占める割合（Ｃ従業員参照人件費割合（被告））である３．９３パーセント

をそれぞれ乗ずることにより、分類Ⅱの別表３－４の「２」の【平成２３年分】及

び【平成２４年分】の各「⑥従業員給料（④×３．９３％）」欄記載のとおり、平

成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費（従業員分）についての被告の推計額をそ

れぞれ算出することができる。 

    ウ 検討 

    （ア）本件事業のような社交飲食店業では、ホステス等の入れ替わりが激しいことなどから、

帳簿書類が保存されていない場合には、人件費の金額について実額を把握することは著

しく困難である。そうすると、本件各国税等のうち、平成２２年分及び平成２３年分の

Ｃ人件費を課税標準の計算の基礎とするものについては、その算定の基となるべき帳簿

書類等がなく（前記イ（ア）ａ、ｂ）、その実額を把握することが著しく困難であると

いえるから、平成２２年分及び平成２３年分のＣ人件費を推計し、かかる推計に基づき

課税をすることができるというべきである。 

    （イ）そこで、平成２２年分及び平成２３年分のＣ人件費について被告の主張する推計計算

（前記イ（エ））が平成２２年分及び平成２３年分のＣ人件費の実額の近似値を求め得

るものとして社会通念上相応の合理性を有するといえるかについて、以下、検討する。 

       ａ まず、被告の主張する推計計算（前記イ（エ））において推計の基礎とされてい

る平成２３年分から平成２５年分までのＣ売上金額及び平成２５年分のＣ人件費は、

本件査察調査により収集することができたＣの帳簿書類等（前記前提事実（２））

に基づいて、いずれも実額により認定することができるものである（前記イ（イ））。 

       ｂ また、被告の主張する推計計算（前記イ（エ））における推計の方法は、平成２

５年分のＣの人件費割合を用いて、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費を推
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計するというものであるところ、人件費は固定費であり、売上金額と直ちに連動す

るものではないものの、売上金額や勤務する人員の数、勤務形態、報酬体系等に大

きな変動がない限り、同一店舗における同一事業についていえば、近接した時期に

おける人件費割合は相当程度近似することが合理的に想定される。そして、平成２

３年分のＣ売上金額（５１２６万９２００円）と平成２４年分のＣ売上金額（５１

８７万０８００円）はほぼ同額であり、平成２５年分のＣ売上金額（６２５４万１

２００円）はこれらよりも１０００万円強増加しているものの、本件期間において

Ｃに所属していた各ホステスに対する支払額には各ホステスが貢献した売上金額に

連動する部分も相当程度含まれており（前記イ（ウ））、そうしたホステスの人件費

がＣ人件費の大半を占めていたこと（前記イ（イ）ｂ）も考慮すれば、上記の程度

の売上金額の増加があったとしても、そのことのみによってＣにおける人件費割合

に看過し得ないほどの大きな変動が生ずることはないと考えることは、あながち不

合理であるとはいえない。以上に加えて、平成２３年から平成２５年までの間、Ｃ

に所属するホステス等の数、勤務形態、報酬体系等に大きな変動があったことをう

かがわせる事情は見当たらないことも併せ考慮すれば、平成２５年分のＣの人件費

割合を用いて、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費を推計することは合理的

な方法であるといえる。 

       ｃ これらのことからすると、被告の主張する推計計算（前記イ（エ））については、

その推計の基礎がいずれも帳簿書類等に基づき実額により算定することができる数

額であり（前記ａ）、その推計の方法が合理的なものであるといえる（上記ｂ）か

ら、平成２２年分及び平成２３年分のＣ人件費の実額の近似値を求め得るものとし

て社会通念上相応の合理性があるものであるといえる。 

    （ウ）ａ これに対し、原告は、平成２４年頃までの間、Ｃに係る事業から人件費に見合う

売上げを得ることはできていなかったものであり、実際に、平成２２年８月●日か

ら同年１２月２５日までのＣの人件費割合は６５．１５パーセントに上っていたこ

とに照らしても、Ｃ参照人件費割合（被告）である４６．３２パーセントを用いて

平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費を推計することは合理的ではないと主張

する。 

         しかし、Ｃを開店してから２年以上の間、Ｃに係る事業からは人件費に見合う売

上げを得ることができなかったという原告の主張を基礎付ける客観的な証拠は存在

しない。また、平成２２年の各月（ただし、同年１２月については、同月２６日か

ら同月３１日までを除く。）のＣ売上金額及びＭ人件費は、本件査察調査により収

集することができたＣの帳簿書類等（前記前提事実（２））に基づき、分類Ⅱの別

表３－３記載のとおり、それぞれ実額により認定することができるところ（前記第

２の４、弁論の全趣旨）、これによれば、同年の各月におけるＣの人件費割合は、

開店月である同年８月が約６３．３パーセント、同年９月が約７０．６パーセント、

同年１０月が約７２．７パーセント、同年１１月が約６９．１パーセント、同年１

２月（ただし、同月２６日から同月３１日までを除く。）が約５３．７パーセント

であり、開店３か月目をピークに減少し、同年１２月には５０パーセント台にまで

減少しているのであるから、同年８月●日から同年１２月２５日までのＣの人件費
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割合が６５．１５パーセントに上っていたことを考慮しても、平成２３年以降のＣ

人件費割合がＣ参照人件費割合（被告）を大幅に上回る状態で推移することはなか

ったと考えることが合理的な想定でないとまではいえない。 

         そのため、原告の上記主張は採用することができない。 

       ｂ また、原告は、平成２８年１１月に開店したＧの平成２９年分の人件費割合（約

７５．８９パーセント）から１０パーセント程度下方修正した６８．３０パーセン

ト（Ｃ参照人件費割合（原告））を用いて、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人

件費を推計するのが合理的であると主張する。 

         しかし、Ｃ参照人件費割合（原告）の算定の基礎とされている平成２９年分のＧ

売上金額及びＧ人件費の根拠は明らかではない。また、Ｇは、Ｃとは出店している

地域が異なるほか、その営業形態、営業時間、規模、キャスト数、客層、立地条件

等も不明であるため、平成２９年分のＧ人件費割合から１０パーセント程度低い割

合として設定されたＣ参照人件費割合（原告）がＣの人件費割合に近似するという

推計の前提を認めることもできない。そうすると、Ｃ参照人件費割合（原告）を用

いて、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費を推計することが合理的な方法で

あるということはできない。 

         そのため、原告の上記主張は採用することができない。 

       ｃ また、原告は、被告の推計計算（前記イ（エ））に対する実額反証と評価するこ

とができるような主張、立証をしていない。 

    （エ）したがって、平成２３年分及び平成２４年分のＣ人件費は、被告の主張する推計額

（前記イ（エ））のとおりに認定することができる。 

  （２）原告主張追加諸経費は、いずれも本件事業経費には含まれないといえるかについて 

    ア 判断の枠組み 

    （ア）所得税の更正処分の取消訴訟においては、必要経費が課税庁の主張する額を超えて存

在しないことについて、課税庁が立証責任を負うことになるところ、課税処分がされる

のは、課税標準の計算の基礎となる個々の経済取引がされてから相当の年月を経過した

後であるから、その時点では、帳簿書類等の散逸や取引関係者の転出、所在不明等によ

り、税務調査により明らかにすることができる事実の範囲にはおのずと限界があるのに

対し、必要経費は納税者にとって有利な事実であり、一般に、納税者の支配領域内で行

われた取引に由来して生ずるものであるから、必要経費が課税庁の主張する額を超えて

存在するのであれば、通常、納税者には、その存在を明らかにすることを期待すること

ができるものといえる。 

    （イ）また、納税者は、申告納税制度の下、帳簿書類等を作成、保存した上で、これに基づ

き正しい納税の申告を行い、自らの申告に関して税務調査を受けた場合には、申告の根

拠となる帳簿書類等を提示し、自らの申告が正しいことを説明すべき責務を負っている

のであり、所得税法その他の関係法令においても、事業所得を有する納税者が所得税の

確定申告をする場合には、事業所得に係る収入金額及び必要経費の内訳書を納税申告書

に添付しなければならず（所得税法１２０条４項、所得税法施行規則４７条の３第１

項）、事業所得を有する非少額所得者等は、事業所得帳簿書類等を作成した上で、所得

を生ずべき事業に係るその年の取引のうち総収入金額に対応する必要経費に関する内訳
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等を記録して保存しなければならないのであって（同法２３１条の２第１項、同規則１

０２条１項～同条４項、本件告示１項。なお、平成２３年法律第１１４号による改正後

の所得税法２３２条においては、非少額所得者等に限らず、青色申告事業者以外の個人

事業者であれば、所得税の確定申告の必要がない者であっても、同様の義務を負うこと

とされている。）、このように作成、保存された事業所得帳簿書類等は、原則として税務

調査における検査の対象になるものとされている（同法２３１条の２第４項本文）。こ

れらの所得税法その他の関係法令に照らすと、必要経費の認定に当たっては、納税者が

必要経費に関する帳簿書類等を作成、保存していることが基本的な前提とされるべきで

あり、そうした客観的な資料に基づき、必要経費の内訳等を明らかにすることが法の予

定するところであって、帳簿書類等の作成、保存という申告納税制度に内在する納税者

としての責務を怠った者が、課税処分を受けるや、事後的に検証することが困難な客観

性の乏しい資料を援用して、帳簿書類等に記録されていない支出を必要経費であると主

張することにより課税処分の適法性を容易に争うことができてしまうという帰結は、法

の許容するところではないということができる。 

    （ウ）これらのことからすると、所得税の更正処分の取消訴訟では、まずは、課税標準の計

算の基礎となるべき事実について立証責任を負う課税庁において、一定の必要経費の存

在を明らかにしなければならないとはいえるものの、課税庁が明らかにした必要経費が

当該事業に係る収入金額との対応上、通常一般的であると認められる場合には、納税者

において、課税庁の主張する額を超える必要経費の存在を明らかにしない限り、当該事

業の必要経費については、課税庁の主張する額を超えては存在しないものと推定するこ

とができるというべきである。そして、上記の場合において、納税者が課税庁の主張す

る額を超える必要経費の存在を明らかにするためには、帳簿書類等又はこれに準ずる客

観的な資料に基づき、その内訳等、すなわち、当該費用の発生原因となる取引の時期、

事由、支払先及び金額（少額の費用についてはその項目ごとの日々の合計金額）を明ら

かにすることによって、当該費用が現に発生しており、かつ、当該事業に係る収入金額

と直接的な対応関係に立つことを明らかにしなければならないというべきである。 

    イ 検討 

    （ア）ａ 上記アの判断枠組みを前提に検討するに、本件事業経費（被告主張）の概要は分

類Ⅱの別表２、３、５、７から２２まで及び分類Ⅲの別表１から３までに記載され

ているとおりであるところ、これらの各別表に照らすと、本件事業経費（被告主張）

は、本件査察調査において収集することができた本件各店舗の帳簿書類等（前記前

提事実（２））の記載を主たる根拠としつつ、一部については、本件査察調査にお

いて原告及び本件各店舗の関係者が供述した内容をも根拠とした上で、①顧客に提

供するために仕入れた酒類等に係る売上原価、②所属するホステス等に係る人件費

のほか、③本件各店舗の建物附属設備、車両運搬具、器具備品に関する減価償却費、

④本件各店舗や駐車場、一部のホステス等の居宅に係る地代家賃、⑤クレジットカ

ードの決済代行手数料その他の支払手数料、⑥本件事業に係る収入印紙代、自動車

税、消費税等の租税公課、⑦本件各店舗に係る水道光熱費、⑧ガソリン代や道路通

行料金といった旅費交通費、⑨電話料金や切手代といった通信費、⑩広告宣伝費、

⑪贈答品の購入代金や飲食代等といった接待交際費、⑫本件各店舗に係る火災保険
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や自動車保険等に係る損害保険料、⑬椅子、テーブルの工事代金に係る消耗品費、

⑭福利厚生費、⑮本件事業において用いるおしぼり、清掃用品、製氷機、観葉植物

等に係るリース料、⑯繰延資産償却費、⑰諸々の雑費、⑱支払利息といった項目に

つき、幅広く本件事業経費を算定したものであるといえる。全証拠を総合しても、

これらの①から⑱までの費目のいずれにも該当し得ないが、本件事業の運営にとっ

て類型的に不可欠な費目があるとは認められないし、このうちの⑪接待交際費や⑰

雑費は、多様な支出が含まれ得る費目であり、実際に、本件カード支出（丸印）だ

けでも、平均して年間百数十万円以上の支出が含まれているところ（分類Ⅲの別表

２及び別表３）、その中には、必ずしも支払事由が明らかではないものも多数含ま

れていることなどからすれば、本件事業経費（被告主張）は、本件事業経費の該当

性をある程度緩やかに認めたものといえる。 

       ｂ 他方で、本件各店舗に係る帳簿書類等（前記前提事実（２））に必要経費として

計上されているにもかかわらず、本件事業経費（被告主張）に含まれていない支出

項目等があることはうかがわれないし、上記帳簿書類等のほかに、私的な支出と区

別された本件事業経費の継続的な記録は見当たらない。 

       ｃ これらのことからすると、本件事業経費（被告主張）は、特段の事情がない限り、

本件事業に係る収入金額との対応上、通常一般的であると評価することができる。 

    （イ）ａ これに対し、原告は、本件事業経費（被告主張）は原告指摘諸費用を含んでいな

いため、本件事業に係る収入金額との対応上、通常一般的な費用であるとはいえな

い旨を主張する。 

         しかし、原告指摘諸費用は、その内容に照らし、そもそも費用の内訳等が十分に

特定されていないか、本件事業に係る収入金額と直接の対応関係に立つものとして

実際に発生したものであることが客観的に明らかであるとまではいえないか、ある

いは、本件事業経費（被告主張）として既に計上されている費用のいずれにも含ま

れないことが明らかであるとまではいえないものであるといわざるを得ず、原告指

摘諸費用を理由として、本件事業経費（被告主張）が本件事業に係る収入金額との

対応上、通常一般的な費用であるとはいえないと評価することはできない。 

         そのため、原告の上記主張は採用することができない。 

       ｂ また、原告は、本件事業経費（被告主張）における雑費の一部（「Ａ店」の「元

帳分」の平成２３年分及び平成２４年分の額並びに「Ｃ店」の「元帳分」の平成２

３年分から平成２５年分までの額）は原告指摘雑費推計額よりも低い額しか計上さ

れていないため、本件事業経費（被告主張）は本件事業に係る収入金額との対応上、

通常一般的な費用であるとはいえない旨を主張する。 

         しかし、前記（ア）、上記ａのとおり、本件事業経費（被告主張）の雑費が本件

事業に係る収入金額との対応上、通常一般的な雑費ではないということはできず、

本件事業経費中の雑費部分について推計計算をしなければならない必要性は認めら

れないから、原告の上記主張は前提を欠く。 

         そのため、原告の上記主張は採用することができない。 

       ｃ さらに、原告は、①本件事業経費（被告主張）を前提とした場合における本件事

業の経費率が原告の引用する統計資料上の「バー、キャバレー、ナイトクラブ」の
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純売上高に占める純売上高から役員報酬と営業利益を控除した残額の割合より１０

パーセント以上も低いこと及び②原告が本件各国税等についてのほ脱犯の嫌疑につ

いて不起訴処分を受けたことをもって、本件事業経費（被告主張）は本件事業に係

る収入金額との対応上、通常一般的であるとはいえないことが裏付けられる旨を主

張する。 

       （ａ）しかし、社交飲食業の経営の在り様は多種多様であり得ることからすれば、本

件事業経費（被告主張）を前提とした本件事業の経費率の妥当性について、

個々の事業の規模や営業形態、立地条件等の差異を捨象して適切な評価をする

ことはできないし、原告の引用する統計資料上、「バー、キャバレー、ナイトク

ラブ」の純売上高に占める純売上高から役員報酬と営業利益を控除した残額の

割合を算定することができたとしても、これと経費率とがどの程度対応するも

のであるかも不明であることからすれば、原告の主張する数値の比較によって、

本件事業経費（被告主張）を前提とした場合における本件事業の経費率の妥当

性を評価することは困難であるといわざるを得ない。 

       （ｂ）また、本件各国税等についての犯則事件に関する刑事司法手続と課税手続とは

別個の手続であるから、本件各国税等についてのほ脱犯の嫌疑について原告が

不起訴処分を受けたことは、本件事業経費（被告主張）が本件事業に係る収入

金額との対応上、通常一般的であるとはいえないことを意味しない。 

       （ｃ）そのため、原告の上記主張は採用することができない。 

    （ウ）これらのことからすると、本件事業経費（被告主張）は、本件事業に係る収入金額と

の対応上、通常一般的であると評価することができるから、原告において、帳簿書類等

又はこれに準ずる客観的な資料に基づき、本件事業経費（被告主張）を超える費用の内

訳等を明らかにすることにより、当該費用が現に発生しており、かつ、これが本件事業

に係る収入金額と直接的な対応関係に立つことを明らかにしない限り、本件事業経費に

ついては、本件事業経費（被告主張）を超えては存在しないものと推定することができ

るというべきである。 

    （エ）ａ 以上を前提に検討するに、原告主張追加諸経費（本件カード分以外）については、

分類Ⅳの各別表の内容に照らし、そもそも、その内訳等、すなわち、費用の発生原

因となる取引の時期、事由、支払先及び金額（少額の費用についてはその項目ごと

の日々の合計金額）の全部又は一部が十分に特定されているとはいえないし、これ

らの点については、原告、乙、本件各店舗のホステス等、元ホステス等、顧客らの

記憶（以下、こうした記憶に基づく供述を「原告協力者等の供述」という。）やこ

れらの者のうち一部の者が保有する写真又は画像データ（以下「原告協力者等の画

像」という。）以外に根拠となるべき資料がない（原告本人〔５、９、４３頁〕、乙

証人〔３、４、１９、２２頁〕、丙証人〔１、１１、１２、１５、１６頁〕、丁証人

〔２、３、６、８、９頁〕、戊証人〔３、４頁〕、甲３７～５７）。 

       ｂ そして、原告協力者等の供述といっても、平成３０年７月に作成された陳述書

（甲３７～５３）及び令和２年２月以降に作成された陳述書（甲５４～５７）並び

に原告協力者等の一部の者の人証（原告本人、乙証人、丙証人、丁証人、戊証人）

において述べられた内容にとどまるところ、これらは、いずれも、平成２２年１月



31 

 

からは８年以上が経過し、平成２５年１２月からも４年以上が経過した後の記憶に

基づくものであるから、多岐にわたる原告主張追加諸経費の内訳等との関係で、帳

簿書類等に準ずる客観的な資料であるとはいえない。 

       ｃ 加えて、原告協力者等の画像といっても、飲み会、二次会、三次会、打ち上げ、

旅行その他のレクリエーション、本件各店舗におけるイベント等の場面におけるホ

ステス等のほか、原告が本件事業のために購入したと称する顧客等へのプレゼント

品、家電、衣装、靴、本件各店舗の箸袋、灰皿、コースター、ガスライター等を撮

影したものにとどまり（原告本人〔９頁〕、丙証人〔１頁、１５頁〕、甲５５～５

７）、これらの写真によっても、原告主張追加諸経費の内訳等が明らかになるわけ

ではない。 

       ｄ そうすると、原告において、帳簿書類等又はこれに準ずる客観的な資料に基づき、

原告主張追加諸経費（本件カード分以外）の内訳等を明らかにしたとはいえない。 

    （オ）ａ 次に、原告主張追加諸経費（本件カード分）については、原告協力者等の供述及

び原告協力者等の画像（前記（エ）ａで掲記したもののほかに、甲６１、７８）の

ほかに、本件カード記録（甲６０、７７、乙７５）も根拠とされている。 

       ｂ このうち、原告主張追加諸経費（本件カード分以外）の根拠資料と重複するもの

については、前記（エ）ｂで述べたのと同様の理由から、原告主張追加諸経費（本

件カード分）の内訳等との関係でも、帳簿書類等に準ずる客観的な資料であるとは

いえない。 

         また、原告協力者等の画像（甲７８の資料１～資料５）についても、購入した商

品又はこれと同種の商品を撮影したものにとどまり、これらの画像によっても、原

告主張追加諸経費（本件カード分）の内訳等が明らかになるわけではない。 

       ｃ これに対し、本件カード記録は、原告主張追加諸経費（本件カード分）に係る支

出の原因となる取引の時期及び金額については、帳簿書類等に準ずる客観的な資料

ということができる。しかし、本件カード記録の記載だけでは、そこに記載された

支出の目的や購入された物品の実際の用途が判明しないため、これらの支出が本件

事業に係る収入金額と対応関係に立つことを明らかにすることはできない。このこ

とは、分類Ⅵの別表記載の各支出についても同様に当てはまる。 

       ｄ そうすると、原告において、帳簿書類等又はこれに準ずる客観的な資料に基づき、

原告主張追加諸経費の内訳等を明らかにすることにより、原告主張追加諸経費（本

件カード分）が本件事業に係る収入金額と対応関係に立つことを明らかにしたとは

いえない。 

    （カ）以上より、本件事業経費（被告主張）は、本件事業に係る収入金額との対応上、通常

一般的であるといえるところ、原告において、帳簿書類等又はこれに準ずる客観的な資

料に基づき、原告追加主張諸経費が実際に発生しており、かつ、これが本件事業に係る

収入金額と直接的な対応関係に立つことを明らかにしたとはいえないから、本件事業経

費については、本件事業経費（被告主張）を超えては存在しないものと推定することが

できる。 

    ウ 被告の主張の変遷を指摘する原告の主張について 

      なお、原告は、必要経費の立証責任に関する被告の主張について、本件裁決において採
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用されていた見解と異なるものであるとして、そのような主張をすることは、禁反言、憲

法３９条の二重処罰禁止及び不利益変更禁止の原則の根底にある法的正義の法理に反し、

許されない旨を主張する。 

      しかし、行政処分の審査請求の手続と取消訴訟の手続とは別個の手続であり、裁決を経

た後の課税処分の取消訴訟において、被告が裁決理由中の判断と異なる主張を行うことは

裁決の拘束力（通則法１０２条１項）に抵触せず、もとより許されるものというべきであ

るから、本件裁決の理由中で示された見解と異なるものであることを理由として被告の主

張が許されないものであるとする原告の主張は前提を欠くものであって、採用することが

できない。 

    エ 小括 

      したがって、原告主張追加諸経費は、いずれも本件事業経費には含まれないといえる。 

  （３）まとめ 

     以上より、本件事業経費は、本件事業経費（被告主張）を超えては存在しないといえる。 

  ４ 争点４（本件各ホステス報酬は給与に該当するため、本件各ホステス報酬の支払は仕入税額

控除の対象となる課税仕入れには該当し得ないといえるか。）について 

  （１）判断の枠組み 

     給与とは、雇用契約又はこれに類する原因に基づき使用者の指揮命令に服して提供した労

務の対価として使用者から受ける給付をいうところ、事業所得、すなわち、自己の計算と危

険において独立して営まれ、営利性、有償性を有し、かつ反復継続して遂行する意思と社会

的地位とが客観的に認められる業務から生ずる所得との区別の観点からすると、ある役務の

提供の対価が給与に該当するか否かを判断するに当たっては、当該対価の支払者との関係に

おいて、何らかの空間的、時間的な拘束を受け、継続的、断続的に役務の提供をしたことの

対価として支払われたものであるかどうか（最高裁昭和●●年（○○）第●●号同５６年４

月２４日第二小法廷判決・民集３５巻３号６７２頁）、その対価の本質が役務を提供した時

間に応じて算定されるもの（以下「時間給」という。）であり、一定の成果の有無に係らし

められているもの（以下「歩合給」という）ではないといえるか、当該役務の提供者が当該

対価の支払者から独立して役務の提供に係る危険を負担しているかといった点を総合的に考

慮すべきである。 

  （２）認定事実 

    ア 本件各ホステスの勤務管理の内容 

    （ア）本件各店長等は、本件各ホステスの希望に基づき、１週間ごとの勤務シフト表を作成

することにより、本件各ホステスに対し、各自が所属する店舗においてホステスとして

の役務を提供すべき日時の割当てをしていた（乙１３、３５）。 

    （イ）本件各店長等は、ある店舗においてホステス数が不足する場合には、他の２店舗に所

属するホステスをして、当該ホステス数の不足する店舗において、１日単位又は一、二

時間単位でホステスとしての役務を提供させるなどの対応を行っていた（乙１２、１

３）。 

    （ウ）本件各ホステスは、本件各店長等が作成する「出勤表」と題する書面により、顧客の

同伴、早退や欠勤の有無について記録されていたほか、タイムカードにより勤務時間を

記録されていた（乙１２）。 
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    イ 本件各ホステスに支払う対価の内容 

      原告が本件各ホステスに対して支払う対価の主な内容は、次のとおりである（乙２５、

３３）。 

    （ア）時給の単価（別紙６記載の「売上げによる時給一覧」（乙２５添付の表と基本的に同

じ内容のもの）に記載された金額）に当該ホステスが当月に従事した勤務時間数を乗じ

て計算した金額 

    （イ）上記（ア）の時給以外の対価 

       ａ 顧客から指名された回数に１０００円（指名料）を乗じた金額 

       ｂ 顧客と同伴して出勤した回数に３０００円（同伴料）を乗じた金額 

       ｃ 同伴の回数が１位又は１０回以上の者に対する加算額（１万円） 

       ｄ 売上金額５０万円以上の上位３名に対する「甲賞」と称する加算額（１位が２万

円、２位が１万円及び３位が５０００円） 

       ｅ 臨時のボーナス、皆勤賞等 

    ウ ホステスの危険負担等の内容 

    （ア）費用の負担 

       ａ 本件各ホステスは、自身で購入したドレスその他の身の回り品を使用することも

できた一方で、本件各店舗で用意したドレスその他の身の回り品を借用したり、原

告から着物（和服）を借用したりすることもできた（乙１８、３７～４１）。 

       ｂ 本件各ホステスは、各自で髪のセットを行うこともできた一方で、原告の指定す

る特定の美容師に依頼することもでき、その場合には、セット代１０００円又は９

００円のうち５００円又は４００円を原告が負担していた（乙３９～４１）。 

    （イ）掛売上金の回収の責任 

       ａ 本件事業に係る掛売上については、顧客に対して請求書を発行した上で、Ａ原告

口座、Ｓ原告口座及びＣ原告口座②に振込入金されていた（乙２９）。 

       ｂ 本件期間中、掛売上金が現実に回収不能になったことはなく、本件各ホステスの

給料から回収不能額が差し引かれたことはなかった（乙３８、３９、４１、弁論の

全趣旨）。 

    （ウ）ノルマやペナルティの有無及び内容 

       ａ 本件各ホステスは、個人別に売上げの目標が設定されていたものの、目標を達成

しなかった場合のペナルティはなかった（乙３８、３９、４１、弁論の全趣旨）。 

       ｂ 本件各ホステスは、無断欠勤をした場合に限り、ペナルティとして１回当たり２

０００円が徴収されていた（乙３８、３９、４１、弁論の全趣旨）。 

  （３）検討 

    ア（ア）本件各ホステスは、本件各店長等が作成する１週間ごとの勤務シフト表によってホ

ステスとしての役務を提供すべき日の割当てを受けていたほか（前記（２）ア（ア））、

基本的に、所属する店舗においてホステスとしての役務を提供しつつ、他の店舗の繁

忙状況によっては、本件各店長等の指示に基づき、所属する店舗以外の店舗において

も、１日単位又は一、二時間単位でホステスとしての役務を提供していた（前記（２）

ア（イ））。 

     （イ）また、本件各ホステスは、本件各店長等から、所属する店舗等においてホステスと
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しての役務を提供した時間については、タイムカードにより、顧客の同伴、早退、欠

勤の有無については、出勤表により、それぞれ記録を取られており（前記（２）ア

（ウ））、これらの記録に基づき、支払われる対価（本件各ホステス報酬）の額（前記

（２）イ）を算定されていた。 

     （ウ）このように、勤務シフト表に本件各ホステスの希望が反映され（前記（２）ア

（ア））、本件各ホステスから事前の申出があった場合には、同シフト表の内容が柔軟

に変更されることがあったとしても（前記（２）ウ（ウ）ｂ）、本件各ホステスは、

本件各店長等から、所属する店舗においてホステスとして役務を提供すべき日の割当

てを受け、ホステスとして役務を提供すべき場所についても指示を受けていたといえ

る。また、本件各ホステスは、個人別に売上目標が課せられていたほか（前記（２）

ウ（ウ）ａ）、実際に割当てのとおりに役務を提供したか否か、顧客の同伴の有無や

実際に役務を提供した時間について、記録を取られ、これを基に本件各ホステス報酬

が算定されることにより業務を管理されていたということができる。これらのことか

らすれば、本件各ホステス報酬の支払者である原告との関係において、空間的、時間

的な拘束を受け、継続的、断続的に役務の提供をし、その対価として本件各ホステス

報酬の支払を受けていたものであったといえる。 

    イ（ア）本件各ホステス報酬のうち、時給については、その１時間当たりの単価の最低額が

１５００円とされていたことから、これにホステスとしての役務を提供した時間を乗

じた分の対価が本件各ホステスには保証されていた（前記（２）イ（ア））。なお、上

記１時間当たりの単価は、当該ホステスが指名を受けたことによる前月の売上金額に

連動したものであったものの、後者が５万円又は１０万円上昇するごとに前者が１０

０円から２００円上昇するという程度の連動であったことからすると（前記（２）イ

（ア））、本件各ホステスに支払われていた時給は、売上げに貢献した程度に応じて差

別化した単価を用いつつも、飽くまで、ホステスとしての役務を提供した時間に応じ

て支払われる時間給を本質とするものであって、歩合給を本質とするものではなかっ

たといえる。 

     （イ）また、本件各ホステスには、時給以外の対価も支払われていたものの（前記（２）

イ（イ））、時給以外の対価の額や算定方法に照らせば、本件各ホステス報酬の大半は

時給によって占められているものと推認することができること、ホステスとしての役

務の提供のうち主たるものは店舗における顧客への飲食物の提供その他の対応にあり、

これについての対価は時給によって支払われていたといえることなどからすれば、上

記の時給以外の対価は、勤労意欲を喚起するために時給に付加して支払われていた副

次的な対価にとどまっていたというべきである。 

     （ウ）これらのことからすれば、本件各ホステス報酬は、時間給を本質とした対価であり、

歩合給を本質とするものではなかったといえる。 

    ウ（ア）本件各ホステスは、本件各店舗においてホステスとしての役務を提供するに当たっ

て、多額の費用を投ずる必要があったことを認めるに足る証拠はなく、かえって、衣

装や髪のセットについて、原告から相当の補助を受けることができたといえる（前記

（２）ウ（ア））。 

     （イ）本件各ホステスは、各自の売上目標を達成することができなかった場合でも特段の
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ペナルティを課されることはなかったほか（前記（２）ウ（ウ）ａ）、本件各ホステ

スにおいて、顧客に対する売上金の回収等、本件各店舗における売上金の管理義務を

負っていたと認めるに足る証拠はなく、実際に、本件各ホステスの給料から掛売上に

係る回収不能額が差し引かれたことはなかった（前記（２）ウ（イ））。 

     （ウ）これらのことからすると、本件各ホステスは、本件各店舗においてホステスとして

の役務を提供するに当たり、原告から独立した立場において危険を負担していたとい

うことはできない。 

    エ 結論 

    （ア）このように、本件各ホステスは、原告との関係において、空間的、時間的な拘束を受

け、継続的、断続的に役務の提供をし、その対価として本件各ホステス報酬の支払を受

けていたものであるといえるところ、本件各ホステス報酬は、時間給を本質とした対価

であり、歩合給を本質とするものではなく、本件各ホステスは、本件各店舗においてホ

ステスとしての役務を提供するに当たり、原告から独立した立場において危険を負担し

ていたということはできない。 

    （イ）したがって、本件各ホステス報酬は給与に該当するため、本件各ホステス報酬の支払

は仕入税額控除の対象となる課税仕入れには該当し得ないといえる。 

  ５ 争点５（本件各処分は手続上の重大な瑕疵により違法であるといえるか。）について 

  （１）処分行政庁は、税務調査をすることなく、本件各処分をしたといえるかについて 

    ア 判断の枠組み 

      税務調査とは、実地の調査（通則法７４条の９、７４条の１１参照）にとどまるもので

はなく、証拠資料の収集、証拠の評価あるいは経験則を通じての課税要件事実の認定、租

税法その他の法令の解釈を経て更正処分に至るまでの課税庁の思考、判断の課程を含む極

めて包括的な概念であるところ、収税官吏が犯則事件の嫌疑者に対して査察調査を行った

場合には、課税庁において、同査察調査により収集された資料を同嫌疑者に対する更正処

分をするために利用することも許されるというべきであるから（最高裁昭和●●年（○○）

第●●号同６３年３月３１日第一小法廷判決・集民１５３号６４３頁）、課税庁が先行す

る査察調査により収集された資料を引き継ぎ、これを検討した上で課税標準等又は税額等

を認定したときは、別途、実地の調査を行うことがなかったとしても、かかる一連の課税

庁の判断過程をもって、税務調査に該当するということができる。 

    イ 検討 

    （ア）本件についてみると、処分行政庁は、査察部から本件査察調査により収集された資料

を引き継いだ上で、本件各国税等についての税務調査を行うこととし、緑税務署の担当

職員において、平成２９年４月７日、原告に対し、同税務調査を行う旨を宣言し、同月

１４日、原告に対し、本件査察調査において提出されていない帳簿書類等の有無を確認

し、同月２６日、税務代理人から、「処分決定等に関する意見書２」と題する書面の写

しを受領するなどした上で、本件査察調査により収集された資料を検討した結果、処分

行政庁において、本件各処分をする旨の判断に至ったものであり、同年６月２６日には、

緑税務署の担当職員において、原告に対する結果の説明（通則法７４条の１１）をして

いるところである（前記前提事実（４）ア、イ、乙５６、７２、弁論の全趣旨）。 

    （イ）上記（ア）の事実経過に照らせば、処分行政庁は、査察部から本件査察調査により収
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集された資料を引き継ぎ、これを検討した上で、課税標準等又は税額等を認定して本件

各更正処分をするに至っているといえるから、別途、実地の調査を行ってはいないもの

の、本件各国税等についての税務調査を自ら行った上で、これに基づいて本件各処分を

したものと評価することができる。 

    ウ 小括 

      そうすると、処分行政庁は、税務調査をすることなく、本件各処分をしたとはいえない。 

  （２）本件調査には手続上の重大な瑕疵があるといえるかについて 

    ア 判断の枠組み 

      課税庁としては、税務調査の結果、納付すべき税額が過少に申告されたことが判明した

場合には、増額更正処分をしなければならないところ、更正処分の取消訴訟においては課

税標準等及び税額等について実体的な審査がされることからすれば、税務調査に手続上の

瑕疵があったとしても、原則として更正処分の効力に影響を及ぼすものではなく、税務調

査の手続が公序良俗に反し又は社会通念上相当の限度を超えて濫用にわたるなど重大な違

法を帯びる場合に限り、更正処分の取消事由になると解するのが相当である。そして、こ

の理は、課税庁が、先行する査察調査により収集された資料を引き継ぎ、これを検討する

などして税務調査を行った場合において、当該査察調査に手続上の瑕疵があったときにつ

いても、基本的に妥当するというべきである。 

    イ 検討 

      そこで、上記アの判断の枠組みを前提として、原告の主張する点により、本件調査に手

続上の重大な瑕疵があり、そのために、本件調査が公序良俗に反し又は社会通念上相当の

限度を超えて濫用にわたるなど重大な違法を帯びることになるかについて、以下、検討す

る。 

    （ア）まず、原告は、仮に、処分行政庁が本件各国税等についての税務調査をしていたとし

ても、原告が本件各国税等に関する犯則事件について不起訴処分を受けたことや多額の

必要経費の算入が欠落していることについての原告の指摘を踏まえた慎重な税務調査は

されていないとして、本件調査には処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱した重大な瑕疵が

あると主張する。 

       しかし、処分行政庁は、原告の税務代理人から上記指摘を受けた上で、本件査察調査

により収集された資料を検討した結果、別途、実地の調査をするまでもなく、本件各更

正処分をするに至っているところ（前記（１）イ）、上記指摘があったからといって、

税務調査として、特別な手続を採らなければならないと解すべき法的な根拠はない。ま

た、原告の上記主張は、結局のところ、本件調査において自身の主張がいれられなかっ

たことに対する不満をるる述べるものにとどまり、その実質において、本件各更正処分

の内容についての不服をいうものであるといえるから、本件調査の手続上の重大な不備

を具体的に主張するものともいい難い。 

       そのため、原告の主張する上記の点によっては、そもそも、本件調査に手続上の瑕疵

があるとはいえない。 

    （イ）また、原告は、本件査察調査が、査察調査の範囲を超えて、査察部の所掌事務ではな

い税務調査にも及んでいるとして、本件調査には手続上の重大な瑕疵があると主張する。 

       しかし、前記アのとおり、本件各国税等についての税務調査の主体は、飽くまで、処
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分行政庁であり、処分行政庁が本件査察調査により収集された資料を検討することによ

って本件各国税等についての税務調査をしたからといって、そのことによって、本件査

察調査が税務調査としてされたことにはならない。また、実際に、本件査察調査後、当

該犯則事件について不起訴処分がされていること（乙５６、弁論の全趣旨）からしても、

本件査察調査が本件各国税等についての犯則事件の調査としてされたことは明らかであ

る。 

       そのため、原告の主張する上記の点によっては、そもそも、本件調査に手続上の瑕疵

があるとはいえない。 

    （ウ）次に、原告は、本件査察調査が査察調査に関する土地管轄のない収税官吏によってそ

の管轄区域外においてされたものであるとして、本件調査には手続上の重大な瑕疵があ

ると主張する。 

       ａ しかし、原告は平成２５年４月に東京国税局の管轄区域内で生活を開始している

ところ（前記前提事実（１）ウ）、原告は本件各店舗を経営する立場にある一方で、

本件各国税等についての申告納税額が少額であったこと（乙１～８）などからすれ

ば、本件査察調査の着手がされた平成２６年１２月の時点では、査察官等において、

本件各確定申告における申告納税額が真実の金額を反映していない可能性があると

考えて、本件各国税等についての犯則事件の嫌疑を抱き、査察調査の端緒を得てい

たとしても不合理であるということはできない。また、上記時点において、国税庁

又は東京国税局以外の国税局若しくは税務署の収税官吏が、査察官等に先立って、

本件各国税等についての犯則調査の端緒を得ていたことをうかがわせるに足りる証

拠はない。これらのことからすると、本件各国税等についての犯則事件との関係で

は、実際に本件査察調査に着手した査察官等が、「事件発見地」（国犯法１１条１項）

を所轄する国税局の収税官吏として、査察調査をする権限を有していたということ

ができる。 

       ｂ また、本件各国税等についての犯則事件の嫌疑を前提とした場合には、宮崎県内

における本件各店舗や取引先、横浜市内の原告の居宅等、複数かつ広域にわたる関

係箇所に関係資料が散在していることが合理的に想定されるため、これらの関係箇

所を同時に調査しなければ、証拠を廃棄されるなどして証拠の収集が著しく困難と

なるおそれがあったといえる。そうすると、本件査察調査が東京国税局の管轄区域

外である宮崎県内等に及んでいたとしても、「急速を要する場合」（国犯法１２条１

項ただし書）に該当するものとして、査察官等としては、東京国税局長から職務を

行うべきことを命じられれば、査察調査を行うことができたといえる。 

       ｃ 前記ａ、ｂによれば、本件査察調査は、査察調査に関する土地管轄のない収税官

吏によってその管轄区域外においてされたものであるとはいえない。 

       ｄ そのため、原告の主張する上記の点によっては、そもそも、本件調査に手続上の

瑕疵があるとはいえない。 

    （エ）加えて、原告は、査察官等が、本件査察調査の際に、事前の通知や事後の説明をも行

っていないとして手続上の重大な瑕疵がある旨主張する 

       しかし、前記（イ）のとおり、本件査察調査は、飽くまで査察調査としてされたもの

であり、税務調査としてされたものではないから、本件査察調査には、通則法７４条の
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９、７４条の１１の適用はなく、本件査察調査に当たって、査察官等は、原告に対し、

事前の通知（通則法７４条の９）や事後の説明（通則法７４条の１１第２項）を行う必

要はない。 

       そのため、原告の主張する上記の点によっては、そもそも、本件調査に手続上の瑕疵

があるとはいえない。 

    ウ 小括 

      これらのことからすると、原告の主張する各点（前記イ（ア）～（エ））によっては、

そもそも、本件調査に手続上の重大な瑕疵があるということはできず、本件調査の手続が

公序良俗に反し又は社会通念上相当の限度を超えて濫用にわたるなど重大な違法を帯びる

ことはない。 

  （３）本件各処分通知書の記載には重大な不備があるといえるかについて 

    ア 本件各処分通知書に通則法２８条２項所定の付記がない点について 

      原告は、本件各処分通知書に通則法２８条２項所定の付記がない点をもって、本件各処

分通知書の記載に重大な不備があると主張する。 

      しかし、前記（１）のとおり、本件各更正処分は、飽くまで、処分行政庁による税務調

査に基づきされたものであり、国税庁又は国税局の職員の税務調査に基づきされたもので

はないから、本件各処分通知書において、本件各更正処分が国税庁又は国税局の職員の税

務調査によるものである旨の付記（通則法２７条、２８条２項）をする必要はない。 

      そうすると、上記の付記がなかったとしても、本件各処分通知書の記載に不備があるこ

とにはならない。 

    イ 本件消費税等各処分通知書には、本件消費税等各更正処分の理由として、課税仕入帳簿

等の保存がされていない課税仕入れの支払対価に係る消費税額については消費税法３０条

７項により同条１項の適用がない旨の記載がない点について 

    （ア）判断の枠組み 

       行政手続法１４条１項本文が、不利益処分をする際にその理由を名宛人に示さなけれ

ばならないとしているのは、行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制す

るとともに、処分の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たも

のと解されるところ、更正処分にも同項本文の適用があるから、課税庁は、更正処分を

する際には、同項本文の趣旨を踏まえて、納税者に対し、その理由を提示しなければな

らない。そして、（増額）更正処分は、確定申告の内容の全部又は一部を否定すること

によって納付すべき税額を増額させる方向に変更する点で納税者に不利益な処分である

ことからすれば、その理由の提示に当たっては、取り分け、確定申告を否定した部分及

びその理由を提示することが求められているというべきであるところ、更正処分におい

ては、通常、多数の課税要件事実に多数の租税法規を適用することによって税額が計算

されることなどを踏まえると、ありとあらゆる確定申告を想定した上で、更正処分にお

ける税額の計算過程の詳細まで逐一提示しなければならないとするのは相当ではなく、

実際にされた確定申告の内容を前提として、当該更正処分がこれを否定した部分及びそ

の理由を明らかにすれば、同項本文の趣旨は基本的に達成されるものというべきである。

こうしたことからすると、課税庁において、実際にされた確定申告の内容を前提として、

当該更正処分がこれを否定した部分及びその理由を具体的に明らかにした上で、関係す
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る計算項目の計算根拠を明示していれば、当該更正処分の理由の提示について、同項本

文の趣旨に反する重大な不備があるということにはならないというべきである。 

    （イ）検討 

       以上を前提に、本件消費税等各処分通知書における仕入税額控除に関する理由の提示

について検討する。 

       ａ 本件消費税等各処分通知書には、本件消費税等各更正処分が本件消費税等各確定

申告の控除対象仕入税額の算定を否定するものである旨の記載がある一方で、本件

消費税等各更正処分が課税仕入帳簿等の保管がされていない課税仕入れの支払対価

に係る消費税額について消費税法３０条７項に基づき控除対象仕入税額に算入して

いない旨の明示的な記載はない（甲５～８）。 

       ｂ しかし、本件消費税等各更正処分が本件消費税等各確定申告の控除対象仕入税額

の算定を否定した理由は、同算定において前提とされている簡易課税の適用が否定

されることにある。すなわち、本件消費税等各確定申告では、本件各課税期間の消

費税がいずれも簡易課税の適用を受けることを前提として、課税仕入帳簿等の保存

の有無にかかわらず、本件各課税期間の消費税の課税標準税額の１００分の６０

（みなし仕入率）に相当する金額をもって控除対象仕入税額とみなす旨の計算がさ

れている（前記前提事実（３）ウ）ところ、本件各課税期間における基準期間の課

税売上高がいずれも５０００万円を超えており、簡易課税を適用することができな

い結果、控除対象仕入税額については、みなし仕入率を用いた計算をすることはで

きず、消費税法３０条に基づく計算をしなければならないことから、本件消費税等

各更正処分は、本件消費税等各確定申告の控除対象仕入税額の算定を否定したもの

である。本件消費税等各確定申告は、上記のとおり、そもそも、みなし仕入率を用

いた控除対象仕入税額の算定をしているのであって、課税仕入帳簿等の保存を前提

とした控除対象仕入税額の算定をしているものではないから、実際にされた本件消

費税等各確定申告の内容を前提とする限り、控除対象仕入税額とされている税額に

課税仕入帳簿等の保存がされていない課税仕入れの支払対価に係る消費税額が含ま

れているということは、本件消費税等各更正処分が本件消費税等各確定申告の控除

対象仕入税額の算定を否定した理由にはなり得ない。（甲５～８） 

       ｃ 他方で、消費税法上、控除対象仕入税額の計算は消費税法３０条に基づき行うこ

とが原則であって、簡易課税の適用を受けることができない場合には、同条に基づ

き計算された額が控除対象仕入税額となること及び同条に基づく控除対象仕入税額

に算入することができるのは、同条７項に基づき課税仕入帳簿等の保管がされた課

税仕入れの支払対価に係る消費税額だけであることは明確に定められており、これ

らのことは、消費税の確定申告において当然の前提とされるべき事柄であるといえ

る。また、本件では、当事者間において課税仕入帳簿等の有無及び範囲は争われて

おらず、本件訴えの提起前に原告と処分行政庁との間でこの点が争われた形跡もう

かがわれない。 

       ｄ そうすると、処分行政庁は、本件各課税期間における基準期間の課税売上高がい

ずれも５０００万円を超えていたため簡易課税を適用することはできない旨を本件

消費税等各処分通知書に記載すること（甲５～８）により、本件消費税等各更正処
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分が本件消費税等各確定申告の控除対象仕入税額の算定を否定した理由を具体的に

明らかにすることができ、その結果、消費税法３０条７項に基づき、課税仕入帳簿

等の保管がされていない課税仕入れの支払対価に係る消費税額を控除対象仕入税額

に算入しないことになることをあえて記載しなくても、そのことを当然の前提とし

て、本件各課税期間における課税売上割合が１００パーセントとなること及びその

計算根拠、処分行政庁が認定した本件各課税期間における課税仕入れの勘定科目別

の内訳及びその対価の額並びにこれらの課税仕入れを対象として計算した控除対象

仕入税額を本件消費税等各処分通知書に記載すること（甲５～８）により、本件消

費税等各更正処分における控除対象仕入税額の計算根拠を明示することができると

いうべきである。 

       ｅ このように、本件消費税等各処分通知書は、課税仕入帳簿等の保存がされていな

い課税仕入れの支払対価に係る消費税額について消費税法３０条７項に基づき同条

１項の適用がないことを記載していないものの、処分行政庁において、本件消費税

等各更正処分が本件消費税等各確定申告の控除対象仕入税額の算定を否定するもの

であること及びその理由を具体的に明らかにした上で、控除対象仕入税額の計算根

拠を明示したものといえる。 

    （ウ）小括 

       そうすると、本件消費税等各処分通知書の記載には、理由の提示として、行政手続法

１４条１項本文の趣旨に反した重大な不備があるということにはならない。 

  （４）本件各更正処分は、確定申告書の「提出」（通則法２４条）がないのにされたものである

といえるかについて 

    ア 前記１のとおり、本件各確定申告書は、原告の意思に基づいて作成され、延岡税務署長

に提出されたものであるから、本件各確定申告書の作成や提出に関わった本件同和団体の

関係者が税理士資格を有しない者であったとしても、同関係者の行為が税理士法違反とな

り得ることは格別、これによって、本件各確定申告が無効となるものではない。そのため、

本件各更正処分の時点では、本件各更正処分の前提となるべき本件各確定申告書の「提出」

はあったものといえる。 

    イ そうすると、本件各更正処分は、確定申告書の「提出」がないのにされたものであると

はいえない。 

  （５）まとめ 

     前記（１）から（４）までのとおり、原告の主張するいずれの点によっても、本件各処分

に手続上の重大な瑕疵があるということはいえず、他に、本件各処分に手続上の重大な瑕疵

があることはうかがわせるに足る証拠はない。 

     したがって、本件各処分は手続上の重大な瑕疵により違法であるとはいえない。 

  ６ 争点６（原告は、本件各国税等の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部

又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき納税申告書を提

出していた（通則法６８条１項）といえるか。）について 

  （１）判断の枠組み 

     通則法６８条１項が重加算税の賦課要件として「隠ぺい」、「仮装」を掲げていることから

すれば、重加算税を賦課するには、過少申告行為そのものとは別に、「隠ぺい」、「仮装」と
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評価すべき行為が存在することを要するというべきではあるが、「隠ぺい」、「仮装」という

不正手段を用いた過少申告がされた場合に過少申告加算税よりも重い制裁を科すことによっ

て悪質な納税義務違反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴税の実現を確保

するという重加算税制度の趣旨に照らせば、重加算税を賦課するのに架空名義の利用や資料

の隠匿等の積極的な行為が存在することまで要するというのは相当でなく、納税者が、当初

から、課税標準等又は税額等を過少に申告することを意図して、その意図を外部からもうか

がい得る特段の行動をした上、その意図に基づく過少申告をしたような場合には、重加算税

の賦課要件を満たすものと解すべきである（最高裁平成●●年（○○）第●●号同７年４月

２８日第二小法廷判決・民集４９巻４号１１９３頁参照）。 

  （２）認定事実 

    ア 別紙４記載のとおり、乙、丁、戊及びＮは、本件各店舗の売上金を管理した上で、本件

各店舗の経理について帳簿書類等を作成し、原告に対し、売上金額の報告をしていた（前

記前提事実（２））。 

    イ 別紙４記載のとおり、本件各店舗の現金売上残金は、Ａ丁口座、Ｓ丁口座、ＣＰ口座、

Ｃ原告口座①に一度入金されたり、原告に手渡しされたりしていたものであり、本件各店

舗のカード売上金及び掛売上金は、それぞれ原告名義の預金口座（Ａ原告口座、Ｓ原告口

座及びＣ原告口座②）に入金されていた（前記前提事実（２））。 

    ウ 別紙４記載のとおり、戊は、平成２５年４月以降、本件各店舗の売上残金からホステス

等に対する支払金額に相当する現金を控除した後の残額を、本件各店舗共通原告口座に入

金しており、本件各店舗共通原告口座の残高の一部は、原告生活用口座に振込入金され、

原告の生活費等のために費消されていた（前記前提事実（２））。 

    エ 原告は、平成２５年８月６日、延岡市で使用していた原告名義等の各預金残高を整理集

約して、Ｏ銀行●●出張所の原告名義の普通預金口座（口座番号●●●●）に７６９３万

８８６５円及び２６２万２４２７円をそれぞれ振込入金した（乙２９）。 

    オ 前記第２の４及び前記１から５までの結論に照らせば、後記８のとおり、本件各更正処

分はいずれも適法であり、本件各国税等についてはいずれも過少申告がされたことになる

ところ、その過少申告の程度は、以下のとおりである。 

    （ア）本件各年分の所得税等について 

       本件所得税等各確定申告における事業所得の金額が本件所得税等各更正処分における

事業所得の金額に占める割合は、以下の表のとおり、約０．１パーセントから約８．２

パーセントまでの範囲にとどまる（甲１～４、乙１～４）。 

年 本件所得税等各確定 

申告における 

事業所得の額（①） 

本件所得税等各更正処 

分における 

事業所得の額（②） 

差額(②－①) 申告割合 

(①÷②) 

H22 31,643 21,904,398 21,872,755 0.1% 

H23 2,963,260 35,918,895 32,955,635 8.2% 

H24 700,247 42,611,653 41,911,406 1.6% 

H25 143,583 43,015,685 42,872,102 0.3% 

合計 3,838,733 143,450,631 139,611,898 2.7% 
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（単位：円） 

    （イ）本件各課税期間の消費税等について 

       本件消費税等各確定申告における消費税の課税標準の金額が本件消費税等各更正処分

における消費税の課税標準の金額に占める割合は、以下の表のとおり、約９．４パーセ

ントから約１８．２パーセントまでの範囲にとどまる（甲５～８、乙５～８）。 

課税期間 本件消費税等各確定 

申告における 

消費税の課税標準 

の額（①） 

本件消費税等各更正 

処分における 

消費税の課税標準 

の額（②） 

差額(②－①) 申告割合 

(①÷②) 

H22 20,946,000 155,391,000 134,445,000 13.5% 

H23 32,080,000 176,081,000 144,001,000 18.2% 

H24 29,653,000 186,860,000 157,207,000 15.9% 

H25 18,470,000 196,265,000 177,795,000 9.4% 

合計 101,149,000 714,597,000 613,448,000 14.2% 

（単位：円） 

  （３）検討 

    ア このように、原告は、本件各店舗の経営者として（前記前提事実（１）ア）、本件期間

を通じ、本件事業の売上金額の管理をする者から同金額の報告を受けていたほか、本件各

店舗の売上げや経費について預金通帳や帳簿に基づいて正確に認識することができる立場

にあり（前記（２）ア、イ）、実際に、本件事業から得られた自身の利益に相当する金額

を自己名義の預金口座で管理し、生活費等として費消するなどしていたのであるから（前

記（２）ウ、エ）、本件各確定申告時においては、具体的な数額の認識があったかは別と

して、少なくとも、本件各確定申告書記載の課税標準の金額が実際のそれを大きく下回る

こと（前記（２）オ）について、十分に認識していたものと推認することができる。それ

にもかかわらず、原告は、本件同和団体に確定申告に関する事務を依頼する過程において、

本件事業に関する収益や費用について、帳簿書類等に基づかない大まかな金額を説明し

（前記１（２）ア）、本件同和団体を通じ、本件各国税等につき、当該説明の内容に基づ

いた大幅な過少申告を本件期間にわたって継続的に行っていたものである（前記（２）

オ）。 

    イ これらのことからすると、原告は、当初から本件各国税等の課税標準等又はその税額等

を過少に申告することを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行動をした上、

本件各国税等について、その意図に基づく過少申告をしていたものと認められる。 

  （４）したがって、本件各国税等の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又

は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出

していた（通則法６８条１項）といえる。そのため、本件各国税等のうち過少申告加算税額

の計算の基礎となるべき税額は、重加算税の賦課要件を満たす（ただし、前記第２の４のと

おり、被告は、平成２５年課税期間の消費税等について、重加算税を課されることとなる税

額として８０２万７９００円を超えて主張していないから、平成２５年課税期間消費税等に

ついて重加算税を課されることとなる税額は８０２万７９００円となる。）。 
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  ７ 争点７（本件各更正処分は、偽りその他不正の行為によりその全部若しくは一部の税額を免

れた国税についての更正処分（通則法７０条４項１号）であるといえるか。）について 

  （１）「偽りその他不正の行為」（通則法７０条４項１号）によりその全部又は一部の税額を免れ

た国税についての更正処分の除斥期間は、更正処分に係る国税の法定申告期限から７年であ

るところ、課税標準等又は税額等の「隠ぺい」又は「仮装」（通則法６８条１項）に該当す

る行為は、特段の事情のない限り、「偽りその他不正の行為」にも該当するということがで

きるから、課税標準等又は税額等の「隠ぺい」又は「仮装」がされた租税についての更正処

分の除斥期間は、通則法７０条４項１号により同租税の法定申告期限から７年間になるとい

うべきである。 

  （２）本件においては、前記６で述べたとおり、原告は、本件各国税等について、当初から課税

標準額を過少に申告することを意図し、その意図を外部からもうかがい得る特段の行為をし

た上、その意図に基づく過少申告を行ったものであり、かかる原告の行為は「隠ぺい」（通

則法６８条１項）に該当するところ、本件において、これらの行為が「偽りその他不正の行

為」（通則法７０条４項１号）にも該当するということを妨げるべき特段の事情は認められ

ない。 

  （３）したがって、本件各更正処分は、偽りその他不正の行為によりその全部若しくは一部の税

額を免れた国税についての更正処分（通則法７０条４項１号）であるといえる。そのため、

本件各更正処分の除斥期間は、通則法７０条４項１号により、本件各国税等の法定申告期限

から７年間になるから、本件各更正処分がされた平成２９年７月７日の時点においては、本

件各国税等の中で最も早く更正処分の除斥期間の満了するものとの関係でも、更正処分の除

斥期間は経過していなかったといえる。 

  ８ 本件各処分の適法性 

（１）本件所得税等各更正処分の適法性 

     前記第２の４及び前記１から５までの結論を前提とすると、原告が納付すべき本件各年分

の所得税等の額は、別紙５の第１の１（１）エ、（２）エ、（３）オ及び（４）エのとおり、

平成２２年分が６７７万２８００円、平成２３年分が１２７６万７６００円、平成２４年分

が１５４５万９０００円及び平成２５年分が１６２１万５９００円であるところ、上記各金

額は、いずれも本件所得税等各更正処分における各納付すべき税額（甲１～甲３・各１２頁

目「Ⓑ更正後の額」欄の㊱及び甲４・１２頁「Ⓑ更正後の額」欄の㊶）を上回る金額である

から、本件所得税等各更正処分はいずれも適法である。 

  （２）本件所得税等各賦課決定処分の適法性 

    ア（ア）上記（１）のとおり、本件所得税等各更正処分は適法であるところ、原告が、本件

所得税等各更正処分により新たに納付すべきこととなった税額の計算の基礎となった

事実のうち、本件所得税等各更正処分がされる前の税額（本件所得税等各確定申告に

おいて申告された税額）の計算の基礎とされていなかったことについて通則法６５条

４項に規定する「正当な理由」があると認められるものはない。また、前記６のとお

り、原告には、本件各年分の所得税等を適正に申告していないことにつき、通則法６

８条１項に規定する事実の「隠ぺい」があったといえる。 

     （イ）そうすると、原告は、本件所得税等各更正処分に基づく納付すべき税額について、

通則法６８条１項の規定に基づき、過少申告加算税額の計算の基礎となるべき税額に
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係る過少申告加算税に代えて１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相当する

重加算税が課せられることになる。 

    イ 原告に課せられる本件各年分の所得税等に係る重加算税の額は、別紙５の第１の３（１）

から（４）までのとおり、それぞれ平成２２年分が１８７万９５００円、平成２３年分が

３９３万０５００円、平成２４年分が４８８万６０００円、平成２５年分が５１３万４５

００円であるところ、これらの各金額は、本件所得税等各賦課決定処分の額（甲１～甲

４・各１頁「重加算税」欄）といずれも同額であるから、本件所得税等各賦課決定処分は

いずれも適法である。 

  （３）本件消費税等各更正処分の適法性 

     前記第２の４及び前記１から５までの結論を前提とすると、原告が納付すべき本件各課税

期間の消費税等の額は、別紙５の第２の１（１）ウ、（２）ウ、（３）ウ及び（４）ウのとお

り、平成２２年課税期間が６３９万９１００円、平成２３年課税期間が８１４万２５００円、

平成２４年課税期間が７９１万５５００円及び平成２５年課税期間が８５６万５５００円で

あるところ、上記各金額は、いずれも本件消費税等各更正処分における各納付すべき消費税

等の額（甲５～甲８・各１頁目「Ｂ 調査額（更正）」欄の２２）を上回る金額であるから、

本件消費税等各更正処分はいずれも適法である。 

  （４）本件消費税等各賦課決定処分の適法性 

    ア（ア）上記（３）で述べたとおり、本件消費税等各更正処分は適法であるところ、原告が

本件消費税等各更正処分により新たに納付すべきこととなった税額の計算の基礎とな

った事実のうち、本件消費税等各更正処分がされる前の税額（本件消費税等各確定申

告において申告された税額）の計算の基礎とされていなかったことについて通則法６

５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるものはない。また、前記６の

とおり、原告には、本件各課税期間の消費税等を適正に申告していないことにつき、

通則法６８条１項に規定する事実の「隠ぺい」があるところ、平成２５年課税期間の

消費税等については、平成２５年課税期間消費税等更正処分により納付すべきことと

なった税額８４８万７６００円（分類Ⅰの別表２－４「更正処分等」欄の順号⑪）と、

原告が平成２５年課税期間の消費税等の確定申告書の「消費税及び地方消費税の合計

（納付又は還付）税額」㉖欄（乙８・１枚目）に記載した３６万９３００円との差額

８１１万８３００円（以下「平成２５年課税期間納付消費税等差額」という。）のう

ち、重加算税を課されることとなる税額は、８０２万７９００円を超えて認めること

はできない。 

     （イ）そうすると、原告は、本件消費税等各更正処分に基づく納付すべき税額について、

通則法６８条１項の規定に基づき、重加算税を課されることとなる税額に係る過少申

告加算税に代えて１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税が

課せられることになる。 

    イ 原告は、平成２５年課税期間納付消費税等差額（８１１万８３００円）から、平成２５

年課税期間の消費税等について重加算税を課されることとなる税額８０２万７９００円を

控除した税額９万０４００円について、９万円（通則法１１８条３項の規定により１万円

未満の端数を切り捨てた後の金額）を基礎として、過少申告加算税を課せられることにな

る。 
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    ウ 原告に課せられる本件各課税期間の消費税等に係る重加算税の額は、別紙５の第２の３

（１）アからエまでのとおり、それぞれ平成２２年課税期間が２０７万９０００円、平成

２３年課税期間が２６０万７５００円、平成２４年課税期間が２６４万９５００円、平成

２５年課税期間が２８０万７０００円であり、原告に課せられる平成２５年課税期間の過

少申告加算税額は、別紙５の第２の３（２）のとおり、９０００円であるところ、これら

の各金額は、本件消費税等各賦課決定処分の額（甲５～甲８・１頁目「重加算税」欄及び

「過少申告加算税」欄）といずれも同額であるから、本件消費税等各賦課決定処分はいず

れも適法である。 

 第５ 結論 

    以上のとおり、本件訴えのうち別紙２「訴え却下部分目録」記載の部分は不適法であるから

却下することとし、原告のその余の請求はいずれも理由がないから棄却することとして、主

文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官   市原 義孝 

   裁判官   小西 圭一 

   裁判官   依田 吉人 
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（別紙1)

指定代理人目録

岡部 ・寿香

・大内 雄統．

的場将男 松尾直哉， 
中村 ．秀利 平山 紐留 ・・
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（別紙２） 

訴え却下部分目録 

 

  以下、税額については、納付すべき税額が増加する方向をプラス、還付金の額に相当する税額が

増加する方向をマイナスと表現し、ある金額よりもプラス方向の部分を「超える部分」と表現する。 

  また、本別紙において定めた略語定義は、本文においても用いる。 

 

  １（１）処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２２年分の所得税

の更正処分のうち総所得金額３万１６４３円及び納付すべき税額０円を超えない部分、平

成２３年分の所得税の更正処分のうち総所得金額２９６万３２６０円及び納付すべき税額

１５万５８００円を超えない部分並びに平成２４年分の所得税の更正処分のうち総所得金

額７０万０２４７円及び還付金の額に相当する税額８万７８００円を超えない部分の各取

消しを求める部分 

   （２）処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２５年分の所得税

及び復興特別所得税（以下「所得税等」という。）の更正処分（以下、平成２２年から平

成２５年までの各年を「本件各年」といい、原告の平成２２年分から平成２４年分までの

各年分の所得税及び平成２５年分の所得税等を併せて「本件各年分の所得税等」という。

また、本件各年分の所得税等についての各更正処分を「本件所得税等各更正処分」とい

う。)のうち総所得金額１４万３５８３円及び納付すべき税額０円を超えない部分の各取

消しを求める部分 

  ２ 処分行政庁が平成２９年７月７日付けで原告に対してした原告の平成２２年１月１日から同

年１２月３１日までの課税期間（以下「平成２２年課税期間」といい、他の課税期間も同様

に表記する。また、平成２２年課税期間から平成２５年課税期間までの各課税期間を「本件

各課税期間」という。）の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の更正処分の

うち納付すべき消費税額３３万５１００円及び納付すべき地方消費税額８万３７００円を超

えない部分、平成２３年課税期間の消費税等の更正処分のうち納付すべき消費税額５１万３

２００円及び納付すべき地方消費税額１２万８３００円を超えない部分、平成２４年課税期

間の消費税等の更正処分のうち納付すべき消費税額２１万７９００円及び納付すべき地方消

費税額５万４５００円を超えない部分並びに平成２５年課税期間の消費税等の更正処分（以

下、原告の平成２２年課税期間から平成２５年課税期間までの各課税期間の消費税等を併せ

て「本件各課税期間の消費税等」といい、本件各年分の所得税等と併せて「本件各国税等」

という。また、本件各課税期間の消費税等についての各更正処分を「本件消費税等各更正処

分」といい、本件所得税等各更正処分と併せて「本件各更正処分」という。）のうち納付すべ

き消費税額２９万５５００円及び納付すべき地方消費税額７万３８００円を超えない部分の

各取消しを求める部分 

以上 
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・（別紙 3) .

関係法令等の定め

本別紙において定めた略語定義は、本文においても用いる，0

5 . 

第 1 通則法 ＇（平成 27 年法律第 9号による改正前のもの。以下同じ。）及び国税

犯則取締法（平成 2 9年法律第4 号による廃止前のもの・。以下「国犯法」とい ・’,'

， 

ヽ

／． 

10 ・

う。）の定め

1 ．通則法の定め・

. (1) 納税義務の成立及び納付すべき税額の礁定

‘ • 
• r-

ア 通則法i 5条 1 項は、固税を納付する義務（源泉徴収等による国税につ ．．

． ． ．．． ．．．． ... 
．．．．・ ．..... 

• ・ ` ... -. ．． 
1 5 

ノヽ

20 

いては、これを徴収して国に納付する義務。以下「納税羞務」という。、） ．． 

が成立する場合には、その成立と同時に特別の手続を要しないで納付すぺ

き税額が確定する国税を除き、国税に関する法律の定める手続により、そ

の国税iこついての納付すべき税額が障定されるものとする旨を定める。 ・

イ 通則法 1 5条 2項は、所得税（漉泉徴収による所得税を除く。）につし‘

ての納税義務は、暦年の終了の時に成立する旨を定め（同項 1号） ・、課税

資産の譲渡等（消費税法 2 条 1項9号）に係る消費税についての納税義務

は、課税資産の譲渡等の時に成立する旨を定める（通則法 15 条 2項 7

号） c 

(2) 国税についての納付すべき税額の贖定の方式．

＇ア通 則法 1 6条 1項は、国税についての納付すべき税額の瀧定の手続につ

いては、申告納税方式（納付す・べき税額力．I納税者のずる申告により確定す

ることを原則と、し、その申告（以下「確定申告」、ということがある；＇）が

江 ない場合又は礁定申告に係る税額の計算が国税に関する法律の規定に従っ ．

ていなかった場合その他当該税額が税務署長又は税関長の調査したところ
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と異なる場合に限り、税務署長又は税関長の処分により確定する方式をい

う。以下同じ。）又は賦課課税方式（納付すべき税額が専ら税務署長又は

, 6 
・: 

税関長の処分により確定する方式をいう。以下同じ。）のいずれかの方式

によるものとする旨を定める。

イ 通則法 1 6 条 2項は、国税（納税義務の成立と同時に特別の手続を要し・

、

/

’

0
. 

ー

'ないで納付すべき税額が確定する国税を除く。9) についての納付すべき税 • 

額の確定は、納税者が国税に関する法律の規定により納付すべき税額を申

告すべきものとされている国税については、申告納税方式によりされ、 • そ ·

の他の国税については；賦課課税方式によりされる旨を定める。 •

(3) 申告納税方式において提出すべき申告書（納税申告書）．

・通則法 2条 6号は、納税申告書は、申告納税方式により納付・すべ、き税額が

．．． 
• •... .... .. 

． 

.... ・．．..... ..,.. ．． 
"| 

） 

確定する国税に関し、国税に関する法律の規定により以下のアから力までに

掲げるいずれかの事項その他当該事項に関し必要な事項を記載した申告書を

いう旨を定める（なお、以下9のア～力では、所鴇税又は消費税に関連する部

分のみを掲げる）：。

ア課税標準（通則法2条6 号イ）

イ 課税標準から控除する金額（通則法 2 条 6号口）

ウ 所得税法に規定する純損失の金額又は雑損失の金額でその年以前におい

以）

て生じたもののうち、同法の規定により翌年以後の年分の所得の金額の計

算上順次繰り越しで控除し、又は前年分の所得に係る還付金の額の計算の

基礎とずることができるもの（通則法2 条 6 号ハ(1))

ェ＇ 納付すべき税額（通則法2 条6 号二）

砧

オ還付金の額に相当する税額（通則法2粂6 号ホ）

力 納付すべき税額の計算上控除する金額又は還付金の額の計算の基礎とな

る税額（通則法2 条6 号へ）

(4) 納税申告書の提出
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以

通則法 2 1条 1項は、納税申告書は、その提出の際におけるその国税の納

税地を所轄する税務暑長に提出しなければならない旨を定める。 ． 

.(5) 課税標準等（前記(3) ア～ウに掲げる事項をいう（通則法 1 9 条 1項柱書

き）。以下同じ。）又は税額等（前記(3) エ～力に掲げる事項をいう ・（同項柱書

・き）。以下同じ。）の更正 ・ ．・・9- ‘ 9 . 

ア更正の請求 、

通則法 23 条 1項は、納税申告書を提出した者は、当該納税申告書に記

載した課税標準等若しく・は税額等の計算が国税に関する法律の規定に従っ， ．

ていなかったこと又は当該計算に誤りがあ＇ったことに・より、当該納税申告

書に係る申告納税額（ただし、当該税額に関し更正があった場合には、当

該更正後の税額）が過大である場合（同項 1号），には、当該納税申告書に

係る国税の法定申告期限から一定の期間内に限り、税務署長に対し、当該 ＇ ．`

国税に係る課税標準等又は税額等（当眩礫税標準等又は税額等に関し通則

法 24 条又は 26 条の規定による更正があった場合には、当該更正後の課

税標準等又は税額等）につき、•更正をすべき旨の請求． （以下「更正請求」

• という。）をすることができる旨を定める。9

更正又は決定

m 通則法 24 条は、税務暑長は、納税申告書の提出があった場合におい

て、その納税申告書に記載された課税標準等又は税額等の計算が国税に ．：

関する法律の規定に従っていなかったとき、その他当該課税標準等又は

税額等がその謂査したところと異なるときは、その調査により ．、 当該納・

税申告書に係る課税標準等又は税額等を更正する旨を定める。

通則法25 条本文は、税務署長は、納税申告書を提出する義務がある

と認められる者が当該申告書を提出しなかった場合には、その調査によ

り、当該申告書に係る課税標準等及び税額等を決定する旨を定める。

（ヴ通則法27 条は、税務署長は、国税庁又は国税局の当該職員の調査が ．

（イ）

• 閲·
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出0 ・

あったときは、当該調査したところに基づき、更正又は決定をすること

ができる旨を定める。

に）通則法 28 条 1項は、．通則法 24 条から 26 条までの規定による更正

又は決定は、税務署長が更正通知書又は決定通知書を送達して行なう旨

を定め、通則法28条 3 項は、決定通知書には、決定~$上記（ヴの調査に

基づくもの，であるときは、決定通知書にその旨の附記をしなければなら

ない旨を定める。

(6) 過少申告加算税及び重加算税

ア過少申告加算税

, '. m 通則法6 5条 1項は、期限内申告書が提出された湯合において、更正

・ ・処分があったときは、当該納税者に対し、その更正処分に基づき通則法

3 5:条 2項（期限後申告等による納付）の規定しこより納付すべき税額に

: ・ l O 0 分の1 0の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算税

．を課する旨．を定める。

（イ）・通則法6 5 条4項1号は、上記mの納付すべき税額の計算の基礎とな

った事実のうちその更正処分前の税額の計算の基礎とされていなかった

ことについて正当な理由があると認められる事実に基づく税額を控除し

て、同条 1項の規定を適用する旨を定める。

イ 重加算税

通則法 68 条 1項は、‘前記アmに該当する場合において、納税者がその

国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるぺき事実の全部又は一部

を隠蔽し、又は・仮装し、その隠蔽し、又は仮芸したところに基づき納税申

告書を提出していたときは、当該納税者に対し、政令で定め・るところによ・ー・

り、．過少申告加算税額の計算の基磯となるべき税額（その税額の計算の基

26 、 礎となるぺき事実で隠蔽し：又は仮装されていないものに基づくことが明

らかであるものがあると・きは、当欧隠蔽し、又は仮装されていない事実に
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25 

基づく税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した税額。

• 以下同じ。なお、 「重加算税を課されることとなる税額Jという ．こともあ

‘ る。）に係る過少申告加算税に代え、当該基礎となるべき税額に:i O 0 分

の3 5 の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税を課する旨を定め

・る。

国税の更正処分の期間制限

通貝j法 70 条 鴫1項1号は、更正処分は、その更正処分に係る国税の法定

． ・申告期限から 5 年を経過した．日以後においては、することができな・い旨を

・定める。

通則法 7 0 条4項1 号（ただし、令和 2年法律第8 号による改正前のも 、

の。以下、問項について同じ。．）は偽りその他不正の行為によりその全部

若しくは一部の税額を免れ、又はその全部若しくは一部の税額の還付を受 ．

けた国税（当該国税に係る加算税及び過怠税を含む。）．についての更正処

分は、上記アにかかわらず、その更正処分に係る国税の法定申告期限から

7 年を経過する日まですることができる旨を定める。 ＇

(8) 国税に関する調査 ・． ． 

ア通則法7 4 条の 9 第 1項は、税務署長等（税務署長に加えて、通則法の

規定により税関長又は国税局長が国税の徴収を行う場合における税関長又 ．

は国税局長をしヅ（通則法46 条 1項柱書き）。以下同じ。）は、国税庁等

・（国税庁、国税局又は税蒋暑をいう（通則法 74 条の 2 第1 項柱書き）。

以下同じ。）又は税関の当該職員に通則法7 4条の 2 から 7 4 条の 6 まで

の規定による質問、検査又は提示若しくは提出の要求（質問検査等）を行 ':

わせる場合’こは、当該納税義務者に対し、・調査の目的等全事前に通知する

旨を定める。

ィ 通則法 74 条の 10 は、税務署長等が保有する情報に鑑み、違法又は不．

当な行為を容易にし、正撞な課税標準等又は税額等の把握を困難にするお
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それその他国税に関する調査の適正な遂行に支障を及ぽすおそれがあると

6 

ヽ

ノ
．．
 

9 、
10 

•... 
．．．． •• 

．． ..... .. ... .. .. ..... 
i ii ◄ 

． 
I& 

詔める場合には；通則法 7.4 条の 9第 1項の規定による事前の通知をする

ことは要じない旨を定める。

ウ通則法 74 条の 1 1第 2 項は、国税に関する調査の結果、更正処分をす・

べきと鰐める場合には、当該職員は、納税義務者に、対し、その調査の結果

の内容を説明する旨を定める。．．

2 国犯法の定め

・Ill . 国犯法 1条は、収税官吏は、国税に関する犯則事件（以下、単に「犯則事 ．

件」という。）を調査する・ため必要があるときは、犯則嫌疑者若しくは参考

人に対し質問し、犯則嫌疑者の所持する物件、帳簿、書類等を検査し又はこ ‘ 

れらの者が任意に提出した物を領置すること・ じ以下、• これらを併せて「査察

覇査」という。）ができる旨を定める．．．： ．．． 

位） 国犯法 1 1 条1 項ば、犯則事件の証憑集取（査察調査） • は、 国税庁の収税

官吏又は事件発見地を所轄する国税局若しくは税務署の収税官吏がする旨を

定める。 ＇

） 

(3) 国犯法 1 2条 1 項本文は、国税局又は税務暑の取税官吏は、その所属国税

・ 局又は所属税務署の管轄区域内に限り、国犯法 1 1 条により質間、検査、領

．＇ 置、臨検、捜索又は差押えをすることができる旨を定め、国犯法 1 2 条 1項

・．ただし書は、既に着手した犯則事件に関して必要なとき及び急速を要する場

四 ．．合において、国税庁長官又は国税局長から他の国税局又は税務署の管轄区域

・内において繊務を行うべきことを命じられたときは、この限りではない旨を

定める。

第2 所得税法等の定め

25 l 所得税の定め

(1) 所得の種類
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ア 所得税法 2 7 条 1項は、事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、

小売業、サーピス業その他の事業であって政令で定めるものから生ずる所

・得（山林所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう旨を定める。

イ、所得税法 2 8 条 1項は、給与所得とは、俸絵、人件費、歳費及び賞与並

5 びにこれらの性質を有する給与（以下、単に「給与Jという 5) に係る所

得をいう旨を定める。

(2 i事業所得の計算 ・ • I 

'ヽ

＂ 
．） 

．．．
 

．． 
•o-

．．
 

． 
．．
 ．．．
 

亀
•

．．．．
 

●

疇

，

．．、．．．． ． 
15 

‘,-

ア 所得税法36 条 1 項は、 •その年分の各種所得の金額の計算上収入金額と

・ ・すべき金額又は総収入金額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを

除き、その年において収入すべき金額とする旨を定める。 ＇ 

イ 所得税法3 ,7 条 1項は、その年分の事業所得の金額の計算上、必要経費

に算入すぺき金額は、別段の定めがあるものを除き、総収入金額に係る売 ．

・ 上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年

． における販売費、一般管理費その他当該所得を生ずべき業務について生じ

． ．た費用（償却費以外の費用でその年において債器の確定しないものを除

く。）の額とする旨を定める。

(3) 事業所得等を有する者の帳簿書類の備付け等

ア所得税法 2 3 1条の・2 （ただし、平成2 3 年法律第 1 .1 '4 号による改正

前のもの。以下、同条について同じ。）第 1項は、 ↓その年にお・いて事業所

勾 ・， 得を生ずべき業務を行う居住者 • （青色申告書を提出することにつき税務署

長の承認を受けている者を除く。）でi• その年の前々年分の確定申告書 ．

（修正申告書を含む。以下同じ。）に係る所得の金額の合計額がその年の

前年 1、2 月3 1 日において 300 万円を超えるもの又はその年の前年分の

．確定申告書に係る当該合計額がその年の 3 月3 l ・て 300 万円を

“ 超えるもの（これらに準ずる者として財務省令で定める者を含む。以下｀

これらのものを併せて「非少額所得者等」という。）は、財務省令で定



55 

 

  

めるところにより（後記2(1) 、3参照） ・、□帳簿を傭え付け、．これに所得を

生ずべき業務に係るその年の取引のうち総収入金額及び必要経費に関する

事項を財務省令で定める簡易な方法により記録し、かつ、・・当該帳簿（その

年においてこれらの業務に関して作成し、 、又は受領した書類であって財務

6 ・ 省令で定めるものを含む。）を保存しなければならない旨を定める。

・ イ・．所得税法2・3 1・条の 2 第2項本文は、国税庁等の職員は、前項の規定の

．．．・適用を受ける者の所得税に係る同項に規定する総収入金額及び必要経費に

1
. 

10 

関する事項の調査に際しては、原則として、同項の帳簿を検査するものと

する旨を定める。 ・

9(4) 所得税の確定申告

．
． 

．．．
 

．．． 

•o. 

．

疇

鴫

．．
 ．

． 

••••••• 
9 
.

.

. 
・ 

． 

．．．
 

” 

） 

勾

ア所得税法 1 2 0・条 1項ほ、居住者は、その年分の総所得金額、退職所得

金額及び山林所得金額の合計額が所得控除の規定による雑損控除その他の

、 控除の額の合計額を超える場合において、当該総所得金額、．退職所得金額

又は山林所得金額からこれらの控除の額を所得控除の順序に準じて控除し

た後の金額をそれぞれ課税総所得金額、課税退職所得金額又ば課税山林所

得金額とみなして税率の規定を適用して計算した場合の所得税の額の合計

額が配当控除の額を超えるときは 、罹定損失申告の規定による申岩書を

' 提出する揚合を除き、第三期 ．（その年の翌年 2 月 1 6 ・日から •3 月 1 5 B ま

での朔間）において、税務暑長に対し、その年分の総所得金額、退謙所得

金額及び山林所得金額並びに雑損控除その他の控除の額並びに課税総所得

金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額又は純損失の金額（同項 1

号） 、これらの課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額

・ー につき税額の計算の規，定を適用して計算した所得税の額（同項 3号） • •その

他の同項各号に定める事項を記載した納税申告書を提出しなければならな

庄 い旨を定める。

ィ所得税法 1 2 0 条4 項（ただし、平成2 9・年法律第4 号による改正前の
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もの。以下、同項について同じ。）．は、その年において事業所得を生ずべ

き業務を行う居住者が同条 1項の規定による納税申告書を提出する場合

（当該納税申告書が青色申告書である場合を除く。）には、財務省令で定

めるところにより、事業所得に係るその年中の総収入金額及び必要経費の．

内容を記載した書類（以下「事業所得に係る総収入金額及び必要経費の内

．ヽ'

訳書」という。）を当該納税申告書に添付しなければならない旨を定める。・

(5) 推計課税

．所得税法i5 6条は、税務署長は、居住者の財産若しくは債務の増減の状

況、収入若しくは支出の状況又は生産量、・'販売量その他の取扱量、従業員数

10 

..
 

． ・-・ ・ -・ ....:• ・-.. 
• ・ ♦

••••• • •・・ ・•••• .., 

その他事業の規模にり、その者の各年分の各種所得の・金額又は損失の金額

，．． （その者の提出した青色申告書に係る年分の不動産所得の金額、事業所得の

金額及び山林所得の金額並びにこれらの金額の計算上生じた損失の金額を除

く。）を推計して、’その者に係る所得税につき更正処分をすることができる

旨を定める。 ． 

16 2 所得税法施行規則の定め

， 

ヽ
J

20 . 

• • 25 

(1) 事業所得に係る取引に関する帳簿の記録の方法及び嶼簿書類の保存

ァ 所得税法施行規則 1 0 2条（ただし、平成 2 3年財務省令第 8 5号によ

・ る改正前のもの。 •以下、本条について同じ。）• ． 1 項は、 ． 所得税法 2 3 1条

の2第1項の規定の適用を受ける同項に規定する居住者は、同項の規定に

より、帳簿を備え、その適用を受ける年分の事業所得の金額が正瀧に計算

できるように、事業所得を生ずべき業務に係るその年の取引（その年の前

年 1・2月3 1 日において同項の規定に該当していなかった者がその年の 3

．月3 .1 日において同項の規定に該当することとなった場合には、同年4 月．． 

1 日以後の取引）．でこれらの所得に係る総収入金額及び必要経費に関する

事項を：次項に規定する記録の方法に従い、整然と、かっ、明瞭に記録し

な・ければならない・旨を定める ．（以下、同項に基づく記録のされた榎簿を
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「事業所得帳簿」という。）。

イ 所得税法施行規則 1 0 2 条 2項は、所得税法 2.3 1 条の 2第 1 項に規定 ・

する財務省令で定める簡易な方法．t前記 1・(3) ア）は、財務大臣の定める記

録の方法（後記3参照）とする旨を定める。 ・

5 .・ ウ 所得税法施行規則1. 0,2 条 3項は、所得税法 2.3 1条の 2 第 1 項に規定

する財務省令で定める書類（前記'1(3) ア）は、：その年において同項に規定

する業務に関して作成し、又は受領した請求書、 ．納品書、・送り状｀領収書 ・

ヽ'

3

10 

その他これらに類する書類（自己の作成したこれらの書類の写しを含むも

のとし、・同項に規定する総収入金額又は必要経費に関する事項の記載のあ

るものに限る。）で、帳簿に当該総収入金額又は必要経費に関する事項を

記録することに代えて日々の合計金額を:__括して記録した場合の当該事項 ・

...

. 

．．
 
~
 

．
．
． 
••• 

．．
 ． 

＂
 

.......
 

, .... 

●
,

.

、

の記載のあるもの（以下「事集所得帳簿代用書類」といい、事業所得帳簿I

と併せて「事業所得帳簿書類等jという~)とする旨を定める。

＂ 

工所得税法施行規則 ~oz条 4項は、所得税法 2 3・ 1条の 2 第 1 項の規定

の適用を受ける同項に規定する居住者（前記 1 (3) ア）は、同項の規定によ

り、事業所得帳簿を7年間（事業所得帳簿代用書類にあっては 5 年間） 、，・

） 

• zo 

その者の住所地若しくは居所地又はその営む事業に係る事務所、事業所そ

の他これらに準ずるものの所在地に保存しなければならず、この場合にお

ー いて、同項に規定する書類は、これを整理して保存しなければならない旨

を定める。

(2) 事業所得に係る総収入金額及び必要経費の内訳書

所得税法施行規則 47 条の 3 第 1項は、事業所得に係る総収入金額及び必．

a 

要経費の内訳書は、事業所得の金額の計算上必要経費に算入される金額を、

商品製品等の売上原価、・年初において有する農産物の棚卸高、雇人費、小作

料外注工賃、減価償却費、貸倒金、地代家賃、利子割引料及びその他の経

費の別に区分し、当該項目別の金額を記載しなげればならない旨を定める•O
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6 

3 所得税法施行規則第百二条第一項に規定する総収入金額及び必要経費に関す

る事項の簡易な記録の方法（昭和 59 年大蔵省告示第3・7 号。 、以下・「＊件告示」

という。）の定め

(1)• 本件告示 1 項は、所得税法施行規則 1 0 2 条 1項に規定する取引のうち総

収入金額及び必要経費に関する事項の記録の方法は、当該取引に係る業務の

区分及び当該事項の区分に応じそれぞれ別表に定める記録の方法とする旨を

定める。 ＇ 

ヽ

J． 

(2) 本件告示別表の「—事業所得の部」の「（ィ） 一般の部」は以下のと ．

おり定める b

区分

(...:....) 

記録方法

取引の年月日、売上先その偏の相手方及び金額並びに日々の売上の合計金額を

.. l売上(•加工そ(1j I記載する．ただし、次に掲げるとごろによることができる．
. .. '●● • • .... ．． .. ..... ..... .... 
.. ~. 

、’―

~ 

紐の役務の給付 l(1) 

：売上と同様の l (2) 小売その他これに頸するものを行う者の現金売上については、日々の

・質を有する収 I合計金額のみを一括匹する．

金額及び家事 （3) 保存している納品書控、請求書控等によりその内容を確認できる取引

館費等を含

少額な現金売上については、日々の合計金額のみを一括記載する。

については、日々の合計金額のみを一括記載する。

む。）に•Illする I (4) 掛売上の取引で保存している納品書控、・請求書控等によりその内容を

檸項 ＇確認できるものについては、 B 々の記載を省略し、現実に代金を受け取った．．

．時に現金売上として記載する．この●合には、年末における売掛金の残高を

記載するものとする．

(5) いわゆる時貸9こついては、日々の記載を省略し、現実に代金を受け取

った時に現金売上として記繊する。この湯合には、年末における峙貸の残高

を記載するものとする。
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（二）

(6) 橿卸資産の家事消費嶋については、・年末において、渭費等をしたもの

の種類別に、その合計金額を見積もり、当該合計金額のみを一括記載する。

諏引の年月日、事由、相手方及び金額を記載する．ただし、次に掲げるところ

←)に掲げるも lによることができる．．

の以外の収入に l(•1) 少額な雑収入等については、その事由ごとに、日々の合計金額のみ幸＇ ・

＼
’

5 

関する事項 ．．l ...:.括記載する．

(2 ') 現実に入金した時に記載する。この楊合には、年末における雑収入等

の未収額及び前受額を記載するものとする．

取引の年月日、仕入先その饂の相手方及び金額並びに日々の仕入の合計金額を（三）

1仕入に関する ．I記載する。ただし、次に掲げるところによることができる。

事項 (1) ・・少額な現金仕入については、日々の合計金額のみを一括記載する、

．．．  ．．．． 
．．． 

． ． 
● ● •' ．． .. ·•.. 

．．．．． 

） 

(2) 保存している納品書、請求書等によりその内容を蘊露できる取引につ

いては、日々の合計金額のみを一括記載する。 J 

..... . 
● ．． (3 .) 掛仕入の取引で保存している納品書、請求書等によりその内容を確認

できるものについては、日々の記載を省賂し、現実に代金を支払った時に現

I 
金仕入として記載する．この湯合には、年末における買揖金の残高を記載す

るものとする。

(4)• いわゆる剛量については、 B々の記載を省略し、現実に代金を支払つ

た時に現金仕入として記摯する、この湯合には、年末における呻借の残高を

記載するものとする．

• I 

（四） ， ！雇人費、外注エ賃；．減価償輝費、貸倒金、地代家賃、利子割引料及びその他’の

（三）．に掲げるも 1経費の項目に区分して、それぞれその歌引の年月日、事由、文払先及び金額を

の以外の費用に I記載する。ただし、次に掲げるところによることができる（以下、 •こ・れらの記

関する事項 載事項を r内訳事Jという。）．
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(1) 少額な費用については、その項目ごとに、日々の合計金額のみを一括

記載する。

(2) 現実に出金した時に記載する．この場合には、年末における費用の未

払額及び前払額を記載するものとする。

． ． . -·•. •••• ．．． 
• 、 •

：第3 消費税法等の定め

1 消費税法の定め

(I) .定義 ・

） ．．s . ア 消費税法 2 条 1項3 号は、値人事業者とは、事業を行う個人をいう旨を

定める。 ． ． 

イ 消費税法 2 条 1項4号は、事業者とは、個人事業者及び法人をいう旨を

定める。

ゥ 消費税法 2条 1項8 号は、資産の譲渡等とは、事業として対価を得て行.... .. 
．．．．．．． 

．．．． ＼ 

” ．． われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供（代物弁済による資産の簸

渡その他対価を得て行われる資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供に

類する行為と •して政令で定めるものを含む。）をいう旨を定める。

ヽ
ノ

l& 

エ消費税法 2 条 1項9号は、課税資産の譲渡等とは、資産の譲渡等のうち、

・同法 6条1項の規定により消費税を課さないこととされるもの以外のもの

をいう旨を定める。

オ 消費税法 2 条 1項 1 2号は、＇課税仕入れとは、事業者が、・事業として他

の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供 ・9 （給与を対

価とする役務の提供を除く。）を受けること（当該他の者が事業として当

．該資産を譲り渡し、若しくは貸し付け．、又は当該役務の簗供をしたとした

20 場合に課税資産の譲渡等に該当することとなるもので、同法 7条 1項各号

に掲げる資産の譲渡等に該当するもの及び同法 8 条 1項その他の法律又は

条約の規定により消費税が免除されるもの以外のものに限る。）もぃぅ旨
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を定める。

力 消費税法 2 9条'1 項 1 4 号は：基準期間とほ、個人事業者についてはその

． 年の前々年をいう旨を定める。 ．

・ キ消費税法30 条 6項は、課税売上割合とは、当該事業者が当該課税期間

5 • ・中に国内において行った資産の繭渡等の対価の額の合計額のうちに当該事

業者が当該課税期間中．に国内において行った諜税資産の譲渡等．の対価の額

の合計額の占める割合として政令で定めるところにより計算した割合をい

'ヽ
10 

．．． .• •· -.. -. . ••• 
• , ． 

．． ... ~.. ..... .. •. . 
’● ．． 
lli 

， う旨を定める•0 .

(2) 仕入税額控除 ・

．ア 消費税法 30 条1項・（ただし、平成 27 年法律第 9号による改正前のも

の。以下、同項について同じ。） 1号は、事業者（消費税法 9 条i項本文

の規定により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。以下同じ。）

が国内において課税仕入れを行、ったときは、・当該課税仕入れを行った日の

属する課税期間において国内で行った課税資産の譲渡等（法律又は条約の

規定により消費税が免除されるものを除く。）に係る課税標準である金額

-) . 

の合計額（同法 4 5条 1項 1 号。以下・「諜税標準額」という。）に対する

消費税額（同項 2号。以下「課税標準税額」という •。) •から、当該課税仕

・丸に係る消費税額を控除ずる旨を定める（以下、同控除を「仕入税額控

除」といい、仕入税額控除の対象となる課税仕入れに係る消費税額を「控

25 

幻 ． 除対象仕入税額Jという。）。

イ 消費税法 30 粂 7項（ただし、平成 27 年法律第 9 号による改正前のも

の。以下、・同項について同じ。）本文は、同条 1 項は、事業者が当該課税

期間の仕入税額控除に係る帳簿及び請求書等（同項に規定する課税仕入れ

に係る支払対価の額の合計額が少額である揚合その他の政令で定める場合

における当該課税仕入れの税額については、帳簿。以下、これらの帳簿を

「課税仕入帳簿J、 ・請求書等を「課税仕入請求書等」、課税仕入幌簿及び
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課税仕入請求書等を併せて r課税仕入帳簿等」という。）：を保存：しない場

・合には、当該保存がない課税仕入れの税額については、適用しない旨を定・・

． め、同項ただし書は、災害その他やむを得ない事情により｀当該保存をず 9.

・ることができなかったことを当該事業者において証明した場合は、この限

6 ．りでない旨を定める。

ゥ 消費税法 30 条 8項（ただし、平成27 年法律第 9 号による改正前のも

ー

の。，以下、同項について同じ。） 1号は、］課税仕入帳簿とは、課税仕入れ

の相手方の氏名又は名称（同号イ）、課税仕入れを行った年月・日（同号

JO 

ロ）、課税仕入れに係る資産又は役務の内容（同号ハ）及び同条1 項に規

定する課税仕入れに係る支払対価の額（同号土）が記載されている帳簿を ＇

いう旨を定める。

, 

.. 
．． 
．
． ．．
． ．． 
.
.. 

...... 

．．．
．． 

．．．
 
•••• ．． . . 

IS 

ヽ
ノ

20 

2 

エ 消費税法3 o・条9 項は、課税仕入請求書等とは、以下のm、け）に掲げる

、 書類をいう旨を定める。 ｀ 

.en .事業者に対し課税資産の譲渡等（消費税法 7条 1 項、 ．同法 8 条1項そ ．

の他の法律又は条約の規定により消費税が免除されるものを除く。）を

行う他の事業者が、当該課税資産の譲渡等につき当該事業者に交付する

請求書、納品書その他これらに類する書類で次に掲げる事項（当該課税

糞産の譲浪等が小売業その他の政令で定める事業（後記2(1) 華照）に係

るものセある場合には、イから二までに掲げる事項）が記載されている

もの（同法 3 ・0条 9 項 1号）

a 書類の作成者の氏名又は名称（同号イ）

b. 課税資産の譲渡等を行った年月日（課税期間の範囲内で一定の期間

内に行った課税資産の譲渡等につきまとめて当該書類を作成する場

合には、当該一定の期間） （同号口）

C .課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容（同号ハ）

d 課税資産の譲渡等の対価の額（当該課税資産の譲渡等に係る消費税
・ : 
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額及び地方消費税額に相当する額がある場合には、当該相当する額を

含む。．．） （同号二）

H) 事業者がその行った課税仕入れにつき作成する仕入明細書、．仕入計算

5 

．： 書その他これらに類する書類で次に掲げる事項が記載されているもの

（当該書類に記載されている事項につき、当該課税仕入れの相手方の確

認を受けたものに限る~) • （消費税法30条 9項2 号）

'ヽ

a 書類の作成者の氏名又は名称（同号イ）
I 

．、 b ．課税仕入れの相手方の氏名又は名称（同号口.）

C ．課税仕入れを行つた年月日（課税期間の範囲内で一定の期間内に行

JO 

．．． 
. : ~・・ー ・ ・ ＾ 

． ． 
.. .. 

••••• ...... ・．．．． ．． 

った課税仕入れにつきまとめて当該書類を作成する場合には、当該

・一定の期間） （同号ハ）’．' 

d 課税仕入れに係る資産又は役務の内容（同号二）

lS 

) ‘ 

20 

25 

e 消費税法30 条 1項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額（同

号ホ）

才 消費税法 30 条10 項（ただし、平成 3 1年法律第 6 号による改正前の

もの。以下、同項について同じ。）は、課税仕入帳簿の記載事項の特例、

課税仕入帳簿書類等の保存に関する事項その他同条 1• 項から 9項までの規

定の適用に関し必要な事項は、政令で定める旨を定める。

{3) 課税資産の譲渡等についての確定申告 ・

．．＇消費税法45 条1項（ただし、平成27 年法律第9 号によ・る改正前のもの。

以下、同項について同ら）本文は、事業者・（消費税法 9粂 1 項本文の規定

． により消費税を納める義務が免除される事業者を除く。）は、鳥課税期間ごと

．＇ に、当該課税期間の末日の翌日から二月以内に、 •その課税期間における①課
税標準額・（同項 1 号）、②課税標準税額⑮頃 2 号）、・③控除対象仕入税額

その他の課税標準額に対する消費税額から控除されるべぎ消費税額（同項3

号） 、④②から③を控除した残額（同項4 号）等のほか、同項各号に掲げる
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金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項（同項8 号）を記載した申告

書を税務署長に提出しなければならない旨を定める。

(4) 中小事業者の仕入れに係る消費税額の控除の特例

， 6 

消費税法 3 7条 1項（ただし、平成 2 7.年法律第 9号による改正前のもの。

以下、同項について同じ。）は、事業者が、 •その納税地を所轄する税務署長

， にその基準期間における慄税売上寓（基準期間に国内において行った課税資 ．

、
’
•

産の譲渡等の対価の額をいう。以下同じ。）が5000 万円以下である課税

期間についてこの項の規定の適用を受ける旨を記載した届出書（以下「簡易

課税選択届出書」という。）を提出した場合には、簡易課税選択届出書を提

10 出した日の属する課税期間の翌課税期間（簡易課税選択届出書を提出した日

の属する課税期間が事業を開始した日の属する課税期間その他の政令で定め

．． ． ． ．． ．．．． 
..... .... ． 
..、 ． 
..” 

16 

‘,
 

20 

匹

る課税期間である場合には、当荻課税期間）以後の課税期間（その基準期間

における課税売上高が 5 oo 0 万円を超える課税期間を除く。）については、

同法 30 条から 3 6条までの規定により課税標準税額から控除することがで

きる控除対象仕入税額等の合計額は、これらの規定にかかわらず、当該事業

者の当該課税期間の課税標準税額から当該課税期間におけるに売上げに係る

対価の返還等の金額（同法 3 8条 1項）に係る消費税額の合計額を控除した

残額の 1 0 0 分の 60 （以下 ・「みなし仕入率」という。 ．）に相当する金額

（卸売業その他の政令で定める事業（以下「特例事業」という。）を営む事

業者にあっては、当該残額に、当該事業の種類ごとに当該事業における課税

資産の譲渡等に係る消費税額のうちに課税仕入れ等の税額の通常占める割合

を勘案して政令で定める率を乗じて計算した金額）．とし、当該金額は、当該

課税期間における仕入れに係る消費税額とみなす旨を定める ．（以下、同法 3

7条 1 項の定める特例の適用のある消費税の課税を「簡易課税」という。．）。

2 消費税法施行令の定め

(1) 課税仕入帳簿等
I 
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消費税法施行令4 9 条4 項は、・消費税法30 条 9 項 1号に規定する政令で

定める事業（前記 1(•2)エ(1'))とは、小売業、 ＇ 飲食店業、写真業及び旅行業

（同令4 9 条4 項i号）その他の同項各号に掲げる事業及びこれらの事業に

準ずる事業で不特定かつ多数の者に資産の譲渡等を行うもの（同項4 号）を

レ 6 いう旨を定める9 .• 

(2) ・消費税法施行令・5 0条 1項（ただし、令和4年政令第 1・3 9号による改正

前のもの。以下、同項について同じ。）．本文は、消費税法30 条 '1 項の規定

の適用を受けようとする事業者は、課税仕入帳簿等を整理し、課税仕入帳簿
ヽ
ノ についてはその閉鎖の日の属する課税期間の末日の翌日、課税仕入請求書等

10 

．．
 

．
． 
．
．．
 ．

．
． .. 
．． 
．．
 

彎
•
`
•
•

...
 
,.
 

ヽ
ノ

についてはその受領した日の属する課税期間の末日の翌日から二月を経過し

た日から 7 年間、これを納税地又はその取引に係る事務所、事業所その他こ

れらに準ずるものの所在地に保存しなければならない旨を定め、同項ただし

書は・、財務省令で定める場合（後記3 参照）に該当する課税仕入帳簿等につ

18 

いては、同日から 5 年間を超えて保存することを要しない旨を定める。

(3) 粕消費税法施行令 5 7 条 1項、5項は、特例事業について定めるところ、こ

れらの規定によれば、飲食店業等及び加工賃その他これに類する料金を対価

．、 ・ 9 、 • ' とする役務の提供を行う事業は、特例事業には該当しないことになる。

3 消費税法施行規則の定め ：

消費税法施行規則 1 5 条の 3 第 1項（ただし、令和 4年財務省令第．1 8 号に

m よる改正前のもの。以下｀同項について同じ。）は、消費税法施行令so 条 1 .

項ただし書に規定する財務省令で定める場合（上記2(2)) ・は、課税仕入帳簿に

あっては当該課税仕入帳簿に記載された事項に係る課税仕入請求書等を同条 1

項本文の規定に基づいて保存する場合とし、課税仕入請求書等にあっては当該

課税仕入請求書等に記載された事項に係る課税仕入帳簿を同項本文の規定に基

四 づいて保存する湯合とする旨を定める。
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第4 行政手続法の定め

行政手続法 1 4条 1項本文は、行政庁は、不利益処分をする場合には、その

名宛人に対し、 1同時に、当該不利益処分の理由を示さなければならない旨を定．

める。

， 5 • 以上

．、
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ノ
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（別紙４） 

本件各店舗の関係者、売上金の管理及び経理の状況等 

 

 本別紙において定めた略語定義は、本文においても用いる。 

 

 第１ 本件各店舗の関係者 

  １ 乙（以下「乙」という。） 

    乙は、平成１３年頃から原告の営むスナックで働くようになり、平成２０年７月頃から平成

２２年２月まではＡで、同年３月から同年７月まではＳで、同年８月以降はＣで店長として

勤務し、所属するホステスの管理、酒類の仕入れ等を行っていた。乙は、平成２３年１月か

ら平成２５年３月までの間、Ｃにおいて、売上金の管理等を行っていた。（乙証人〔１、９、

１０頁〕、甲８２、乙１２～１４、２５、３１） 

  ２ 丁（以下「丁」という。） 

    丁は、原告の姉であり、Ａが開業した平成１８年６月頃以降、平成２３年１月から同年１２

月までの期間を除き、Ａにおいて、売上金の管理のほか、経理事務を行っていた（丁証人

〔１、２、６、７、１１、１２頁〕、甲８２、乙１６、１７、２５、３２、３３、３６）。 

  ３ 戊（以下「戊」という。） 

    戊は、Ｓが開業した平成２０年９月から平成２７年１月までの間、Ｓにおいて、売上金の管

理のほか、経理事務を行っていた。また、戊は、原告が現住所に転居した平成２５年４月か

ら平成２７年１月までの間、Ｃにおいても、売上金の管理のほか、経理事務を行っていた。

（戊証人〔１、２、５～７頁〕、甲８２、乙１７、１８、２５） 

  ４ Ｐ（以下「Ｐ」という。）及びＮ（以下「Ｎ」という。） 

  （１）Ｐは、Ｃが開業した平成２２年８月から同年１２月までの間、Ｃにおいて、所属するホス

テス及びその他の従業員（以下、社交飲食店においてホステス又はホステス以外の立場で稼

働する者を「ホステス等」という。）の労務管理を行っていた（以下、本件各店舗のホステ

ス等の労務管理を行っていた者を「本件各店長等」という。）（乙２０）。 

  （２）Ｎは、Ｐの姉であり、Ｐの指示に基づき、Ｃが開業した平成２２年８月から同年１２月ま

での間、Ｃの売上金の管理のほか、経理事務を行っていた（乙２０、２１、２５）。 

 

 第２ 本件期間における本件各店舗の売上金の管理の状況 

    本件各店舗では、本件期間において、以下のとおり、現金払い、クレジットカード決済及び

請求書に基づく振込みの支払方法別に売上金が管理されており（乙２５、５９）、原告に対す

る売上金額の報告や原告名義等の預金口座への入金がされていた。 

  １ Ａについて 

  （１）現金払いによる売上げ（以下「現金売上」といい、現金売上に係る売上金を「現金売上金」

という。） 

    ア 平成２３年１月から同年１２月までの期間を除く期間 

    （ア）丁は、営業日の翌日に、前日の現金売上金から現金で支払った経費を差し引いた後の

残額（以下「現金売上残金」といい、他の店舗についても同様とする。）を、売上伝票、

請求書及び領収証等と共に同店から回収して自宅で保管し、三、四日分の現金売上残金
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をまとめてＱ銀行●●支店の丁名義の普通預金口座（以下「Ａ丁口座」という。）に入

金していた（乙１６、２９）。 

    （イ）丁は、原告に対し、現金売上金額のほか、経費も含めた１か月分の収支を報告してい

た（丁証人〔１０～１２頁〕、乙２５、弁論の全趣旨）。 

    イ 平成２３年１月から同年１２月までの期間 

      原告は、Ａの売上金の管理を行っていたが、売上金額を帳簿に記載することなく、現金

売上残金を預金口座に入金せずに、自宅で保管するなどしていた（乙３０、弁論の全趣

旨）。 

  （２）クレジットカード決済による売上げ（以下「カード売上」といい、カード売上に係る売上

金を「カード売上金」という。）及び請求書に基づく振込決裁による売上げ（以下「掛売上」

といい、掛売上に係る売上金を「掛売上金」という。） 

     Ｑ銀行●●支店の原告の旧姓名義の普通預金口座（以下「Ａ原告口座」という。）に振込

入金されていた（乙１６、２９）。 

  ２ Ｓについて 

  （１）現金売上 

    ア 戊は、営業日の翌日に、手持ち金庫内にチャック付きのビニール袋に入れて保管されて

いた前日の現金売上残金、売上伝票、日計表及び領収証を回収して自宅に持ち帰り、現金

売上残金については、日毎に分けて、月に二、三回の頻度で、紙幣についてはＱ銀行●●

支店の丁名義の普通預金口座（以下「Ｓ丁口座」という。）に入金し、小銭はチャック付

きのビニール袋に入れて保管していた（乙１７）。 

    イ 戊は、原告に対し、現金売上金額や経費を報告していた（戊証人〔５～７頁〕、乙１７、

２５）。 

  （２）カード売上及び掛売上 

     Ｑ銀行●●営業部の原告名義の普通預金口座（以下「Ｓ原告口座」という。）に振込入金

されていた（乙２９）。 

  ３ Ｃについて 

  （１）現金売上 

    ア 平成２２年８月から同年１２月までの間の現金売上残金 

    （ア）Ｐは、Ｎに依頼するなどして、現金売上残金をＱ銀行●●支店のＰ名義の普通預金口

座（以下「ＣＰ口座」という。）に入金していた（乙２０、２１、弁論の全趣旨）。 

    （イ）Ｎは、現金売上金額を、原告に報告していた（乙２０、２１、２５）。 

    イ 平成２３年１月から平成２５年３月までの間の現金売上残金 

    （ア）乙は、Ｃの営業終了後、現金売上残金及び会計伝票等を自宅に持ち帰り、営業日の翌

日に、それらを原告に手渡していた（乙３１）。 

    （イ）乙は、現金売上金額を、原告に報告していた（乙１９）。 

    ウ 平成２５年４月から同年１２月までの間の現金売上残金 

    （ア）乙は、Ｃの営業終了後、現金売上残金及び会計伝票等をビニール袋に入れ、Ｓの金庫

に運び入れて保管していた（乙３１）。 

       戊は、営業日の翌日にＳに赴き、乙がＳの金庫内に運び入れたＣの現金売上残金及び

会計伝票等を回収し、現金売上残金をＲ信用金庫本店の原告名義の普通預金口座（口座
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番号●●●●。以下「Ｃ原告口座①」という。）に入金していた（乙１７、２９、３１）。 

    （イ）戊は、現金売上金額を、原告に報告していた（乙１７、３１）。 

  （２）カード売上及び掛売上 

     Ｒ信用金庫本店の原告名義の普通預金口座（口座番号●●●●。以下「Ｃ原告口座②」と

いう。）に振込み入金されていた（乙２９）。 

  ４ 平成２５年４月以後の本件各店舗に共通する事項 

  （１）丁は、毎月１回、Ａ丁口座から口座残金を出金し、これを戊に渡していた（乙１６）。 

  （２）戊は、丁から受け取った上記（１）の金銭と、Ｓ丁口座及びＣ原告口座①の各口座残高か

ら、毎月、ホステス及び従業員に対して人件費を支払い、その支払後の残額を、Ｑ銀行●●

支店の原告名義の普通預金口座（以下「原告共通口座」という。）に入金していた（乙１７、

２９）。 

  （３）原告共通口座に入金された預金の一部は、その後、Ｏ銀行●●出張所の原告名義の普通預

金口座（以下「原告生活用口座」という。）に振込入金され、原告のクレジットカード利用

代金や健康保険料の支払等に充てられていた（乙２９）。 

 

 第３ 本件期間における本件各店舗の経理の状況等 

  １ Ａについて 

  （１）平成２３年１月から同年１２月までの期間を除く期間 

    ア 丁は、売上伝票、請求書、現金で支払った経費等の領収証等を基に、売上げ及び経費

（人件費を含む）に係る帳簿書類等を作成していた（乙１６、３２、３３、３６、弁論の

全趣旨）。 

    イ 丁は、本件各店舗の売上伝票、請求書、ホステス等のタイムカード、日計表（ホステス

等に対する日払の金額や前借の金額等が記載された表。以下同じ。）等を基に、ホステス

等に対する支払額の計算表を作成していた（乙１６、３２、３３、弁論の全趣旨）。 

  （２）平成２３年１月から同年１２月までの期間 

     原告は、ホステス等への支払金額その他の経費の支払を行っていたが、売上伝票、請求書、

現金で支払った経費等の領収証等の書類を整理保管しておらず、同年分の売上及び経費に係

る帳簿書類を作成していなかった（乙３４、弁論の全趣旨）。 

  ２ Ｓについて 

  （１）戊は、本件期間を通じ、売上伝票、請求書、現金で支払った経費等の領収証等を基に、帳

簿書類を作成していた（乙１７、１８、弁論の全趣旨）。 

  （２）戊は、本件期間を通じ、売上伝票、請求書、ホステス等のタイムカード、日計表等を基に

ホステス等に対する支払額の計算表を作成していた（乙１７、１８、弁論の全趣旨）。 

  ３ Ｃについて 

  （１）平成２２年８月から同年１２月までの期間 

     Ｎは、売上伝票、請求書、現金で支払った経費等の領収証等を基に、売上げ及び経費（人

件費を含む）に係る帳簿書類等を作成していた（乙２０、２１、弁論の全趣旨）。 

  （２）平成２３年１月から平成２５年３月までの間 

    ア 原告は、ホステス等への支払金額その他の経費の支払を行っていたが、売上伝票、請求

書、現金で支払った経費等の領収証等の書類を整理保管しておらず、同年分の売上及び経



70 

 

費に係る帳簿書類を作成していなかった（乙３４、弁論の全趣旨）。 

    イ 乙は、日々の売上金額、客数、ホステスの出勤人数等を記載した売上げに関するノート

を作成していた（乙１４、３１、弁論の全趣旨）。 

  （３）平成２５年４月から同年１２月までの間 

    ア（ア）乙又は戊は、売上伝票、請求書、現金で支払った経費等の領収証等を基に、売上げ

及び経費（人件費を含む）に係る帳簿書類等を作成していた（乙１７、１８、弁論の

全趣旨）。 

     （イ）乙は、Ｃの日々の売上金額、客数、ホステスの出勤人数等を記載した売上に関する

ノート（以下、前記（２）イの乙作成のノートと併せて「Ｃ売上金額等ノート」とい

う。）を作成していた（乙１４、３１、弁論の全趣旨）。 

    イ 戊は、売上伝票、請求書、ホステス等のタイムカード、日計表等を基にホステス等に対

する支払額の計算表を作成していた（乙１７、１８、弁論の全趣旨）。 

 

 第４ 本件調査手続において収集され、本件各処分の基礎とされた本件各店舗の帳簿書類その他の

帳票資料（以下「帳簿書類等」という。） 

    本件調査手続において収集され、本件各処分の基礎とされた本件各店舗の帳簿書類等は、以

下のとおりである（乙１６～１８、２０、２１、３１～３４、３６、弁論の全趣旨）。 

  １ Ａの帳簿書類等 

  （１）平成２２年、平成２４年及び平成２５年について 

    ア 売上伝票、請求書、現金で支払った経費等の領収書等に基づき作成された売上げ及び経

費（人件費を含む）に係る帳簿書類等 

    イ 個人別、月別に作成されたホステス等に対する支払額の計算表等 

  （２）平成２３年について 

     なし 

  ２ Ｓの帳簿書類等 

    本件期間を通じ、以下の帳簿書類等 

  （１）売上伝票、請求書、現金で支払った経費等の領収書等に基づき作成された売上げ及び経費

（人件費を含む）に係る帳簿書類等 

  （２）個人別、月別に作成されたホステス等に対する支払額の計算表及びこれらを集計した表 

  ３ Ｃの帳簿書類等 

  （１）平成２２年８月から同年１２月まで及び平成２５年４月から同年１２月までの各期間につ

いて 

     売上伝票、請求書、現金で支払った経費等の領収書等に基づき作成された売上げ及び経費

（人件費を含む）に係る帳簿書類等（ただし、平成２２年１２月２６日から同月３１日まで

の人件費に係る部分は不完全なもの） 

  （２）平成２２年８月から平成２５年１２月までの期間について 

     Ｃ売上金額等ノート 

  （３）平成２２年８月から同年１２月２５日までの期間及び平成２５年について 

     個人別、月別に作成されたホステス等に対する支払額の計算表及びこれらを集計した表

（ただし、集計した表については、平成２５年４月から平成２５年１２月までのもの） 
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以上 

  



72 

 

（別紙５） 

被告の主張する本件各処分の根拠及び適法性 

 

 本別紙における「別表」は、特段の断りのない限り、いずれも分類Ⅱの各別表である。 

 

 第１ 本件所得税等各更正処分及び本件所得税等各賦課決定処分の根拠及び適法性 

  １ 本件所得税等各更正処分の根拠 

    被告が本訴において主張する原告の本件各年分の所得税等に係る総所得金額及び納付すべき

税額は、次のとおりである。 

  （１）平成２２年分 

    ア 総所得金額（別表４「平成２２年分」欄の順号①） ２５４１万２０１４円 

      上記金額は、原告の本件事業に係る事業所得の金額であり、次の（ア）の金額から（イ）

の金額を差し引いた後の金額である。 

    （ア）総収入金額（別表５「平成２２年分」欄の順号③） １億６４００万４９８５円 

       上記金額は、次のａとｂの合計額である。 

       ａ 売上金額（別表５「平成２２年分」欄の順号①） １億６３９７万７６１７円 

         上記金額は、Ⓐ本件各店舗の帳簿等に基づき算出した売上金額１億６３１６万１

２２１円（別表６の「２」の「平成２２年分」欄の順号①）とⒷ別表６の「２」の

「平成２２年分」欄の順号②のカード売上加算金額８１万６３９６円とを合計して

算出した本件事業に係る平成２２年分の売上金額である。 

       ｂ 雑収入（別表５「平成２２年分」欄の順号②） ２万７３６８円 

         上記金額は、原告がＲ信用金庫本店から受け取った手形借入金の戻し利息の金額

である。 

    （イ）必要経費の金額（別表５「平成２２年分」欄の順号㉒） １億３８５９万２９７１円 

       上記金額は、本件各店舗に係る帳簿、原告の取引先に対する調査、原告及び関係者の

供述等に基づき算出した平成２２年分の本件事業に係る必要経費の各金額の合計額であ

る。 

    イ 所得控除の額の合計額（別表４「平成２２年分」欄の順号④） １４８万９０６４円 

      上記金額は、総所得金額から控除される所得控除の額の合計額であり、次の（ア）から

（カ）までの各金額の合計額である。 

    （ア）社会保険料控除の額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑤） ２万３３００円 

       上記金額は、原告が平成２２年中に支払った国民健康保険の保険料の金額であり、社

会保険料控除（所得税法７４条。ただし、平成２５年法律第６３号による改正前のもの。

以下同じ。）の対象となる金額である（乙７０・別添１）。 

    （イ）生命保険料控除の額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑥） ５万円 

       上記金額は、原告が平成２２年中に支払った生命保険料の金額を基に計算される生命

保険料控（所得税法７６条。ただし、平成２２年法律第６号による改正前のもの。後記

（２）イ（イ）において同じ。）の額である（乙１・１枚目⑭欄、乙７０・別添２）。 

    （ウ）地震保険料控除の額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑦） ５７６４円 

       上記金額は、原告が平成２２年中に支払った地震保険料の金額を基に計算される地震
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保険料控除（所得税法７７条。ただし、平成２２年法律第６号による改正前のもの。後

記（２）イ（ウ）において同じ）の額である（乙７０・別添３）。 

    （エ）寡婦控除の額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑧） ２７万円 

       上記金額は、原告の総所得金額から控除される寡婦控除（所得税法８１条）の額であ

る。 

    （オ）扶養控除の額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑨） ７６万円 

       上記金額は、原告の総所得金額から控除される扶養控除（所得税法８４条。ただし、

平成２２年法律第６号による改正前のもの。）の額である（乙１・１枚目㉓欄）。 

    （カ）基礎控除の額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑩） ３８万円 

       上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額であ

る（乙１・１枚目㉔欄）。 

    ウ 課税総所得金額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑪） ２３９２万２０００円 

      上記金額は、前記アの総所得金額２５４１万２０１４円から前記イの所得控除の額の合

計額１４８万９０６４円を控除した後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により

１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。後記（２）ウ、（３）ウ及び（４）ウにお

いて同じ。）である。 

    エ 納付すべき税額（別表４「平成２２年分」欄の順号⑮） ６７７万２８００円 

      上記金額は、前記ウの課税総所得金額２３９２万２０００円に所得税法８９条１項（平

成２５年法律第５号による改正前のもの。以下同じ。）に規定する税率を乗じて算出した

金額（ただし、通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のも

の。後記（２）エ、（３）エ、（４）エ及び（４）エ（ア）において同じ。）である。 

  （２）平成２３年分 

    ア 総所得金額（別表４「平成２３年分」欄の順号①） ３９３７万０９５０円 

      上記金額は、原告の本件事業に係る事業所得の金額であり、次の（ア）の金額から（イ）

の金額を差し引いた後の金額である。 

    （ア）総収入金額（別表５「平成２３年分」欄の順号③） １億８５９１万５２２７円 

       上記金額は、次のａとｂの合計額である。 

       ａ 売上金額（別表５「平成２３年分」欄の順号①） １億８５８７万０５６６円 

         上記金額は、ⒶＳ店及びＣ店については同店舗の帳簿等、Ａ店については前記第

３の２（２）イ（ア）ａの方法により算出した本件各店舗の売上金額の合計金額１

億８４８８万５１７８円（別表６の「２」の「平成２３年分」欄の順号①）とⒷ別

表６の「２」の「平成２３年分」欄の順号②のカード売上加算金額９８万５３８８

円とを合計して算出した本件事業に係る平成２３年分の売上金額である。 

       ｂ 雑収入（別表５「平成２３年分」欄の順号②） ４万４６６１円 

        上記金額は、原告がＲ信用金庫本店から受け取った手形借入金の戻し利息の金額で

ある。 

    （イ）必要経費の金額（別表５「平成２３年分」欄の順号㉒） １億４６５４万４２７７円 

       上記金額は、本件各店舗に係る帳簿、原告の取引先に対する調査、原告及び関係者の

供述等に基づき算出した平成２３年分の本件事業に係る必要経費の各金額の合計額であ

る。 
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    イ 所得控除の額の合計額（別表４「平成２３年分」欄の順号④） ４６万１８６４円 

      上記金額は、総所得金額から控除される所得控除の額の合計額であり、次の（ア）から

（エ）までの各金額の合計額である。 

    （ア）社会保険料控除の額（別表４「平成２３年分」欄の順号⑤） ２万８７００円 

       上記金額は、原告が平成２３年中に支払った国民健康保険の保険料の金額であり、社

会保険料控除（所得税法７４条）の対象となる金額である（乙７０・別添１）。 

    （イ）生命保険料控除の額（別表４「平成２３年分」欄の順号⑥） ５万円 

       上記金額は、原告が平成２３年中に支払った生命保険料の金額を基に計算される生命

保険料控除（所得税法７６条）の額である（乙２・１枚目⑭欄、乙７０・別添２）。 

    （ウ）地震保険料控除の額（別表４「平成２３年分」欄の順号⑦） ３１６４円 

       上記金額は、原告が平成２３年中に支払った地震保険料の金額を基に計算される地震

保険料控除（所得税法７７条）の額である（乙第７０・別添３）。 

    （エ）基礎控除の額（別表４「平成２３年分」欄の順号⑩） ３８万円 

       上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額であ

る（乙２・１枚目㉔欄）。 

    ウ 課税総所得金額（別表４「平成２３年分」欄の順号⑪） ３８９０万９０００円 

      上記金額は、前記アの総所得金額３９３７万０９５０円から前記イの所得控除の額の合

計額４６万１８６４円を控除した後の金額である。 

    エ 納付すべき税額（別表４「平成２３年分」欄の順号⑮） １２７６万７６００円 

      上記金額は、前記ウの課税総所得金額３８９０万９０００円に所得税法８９条１項に規

定する税率を乗じて算出した金額である。 

  （３）平成２４年分 

    ア 総所得金額（別表４「平成２４年分」欄の順号①） ４６５６万８１６０円 

      上記金額は、原告の本件事業に係る事業所得の金額であり、次の（ア）の金額から（イ）

の金額を差し引いた後の金額である。 

    （ア）総収入金額（別表５「平成２４年分」欄の順号③） １億９７５３万８１４０円 

       上記金額は、Ⓐ本件各店舗の帳簿等に基づき算出した売上金額１億９６２０万３３０

０円（別表６の「２」の「平成２４年分」欄の順号①）とⒷ別表６の「２」の「平成２

４年分」欄の順号②のカード売上加算金額１３３万４８４０円とを合計して算出した本

件事業に係る平成２４年分の売上金額である。 

    （イ）必要経費の金額（別表５「平成２４年分」欄の順号㉒） １億５０９６万９９８０円 

       上記金額は、本件各店舗に係る帳簿、原告の取引先に対する調査、原告及び関係者の

供述等に基づき算出した平成２４年分の本件事業に係る必要経費の各金額の合計額であ

る。 

    イ 所得控除の額の合計額（別表４「平成２４年分」欄の順号④） ６７万０５３８円 

      上記金額は、次の（ア）から（エ）までの合計額である。 

    （ア）社会保険料控除の額（別表４「平成２４年分」欄の順号⑤） ２３万７６００円 

       上記金額は、原告が平成２４年中に支払った国民健康保険の保険料の金額であり、社

会保険料控除（所得税法７４条）の対象となる金額である（乙７０・別添１）。 

    （イ）生命保険料控除の額（別表４「平成２４年分」欄の順号⑥） ５万円 
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       上記金額は、原告が平成２４年中に支払った生命保険料の金額を基に計算される生命

保険料控除（所得税法７６条）の額である（乙７０・別添２）。 

    （ウ）地震保険料控除の額（別表４「平成２４年分」欄の順号⑦） ２９３８円 

       上記金額は、原告が平成２４年中に支払った地震保険料の金額を基に計算される地震

保険料控除（所得税法７７条）の額である（乙７０・別添３）。 

    （エ）基礎控除の額（別表４「平成２４年分」欄の順号⑩） ３８万円 

       上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額であ

る（乙３・１枚目㉔欄）。 

    ウ 課税総所得金額（別表４「平成２４年分」欄の順号⑪） ４５８９万７０００円 

      上記金額は、前記アの総所得金額４６５６万８１６０円から前記イの所得控除の額の合

計額６７万０５３８円を控除した後の金額である。 

    エ 課税総所得金額に対する税額（別表４「平成２４年分」欄の順号⑫） 

  １５５６万２８００円 

上記金額は、前記ウの課税総所得金額４５８９万７０００円に所得税法８９条１項に規

定する税率を乗じて算出した金額である。 

    オ 納付すべき税額（別表４「平成２４年分」欄の順号⑮） １５４５万９０００円 

      上記金額は、前記エの課税総所得金額に対する税額１５５６万２８００円から原告が平

成２４年分の所得税の確定申告書に記載した予定納税額１０万３８００円（乙３・１枚目

㊹欄）を控除した後の金額である。 

  （４）平成２５年分 

    ア 総所得金額（別表４「平成２５年分」欄の順号①） ４７４８万６８４５円 

      上記金額は、次の（ア）及び（イ）の２分の１の金額の合計額である。 

    （ア）事業所得の金額（別表４「平成２５年分」欄の順号②） ４６７８万６８４６円 

       上記金額は、原告の本件事業に係る事業所得の金額であり、次のａの金額からｂの金

額を差し引いた後の金額である。 

       ａ 総収入金額（別表５「平成２５年分」欄の順号③） ２億０５６２万１８７１円 

         上記金額は、Ⓐ本件各店舗の帳簿等に基づき算出した売上金額２億０４１７万８

５４０円（別表６の「２」の「平成２５年分」欄の順号①）とⒷ別表６の「２」の

「平成２５年分」欄の順号②のカード売上加算金額１４４万３３３１円とを合計し

て算出した本件事業に係る平成２５年分の売上金額である。 

       ｂ 必要経費の金額（別表５「平成２５年分」欄の順号㉒） 

  １億５８８３万５０２５円 

         上記金額は、本件各店舗に係る帳簿、原告の取引先に対する調査、原告及び関係

者の供述に基づき算出した平成２５年分の本件事業に係る必要経費の各金額の合計

額である。 

    （イ）長期譲渡所得の金額（別表４「平成２５年分」欄の順号③参照）１３９万９９９９円 

       上記金額は、原告が本件事業に使用していた車両の売却金額（１９０万円）から、当

該車両の取得費用（１円）及び特別控除額（５０万円）を差し引いた金額である。 

       なお、別表４「平成２５年分」欄の順号③に記載された金額は、所得税法２２条２項

２号の規定による譲渡所得の金額の２分の１に相当する金額である。 
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    イ 所得控除の額の合計額（別表４「平成２５年分」欄の順号④） ７９万００８８円 

      上記金額は、総所得金額から控除される所得控除の額の合計額であり、次の（ア）から

（エ）までの合計額である。 

    （ア）社会保険料控除の額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑤） ３５万７１５０円 

       上記金額は、原告が平成２５年中に支払った国民健康保険の保険料の金額であり、社

会保険料控除（所得税法７４条）の対象となる金額である（乙７０・別添１）。 

    （イ）生命保険料控除の額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑥） ５万円 

       上記金額は、原告が平成２５年において支払った生命保険料の金額を基に計算される

生命保険料控除（所得税法７６条）の額である（乙７０・別添２）。 

    （ウ）地震保険料控除の額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑦） ２９３８円 

       上記金額は、原告が平成２５年において支払った地震保険料の金額を基に計算される

地震保険料控除（所得税法７７条）の額である（乙７０・別添３）。 

    （エ）基礎控除の額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑩） ３８万円 

       上記金額は、原告の総所得金額から控除される基礎控除（所得税法８６条）の額であ

る（乙４・１枚目㉔欄）。 

    ウ 課税総所得金額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑪） ４６６９万６０００円 

      上記金額は、前記アの総所得金額４７４８万６８４５円から前記イの所得控除の額の合

計額７９万００８８円を控除した後の金額である。 

    エ 納付すべき税額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑮） １６２１万５９００円 

      上記金額は、次の（ア）及び（イ）の各金額の合計額である。 

    （ア）課税総所得金額に対する税額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑫） 

  １５８８万２４００円 

       上記金額は、前記ウの課税総所得金額４６６９万６０００円に所得税法８９条１項に

規定する税率を乗じて算出した金額である。 

    （イ）復興特別所得税額（別表４「平成２５年分」欄の順号⑬） ３３万３５３０円 

       上記金額は、前記（ア）の課税総所得金額に対する税額１５８８万２４００円に東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法１３条に規定する１００分の２．１の税率を乗じて計算した金額である。 

  ２ 本件所得税等各更正処分の適法性 

    被告が本訴において主張する原告の本件各年分の納付すべき所得税等の額は、前記１（１）

エ、同（２）エ、同（３）オ及び同（４）エのとおり、平成２２年分が６７７万２８００円、

平成２３年分が１２７６万７６００円、平成２４年分が１５４５万９０００円及び平成２５

年分が１６２１万５９００円であるところ、上記各金額は、本件所得税等各更正処分におけ

る各納付すべき税額（甲１～甲３・各１２頁目「Ⓑ更正後の額」欄の㊱、甲４・１２頁目

「Ⓑ更正後の額」欄の㊶）をいずれも上回る金額であるから、本件所得税等各更正処分はい

ずれも適法である。 

  ３ 本件所得税等各賦課決定処分の根拠 

    上記２で述べたとおり、本件所得税等各更正処分は適法であるところ、原告が、本件所得税

等各更正処分により新たに納付すべきこととなった税額の計算の基礎となった事実のうちに、

本件所得税等各更正処分前における税額の計算の基礎とされていなかったことについて、通
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則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められるものはないから、同条１項の

規定により、過少申告加算税が課されることとなる。 

    そして、通則法６８条１項は、通則法６５条１項の規定に該当する場合において、納税者が

その国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又

は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたときは、過

少申告加算税に代え、重加算税を課する旨規定しているところ、本件においては、原告には、

本件事業に係る所得等を適正に申告していないことにつき、通則法６８条１項に規定する事

実の「隠ぺい」があり、重加算税を賦課する要件を満たすこととなる。 

    したがって、本件においては、本件所得税等各更正処分に基づく納付すべき税額について、

通則法６８条１項の規定に基づき、過少申告加算税額の計算の基礎となるべき税額に係る過

少申告加算税に代えて１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税が課

せられるところ、被告が本訴において主張する原告の本件各年分の重加算税の額は、次のと

おりである。 

  （１）平成２２年分（分類Ⅰの別表１－１「更正処分等」欄の順号⑧） １８７万９５００円 

     上記金額は、平成２２年分所得税更正処分により原告が納付すべきこととなった税額５３

７万円（分類Ⅰの別表１－１「更正処分等」欄の順号⑦）と、原告が平成２２年分の所得税

の確定申告書の「納める税金」㊷欄（乙１・１枚目）に記載した０円との差額５３７万円

（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下

（２）から（４）までにおいて同じ。）を基礎として、これに通則法６８条１項の規定に基

づき１００分の３５の割合を乗じて算出した金額である。 

  （２）平成２３年分（分類Ⅰの別表１－２「更正処分等」欄の順号⑧） ３９３万０５００円 

     上記金額は、平成２３年分所得税更正処分により原告が納付すべきこととなった税額１１

３８万６８００円（分類Ⅰの別表１－２「更正処分等」欄の順号⑦）と、原告が平成２３年

分の所得税の確定申告書の「納める税金」㊺欄（乙２・１枚目）に記載した１５万５８００

円との差額１１２３万円を基礎として、これに通則法６８条１項の規定に基づき１００分の

３５の割合を乗じて算出した金額である。 

  （３）平成２４年分（分類Ⅰの別表１－３「更正処分等」欄の順号⑧） ４８８万６０００円 

     上記金額は、平成２４年分所得税更正処分により原告が納付すべきこととなった税額１３

８７万６６００円（分類Ⅰの別表１－３「更正処分等」欄の順号⑦）と、原告が平成２４年

分の所得税の確定申告書の「還付される税金」㊻欄（乙３・１枚目）に記載した８万７８０

０円との合計額１３９６万円を基礎として、これに通則法６８条１項の規定に基づき１００

分の３５の割合を乗じて算出した金額である。 

  （４）平成２５年分（分類Ⅰの別表１－４「更正処分等」欄の順号⑪） ５１３万４５００円 

     上記金額は、平成２５年分所得税更正処分により原告が納付すべきこととなった税額１４

６７万５８００円（分類Ⅰの別表１－４「更正処分等」欄の順号⑩）と、原告が平成２５年

分の所得税等の確定申告書の「納める税金」㊼欄（乙４・１枚目）に記載した０円との差額

１４６７万円を基礎として、これに通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合

を乗じて算出した金額である。 

  ４ 本件所得税等各課決定処分の適法性 

    被告が本訴において主張する原告の本件各年分の所得税等に係る重加算税の額は、前記３
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（１）から（４）までのとおり、それぞれ平成２２年分が１８７万９５００円、平成２３年

分が３９３万０５００円、平成２４年分が４８８万６０００円、平成２５年分が５１３万４

５００円であるところ、これらの各金額は、本件所得税等各賦課決定処分の額（甲１～甲

４・各１頁目「重加算税」欄）といずれも同額であるから、本件所得税等各賦課決定処分は

いずれも適法である。 

 

 第２ 本件消費税等各更正処分及び本件消費税等各賦課決定処分の根拠及び適法性 

  １ 本件消費税等各更正処分の根拠 

    被告が本訴において主張する原告の本件各課税期間の消費税等に係る納付すべき税額は、次

のとおりである。 

  （１）平成２２年課税期間 

    ア 消費税 

    （ア）課税標準額（別表２３「平成２２年課税期間」欄の順号①） 

  １億５６１６万９０００円 

       上記金額は、前記第１の１（１）ア（ア）ａの金額（１億６３９７万７６１７円）に

１０５分の１００を乗じて算出した金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１

０００円未満の端数を切り捨てた後のもの。後記（２）ア（ア）、（３）ア（ア）及び

（４）ア（ア）において同じ。）である。なお、前記第４の１（１）ア（ア）ｂの手形

借入金の戻し利息については、消費税は課されない（消費税法６条、消費税法別表１の

３号）。 

    （イ）課税標準額に対する消費税額（別表２３「平成２２年課税期間」欄の順号②） 

  ６２４万６７６０円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に消費税法２９条（ただし、平成２４年法律第６８号

による改正前のもの。以下同じ。）に規定する１００分の４の税率を乗じて算出した金

額である。 

    （ウ）控除対象仕入税額（別表２３「平成２２年課税期間」欄の順号③） 

  １１２万７４２６円 

       上記金額は、本件各店舗に係る帳簿等から判明した本件事業に係る課税仕入れに係る

支払対価の額２９５９万４９３９円（別表２４「平成２２年課税期間」欄の順号⑯）に、

消費税法３０条１項（ただし、平成２４年法律第６８号による改正前のもの。以下同

じ。）の規定に基づき１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

    （エ）納付すべき消費税額（別表２３「平成２２年課税期間」欄の順号⑥） 

  ５１１万９３００円 

       上記金額は、前記（イ）の金額から（ウ）の金額を控除した後の金額（ただし、通則

法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。後記

（２）ア（エ）、（３）ア（エ）及び（４）ア（エ）において同じ。）である。 

    イ 地方消費税 

    （ア）地方消費税の課税標準額（別表２３「平成２２年課税期間」欄の順号⑦） 

  ５１１万９３００円 

       上記金額は、前記ア（エ）の納付すべき消費税額を課税標準とする金額であり、地方
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税法（平成２４年法律第６９号による改正前のもの。以下同じ。）７２条の７７第２号

及び７２条の８２の規定に基づく地方消費税の課税標準額である。 

    （イ）納付すべき地方消費税額（別表２３「平成２２年課税期間」欄の順号⑩） 

  １２７万９８００円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に地方税法７２条の８３に規定する１００分の２５の

税率を乗じて算出した金額（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１０

０円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。後記（２）イ（イ）、（３）イ（イ）及び

（４）イ（イ）において同じ。）である。 

    ウ 納付すべき消費税等の額（別表２３「平成２２年課税期間」欄の順号⑪） 

  ６３９万９１００円 

      上記金額は、前記ア（エ）及びイ（イ）の各金額の合計額である。 

  （２）平成２３年課税期間 

    ア 消費税 

    （ア）課税標準額（別表２３「平成２３年課税期間」欄の順号①） 

  １億７７０１万９０００円 

       上記金額は、前記第１の１（２）ア（ア）ａの金額（１億８５８７万０５６６円）に

１０５分の１００を乗じて算出した金額である。 

    （イ）課税標準額に対する消費税額（別表２３「平成２３年課税期間」欄の順号②） 

  ７０８万０７６０円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に消費税法２９条に規定する１００分の４の税率を乗

じて算出した金額である。 

    （ウ）控除対象仕入税額（別表２３「平成２３年課税期間」欄の順号③）５６万６７４７円 

       上記金額は、本件各店舗に係る帳簿等から判明した本件事業に係る課税仕入れに係る

支払対価の額１４８７万７１３１円（別表２４「平成２３年課税期間」欄の順号⑯）に、

消費税法３０条１項の規定に基づき１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

    （エ）納付すべき消費税額（別表２３「平成２３年課税期間」欄の順号⑥） 

  ６５１万４０００円 

       上記金額は、前記（イ）の金額から（ウ）の金額を控除した後の金額である。 

    イ 地方消費税 

    （ア）地方消費税の課税標準額（別表２３「平成２３年課税期間」欄の順号⑦） 

  ６５１万４０００円 

       上記金額は、前記ア（エ）の納付すべき消費税額を課税標準とする金額であり、地方

税法７２条の７７第２号及び７２条の８２の規定に基づく地方消費税の課税標準額であ

る。 

    （イ）納付すべき地方消費税額（別表２３「平成２３年課税期間」欄の順号⑩） 

  １６２万８５００円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に地方税法７２条の８３に規定する１００分の２５の

税率を乗じて算出した金額である。 

    ウ 納付すべき消費税等の額（別表２３「平成２３年課税期間」欄の順号⑪） 

  ８１４万２５００円 
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      上記金額は、前記ア（エ）及びイ（イ）の各金額の合計額である。 

  （３）平成２４年課税期間 

    ア 消費税 

    （ア）課税標準額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号①） 

  １億８８１３万１０００円 

       上記金額は、前記第４の１（３）ア（ア）の金額（１億９７５３万８１４０円）に１

０５分の１００を乗じて算出した金額である。 

    （イ）課税標準額に対する消費税額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号②） 

  ７５２万５２４０円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に消費税法２９条に規定する１００分の４の税率を乗

じて算出した金額である。 

    （ウ）控除対象仕入税額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号③）９３万６２４９円 

       上記金額は、本件各店舗に係る帳簿等から判明した本件事業に係る課税仕入れに係る

支払対価の額２４５７万６５５８円（別表２４「平成２４年課税期間」欄の順号⑯）に、

消費税法３０条１項の規定に基づき１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

    （エ）差引消費税額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号④） ６５８万８９００円 

       上記金額は、前記（イ）の金額から（ウ）の金額を控除した後の金額である。 

    （オ）納付すべき消費税額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号⑥） 

  ６３３万２４００円 

       上記金額は、前記（エ）の金額から、原告が平成２４年課税期間分の消費税等の確定

申告書に記載した中間納付税額２５万６５００円（乙７・１枚目⑩欄）を控除した後の

金額である。 

    イ 地方消費税 

    （ア）地方消費税の課税標準額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号⑦） 

  ６５８万８９００円 

       上記金額は、前記ア（エ）の納付すべき消費税額を課税標準とする金額であり、地方

税法７２条の７７第２号及び７２条の８２の規定に基づく地方消費税の課税標準額であ

る。 

    （イ）譲渡割額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号⑧） １６４万７２００円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に地方税法７２条の８３に規定する１００分の２５の

税率を乗じて算出した金額である。 

    （ウ）納付すべき地方消費税額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号⑩） 

  １５８万３１００円 

       上記金額は、前記（イ）の金額から、原告が平成２４年課税期間分の消費税等の確定

申告書に記載した中間納付譲渡割額６万４１００円（乙７・１枚目㉑欄）を控除した後

の金額である。 

    ウ 納付すべき消費税等の額（別表２３「平成２４年課税期間」欄の順号⑪） 

  ７９１万５５００円 

      上記金額は、前記ア（オ）及びイ（ウ）の各金額の合計額である。 

  （４）平成２５年課税期間 
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    ア 消費税 

    （ア）課税標準額（別表２３「平成２５年課税期間」欄の順号①） 

  １億９７６３万９０００円 

       上記金額は、前記第１の１（４）ア（ア）ａの売上金額（２億０５６２万１８７１円）

及び同（イ）の車両の売却金額（１９０万円）の合計金額（２億０７５２万１８７１円）

に１０５分の１００を乗じて算出した金額である。 

    （イ）課税標準額に対する消費税額（別表２３「平成２５年課税期間」欄の順号②） 

  ７９０万５５６０円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に消費税法２９条に規定する１００分の４の税率を乗

じて算出した金額である。 

    （ウ）控除対象仕入税額（別表２３「平成２５年課税期間」欄の順号③） 

  １０５万３１６０円 

       上記金額は、本件各店舗に係る帳簿等から判明した本件事業に係る課税仕入れに係る

支払対価の額２７６４万５４５７円（別表２４「平成２５年課税期間」欄の順号⑯）に、

消費税法３０条１項の規定に基づき１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

    （エ）納付すべき消費税額（別表２３「平成２５年課税期間」欄の順号⑥） 

  ６８５万２４００円 

       上記金額は、前記（イ）の金額から（ウ）の金額を控除した後の金額である。 

    イ 地方消費税 

    （ア）地方消費税の課税標準額（別表２３「平成２５年課税期間」欄の順号⑦） 

  ６８５万２４００円 

       上記金額は、前記ア（エ）の納付すべき消費税額を課税標準とする金額であり、地方

税法７２条の７７第２号及び７２条の８２の規定に基づく地方消費税の課税標準額であ

る。 

    （イ）納付すべき地方消費税額（別表２３「平成２５年課税期間」欄の順号⑩） 

  １７１万３１００円 

       上記金額は、前記（ア）の金額に地方税法７２条の８３に規定する１００分の２５の

税率を乗じて算出した金額である。 

    ウ 納付すべき消費税等の額（別表２３「平成２５年課税期間」欄の順号⑪） 

  ８５６万５５００円 

      上記金額は、前記ア（エ）及びイ（イ）の各金額の合計額である。 

  ２ 本件消費税等各更正処分の適法性 

    被告が本訴において主張する原告の本件各課税期間の消費税等の納付すべき税額は、前記１

（１）ウ、同（２）ウ、同（３）ウ及び同（４）ウのとおり、平成２２年課税期間が６３９

万９１００円、平成２３年課税期間が８１４万２５００円、平成２４年課税期間が７９１万

５５００円及び平成２５年課税期間が８５６万５５００円であるところ、上記各金額は、い

ずれも本件消費税等各更正処分における各納付すべき消費税等の額（甲５～甲８・各１頁目

「Ｂ 調査額（更正）」欄の２２）と同額又は上回る金額であるから、本件消費税等各更正処

分はいずれも適法である。 

  ３ 本件消費税等各賦課決定処分の根拠 
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  （１）重加算税賦課決定処分の根拠 

     上記２で述べたとおり、本件消費税等各更正処分は適法であるところ、原告が本件消費税

等各更正処分により新たに納付すべきこととなった税額の計算の基礎となった事実のうちに、

同更正処分前における税額の計算の基礎とされていなかったことについて、通則法６５条４

項に規定する「正当な理由」があると認められるものはないから、同条１項の規定により、

過少申告加算税が課されることとなる（なお、地方消費税に係る加算税は、消費税の例によ

ることとなり（地方税法附則９条の４）、その計算は消費税及び地方消費税の合算額によっ

てなされる（同附則９条の９））。 

     そして、通則法６８条１項は、通則法６５条１項の規定に該当する場合において、納税者

がその国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、

又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出していたときは、

過少申告加算税に代え、重加算税を課する旨規定しているところ、本件においては、前記第

３の５で述べたとおり、原告には、本件事業に係る消費税等を適正に申告していないことに

つき、通則法６８条１項に規定する事実の「隠ぺい」があり、重加算税を賦課する要件を満

たすこととなる。 

     したがって、本件においては、本件消費税等各更正処分に基づく納付すべき税額について、

通則法６８条１項の規定に基づき、過少申告加算税額の計算の基礎となるべき税額に係る過

少申告加算税に代えて１００分の３５の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算税が課

せられるところ、被告が本訴において主張する原告の本件各課税期間の重加算税の額は、次

のとおりである。 

    ア 平成２２年課税期間（分類Ⅰの別表２－１「更正処分等」欄の順号⑫） 

  ２０７万９０００円 

      上記金額は、平成２２年課税期間消費税等更正処分により原告が納付すべきこととなっ

た税額６３６万０６００円（分類Ⅰの別表２－１「更正処分等」欄の順号⑪）と、原告が

平成２２年課税期間の消費税等の確定申告書の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は

還付）税額」㉖欄（乙５・１枚目）に記載した４１万８８００円との差額５９４万円（た

だし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。以下、

イ及びウにおいて同じ。）を基礎として、これに通則法６８条１項の規定に基づき１００

分の３５の割合を乗じて算出した金額である。 

    イ 平成２３年課税期間（分類Ⅰの別表２－２「更正処分等」欄の順号⑫） 

  ２６０万７５００円 

      上記金額は、平成２３年課税期間消費税等更正処分により原告が納付すべきこととなっ

た税額８０９万５５００円（分類Ⅰの別表２－２「更正処分等」欄の順号⑪）と、原告が

平成２３年課税期間の消費税等の確定申告書の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は

還付）税額」㉖欄（乙６・１枚目）に記載した６４万１５００円との差額７４５万円を基

礎として、これに通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出し

た金額である。 

    ウ 平成２４年課税期間（分類Ⅰの別表２－３「更正処分等」欄の順号⑫） 

  ２６４万９５００円 
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      上記金額は、平成２４年課税期間消費税等更正処分により原告が納付すべきこととなっ

た税額７８５万２０００円（分類Ⅰの別表２－３「更正処分等」欄の順号⑪）と、原告が

平成２４年課税期間の消費税等の確定申告書の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は

還付）税額」㉖欄（乙７・１枚目）に記載した２７万２４００円との差額７５７万円を基

礎として、これに通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出し

た金額である。 

    エ 平成２５年課税期間（分類Ⅰの別表２－４「更正処分等」欄の順号⑬） 

  ２８０万７０００円 

      上記金額は、平成２５年課税期間消費税等更正処分により原告が納付すべきこととなっ

た税額８４８万７６００円（分類Ⅰの別表２－４「更正処分等」欄の順号⑪）と、原告が

平成２５年課税期間の消費税等の確定申告書の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は

還付）税額」㉖欄（乙８・１枚目）に記載した３６万９３００円との差額８１１万８３０

０円のうち、隠蔽の事実によるものの部分の税額８０２万７９００円について、通則法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額である８０２万円を基礎

として、これに通則法６８条１項の規定に基づき１００分の３５の割合を乗じて算出した

金額である。 

  （２）過少申告加算税賦課決定処分の根拠 

     平成２５年課税期間消費税等更正処分に伴って賦課される過少申告加算税額９０００円

（分類Ⅰの別表２－４「更正処分等」欄の順号⑫）は、平成２５年課税期間消費税等更正処

分により原告が納付すべきこととなった税額８４８万７６００円（分類Ⅰの別表２－４「更

正処分等」欄の順号⑪）と、原告が平成２５年課税期間の消費税等の確定申告書の「消費税

及び地方消費税の合計（納付又は還付）税額」㉖欄（乙８・１枚目）に記載した３６万９３

００円との差額８１１万８３００円のうち、前記（１）エの重加算税を課されることとなる

税額８０２万７９００円を控除した税額９万０４００円について、通則法１１８条３項の規

定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額である９万円を基礎として、これに通則法

６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

  ４ 本件消費税等各賦課決定処分の適法性 

    被告が本訴において主張する原告の本件各課税期間の消費税等に係る重加算税の額は、前記

３（１）アからエまでのとおり、それぞれ平成２２年課税期間が２０７万９０００円、平成

２３年課税期間が２６０万７５００円、平成２４年課税期間が２６４万９５００円、平成２

５年課税期間が２８０万７０００円であり、また、平成２５年課税期間の過少申告加算税額

は、前記３(２)のとおり、９０００円であるところ、これらの各金額は、本件消費税等各賦

課決定処分の額（甲５～甲８・１頁目「重加算税」欄及び「過少申告加算税」欄）といずれ

も同額であるから、本件消費税等各賦課決定処分はいずれも適法である。 

以上 
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鷲襄, .-, . 平咸22~分所得覗夏lE鼻分響の鰻緯
． ． 

ロ マ

項 目 確定申告 更正姐分零 審査謂求 審査織決

. . . 
年 月 日 零學l6 日平岬7月78 叩臼9919B 平慮四9月ヽ a

緯（~ 事業所所 ・ 編得の金金額． 麟） ① 31,43 21, 節． 398 31,643 

． ． 
所得控餘の●の合計額 ② • i, 54. 0, 000 1. 4`89,064 l. ~o.ooo 

罵税総所得金額((i)―②) ③ 

゜
20,416,000 

゜臓税鯰所得金額に対する覗綱・

．棄

④ 0 . 6, 37 0; 000 .o 

事舎納税麟 ( R )  ⑤ 

゜
5. 370. ooo 

゜輝
予 定 納 税 瓢 ⑤ 

納付すぺき税額（ゆー⑤） ⑦ 

゜
6,370,000 

゜重 加 算 税 の 鬱l ① • l, ffl ,500 

゜

（皐位 ：円）・

'ヽ

（注） 1
2 

「鼻税総所得傘額J渾号③）欄の金額は， 1000 円東●の●数を切り檜てた槙の金頷である．

「傘告書鳩積員」 0" 号｛り）欄の金額は． 100 円牙打員の“H責を切り鎗てた綾の金綱である． ・

肩襄 1-2 平虞お年分隋得覆夏正鑓分響の編緯 '

• .. 
．．．  . -. " -" -.. .. ...... ~ 

• •曹● ‘.... ' ． .. ・ 

ノヽ

項 目 鶏摩告 更正処分等 書査讀求 審査戴決

年 月 日 平皐13 員 平？月7日 ●慮印9月13 日 平虞9月"’

総（事業m 所得得の金金編蒙） ① '2,963 ，姉o 35,91 8, 895 2,983 ,260 ・

所得控諭の麟．．の合計頓 ② . “゜•OOO ・ 位1.864 430,000 

襲裏鰺所得金額；（①一②） ③ 2磁•OOO 35,457,000 ・2. 63 こ000
棄

瓢税紀所得傘額に対する税讀 ④ 165,800 ll ．調． 800 1 65.800 

摩告納税額 （④）  ⑤ 155 ，馴刀 ll. 386, 800 15 ら800
・・ 輝

予 定 納 税 奮 ⑤ 

納付すべき税額（⑤一⑤） ⑦ 166 ，珈 u．蕊 800 1絋 800

重 加 算 税 の 額 R 3,~孤珈

゜
• • 

（単位 ：円）

（注） 1
2 

匹血“頼）渇和）欄の釦即． 1000 円心の嶋蠍を切り捨てた擾の金鎮である．

『拿奮納皇·』• "’ )欄の傘額は ．100 円未鯛の嶋戴を切り綸てた緩の金麟である．
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馴皇1-3 平慮24 年分胃鴨覆夏正鉛分響の麓緯

項 目 纏申告 更正処分攀 響査＂求 審査戴決

年 月 a. 平虞証攣3月19 日平虞□●7月］B 平鼠臼隼8月19B 平虞幻年9月ヽ a

・鵬（事●m 所得得の金金額．）Ill ① 700 ，以7 4&61 J,653 100.247 

所得 控ヽ戴の額の合計額 ② 380. •OOO 670 ．ぶ這 380,000 

璽税鎗所得金額t①—②) ・R 320,000 、).9l, 000 320,000 
棄

諷税緯所得金額に対する．税額 ④ 16,000 n ,980, .c oo 16,000 
．．  ．． 

．拿告 ．納税額 （④）  ⑤ J̀000 ． 13 ,980,400 16 . OOO .. . 珂 ．
予 定 ． 納 ・税 額 ⑥ 103,800 103, 珈 103 ,800 

納付すべき税● （⑤ー⑤）＇ ⑦ △． 81,800 13,876, 姻 △ 81.800 

重 加 算 税 ． の
＂ 

① 4,886,000 0 . 

渾位：• 円）

. . ) .．ヽ

躙襄,. -4 平慮お隼分胃得覆夏三鼻分事の縫輯

＂ ， ， 
，（単位 ：円）

. . . .  •. ・、... • ． ． •• 
．．．．． .... .. ， 

9 . . . . .  .. 
•• 

ヽ
ノ

（田 •1 「謙税悶F“ 町（順和）欄の幻即，1000 Pi幻胄の暉を切り捨てた襲の ・鉛麟である。 ．

2 「申告 績」・渾号）●の金額は．．100 円未鑽の蟷徽を切り捨てた績の彙額である． ．． 

3 「納付すべき税麟」償I釈3) 欄の傘績の蒻の△印は、遭付金の鶴に相当する税績を賓す． ． 

項 ： 目 鶴拿告・ 更正処分等 響査＂＊ 審査戴決

年 ． 月 B 平月199 平成I お年7月1日 平慮呼9月1311 平慮叩蛉月“'

繕所得金額（②十③）

゜
lヽ 3. ti83 43,715 ,684 • I43, 583 

． ， 

内
事業所得の．傘● ② 143 ．函 ・43, 015 、685 143 ，鵠3

`~ 

駅
緯合（長痢）麟腱所得の拿鯛 ③ 699 ．函

所得捜諭の麟の合計• ④ 380,000 790,088 函． 000

暉税緯所鴨金額（O- ④） ⑤ 

゜
42 ,926,000 

゜
棄

霞税緯所得傘●に吋する畏胃 ⑤ 

゜
J̀4,”4,000 

゜復鼻轡別所得税• ⑦ . ・o ~1.864 

゜
．却

専告．納税額・（⑤ ＋⑦ i  R 

゜
l、,676,800 • 

゜
． 

予 定 納 税 ， 額 ⑤ 
~̂ ．． 

納付すぺき・税額（①一⑨） ⑩ . l4 ,676 ,800 

゜ ゜重 加・ 算 .& の 額 ⑪ 6, 134 ，珈 ．． 

゜
（注） 1 「織合（長謂）麟釦ffll o冶韻 J庫釈 3) の金額は．所訳狂辺 2彙く鰈税蠣箪＞ 2 JJ( 2号の

規
．定による 2分の 1に摺当する傘額を示す．

2 f課艮総所得金額J CJ11号⑤）欄の傘鶴は． l~O円未濃の嶋量を切り檜てた置の金瓢である．

3 ［申告納税額（順号①）欄の金額は． mo 円未鯛尋の嶋量を切り檜てた緩の傘●である．
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別●←—-9 平血隼鳳覆謂間渭費覆響夏正員分疇o纏緯 （嵐位：： 円）

'ヽ

．． 

項 目 讀定庫會 更分● 審査鵡求 響査戴・

年 月 日 亭摩2皐9J1 95 畠 平成□9J1 99B 零虞0 年9月13 日平成~II月4B

瓢 税 損 攣 ・ 額 (l) 209"•OOO i絋 391;000 20. 9嶋 000

構 清 費 税 ． ② 937,8“ 8,216 .“ 8゚37,840 

控除対象仕入硯＇額 ③ 四 ．'704 l, IZT, 091 四． 70~

費

．差iJ I清費震● ((—®) . ④ 蕊， 100 .̀088.600 ． 傘． 100

税 中 層 納 付 説 額 ⑤ 
. ' 

゜ ゜ ゜'納付すぺき調費税額
棄

⑤ ・磁． 100 • ＆颯細 3鵠．．100
（ ④ cs . ) 

．蜻方清費楓の襲税欄軍攀
⑦ 逗， 100 . 6, 088 ． ,600 蕊． 100

（ ④ ） 銭l

蝠 麟 ． 震 劃 麟
R l`, 700 1,27 2. 100 83,700 

方 .' ⑦ x．． 蕊 " . ) 
惰 • 

．費 中 Ill 納付塵筐割麟 R , 

゜ ゜
・O 

覆 ヽ ： 

納付すべき遁方胃費畿麟
⑩ 臼， 900 1,272, ,100 m.700 

（ G) ..:. R ） 

納付すべき渭費税●の額
R “aIOO 6、360 ,細 4111,800 

（ R ＋ ⑩ ） 
.. . .. 

重 加 算 税 9 の 鬱I ⑰ 2,079,000 

゜
．．
 

．．
 

．．
 

． ． ..、.. . 
●疇．．．...... 
．．．． ． ヽ

（釦 「蔓引覇費血償如｝瓢及び「麟霰割釦鳴駅）●の傘at.t . 1OO 即直の螂量を切n 綸て

た筆の傘“である．

震襄2-2 平虞23 隼●製鑽闊渭畳覆疇夏正鼻分纏の饉緯

．）． 

.. 

項 目 纏攣告 更正兄分鱒 審査鰭拿 審戴決．

年 月 B 事皐3月1“' 零 9JI 78 零慮0 .. JI』 311 平卓9月411

. 
瓢 税 螺 ．攣 額 ① 32, 080 ,000 176. 081 ,000 32, 080 tOOO 

調 惰 ．．．費 覗 績 ② I, 匹．血 7.“12≪ ,.匹． an

鰭鰍鮒拿，仕入税額 ① 7611 ．四 磁．7 7ヽ お9,920 .

費

差 ,1 清費製額(~ - @) ④ • • 6 13.200 e47̀4OO • 613 ,200 
. . 

．覆
中 圃 納 付 税 ・額 ⑤ 

0 . 

゜ ゜納付すぺき謂費農・？ 5.l3.200 
． 

（④ - 0  R 6, 47̀400 . 513,200 

埠方請費覆の識税覆攣額
⑦ 51 :S. 200 6.47&≪00 Sl3 , 200 

（ ④ ） ， 緯

壇 麟. ・. .菖

＂ 
額

R 1“ '̀ n  128.300 
方 . ( ⑦ X 25 ." ） 

l,619.1 の

清
， 

費 中圃納付●讀劃額 R 0 . 

゜
• ・o ヽ

饗
納付すべき熾方潤費裏額

R 128,300 1,61 9, 100 128.300 
｛ R R ） 

1り付すべき謂費駁嶋の．額

゜
t l.500 8,磁細 .• 6 1ヽ. 600 

（ 'all ＋ ⑩ ） 

重 這 算 覆 の 綱 ⑫ ， 2. 6111, 細

゜

匹：円）

（田 rml 清費裏瓢」"’号④）●及び「麟櫨割麟i暉引劃●の傘額は 100 円東讀の嶋徽を切り檜て

・た績の傘嘱である． ． 
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厠曇2 -3 平記t碑鼻覆鵡閏肩 費尋●夏正曇分書の“

項 員 羅•告 更正旭分鱒 ・響査鵡＊ 審査戴決．

年 月 a. 亭 691311 亭 9月7P •慮..Il la& 平成幻皐9月•a

簾 税 欄 準 額 (l) 29 ,853,000 1狐 860,000 29 、邸3,000

惰． 開 費 税 額 ② 1, 1誠 l20 7,474.≪ 日 I, I躙）20
． 

控鹸対象仕入衷・綱 ③ 711,672 9況， 2 9ヽ ?u ,672 

費
， ・-

甍 91 糟費税頓（O- ③） ④ ＂4．匹 6̀38, 100 
474 ,、4、00 ． 

ヽ

楓 中 閏 納 ・付 税 • ⑤ . 
江‘”゚

磁 500 2S6, 500 

納付すぺ會胃費覗• 217,900 
稟

( . (i) ⑤ . ) 
R 217,IIOO 11,281 ，珈

11!1方桐費税の瓢税麟準•
.. 

（ ④. ） 
⑦ "̀.“OO ＆氏凪 100 47 る．匹

緯
嶋 縞 菫： .. 割□ • : 

｀ 
＇ 方 （ ⑦ x 26 ％ ） 

1 18,“ l』3．ヽ500 118,600 

IIIJ 
費 中間納付覇霞劃顧 R “,100 “'IOO 6.IOO ．． 

覆
納付すぺき嶋方清費覗• ⑩ “細

1,.6 70． , 4. 00 54,600 
（ ・ ®—®)

納付すべき謂費霰●の顧
R m2AOO 7. 匹．OOO 272,400 

（ ・R ＋ ⑳ ） 

重 加 算 覆 の 鶴 ⑫ 2, 6 9ヽ,600

゜

心円）

-. 

'ヽ

... 
●

, 

.

. 

．
．
．．．・
 “• 

．．
 ．．．．．．．
 ...
 
,.
 

．
．．
 

． 

（出 （聾91 渭費楓釦暉知）欄及び rmm 暉』憚釈）欄の傘麟は．100 円未資の罐量を切り檜て

た養の傘績である．

篇裏2 - 4 平虞必隼■覆謂属肩費覆響夏lE 曇分響の編緯

.. ) 

項 ． 目 ・ ．申告 更正処分● ・響査請＊ 審査戴決

尋 ＾ ・月 n 亭慮“學“""’ 零 9)I ?B 平月1“' 亭咸9JI“'． 税 蠣 寧 績 ① 18, 4'7~. 000 196 ，磁．OOO ． 18, -4 70.000 ．． 

＂ 
謂 費 税 ・額

゜
？孤800 7．瓢0，600 芯 800

．． 

控輸封・亀 ．仕．入税額 R “̀280 1.“̀ 442 443 ．珈

．費

差引情費製績 ・ （②—®) •. ④ 磁匹 6、"I(), 100 寧，600

磁
.' 

中 ． 納 付 畿 額 ⑤ 

゜
0 , 

゜納．付すべ書糟 費 税頓
R 四5,500 し7汎 lOO 295,500 棄・・（ ④ ⑤ ） 

増方清費税の●覗蠣攀麟
⑦ 蕊．匹 • 6.7汎 100 四S.600

（ ④ . ） 
嶋 顕 霞 " . ・・額 R l,6m,500 輝
方 （ ⑦ X 28 ％ ．） 

m．釦O ”,1100 

清
． 

費 中胄納付●菫劃 ．鋼 R 
｀ ゜ ゜

・O 

襲
納付すべき嶋方謂費税麟 ・． 73 ,800 I, 釦、60Q 73,800 ~. 
( . ① - . R )  

り付すぺき綱費鬱等の麟 ・c 製．300 8. 4n.a)0 369,300 
（ 信ヽ ＋ 庫 ） し・

過少摩告鱈算製の額 ◎ 9,00CI 

゜ヽ

重 加 霧 裏 の 額

゜
12 血 ，000

゜

（単位 ：円）

（'It> r董91 綱費覗鼠渾号④）瓢及び「鵬菫割麟』償"̀)I ●の彙瓢は． 100 円乗濃の蝙徽を切り奮て

た畿の傘である． • 
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則襄4

本訴における被告主張額僚得税疇）

） 

．． 
.
.
. 

••• 
．．
 

．．
 ． ．．．．．．．
 .....
 

..

... 

ヽ
J

項目 •平成22年分 平成23 年分 平成 24 年分 •• 平成25年分

．綸（②所得＋金③頓） ① 25, j12, 014 39,370,950 ≪K568, J60 41 , 4811,846 

事業所得の金額 ② 25,412,014 S 、370 ,950 “,588, 160 46, 78 6,.8 46 

内
駅 ， 

織合（長期）蹟濃所得の金額 ③ 
~ 6斡．999

．． 

（⑤所＋難⑧十知⑦の十額①の十合⑨•It十額⑩） ④ !,489 ．叩 `61,•864 ' 670 ,538 ”°≫088 

．． 

社会豫膿料控餘の額な ⑤ ぉ． 300 、28 ,100 勾7,600 邸7,150

生命保績料控鯵の額 ⑥ . 50.ooo 50.OOO 50,000 50,000 

熾震像陳料控餘の額 ⑦ 6;nu 3, 16 ヽ 2, 938 2,938 

内 ， 

訳 .. • ・ 

寡婦控除の額 ⑧ 270,000 

.. 

扶養控鰊の額 ⑨ ？競 000
一

ヽ

基磯控除の額 R 蕊 OOO 380 .ooo 380 . OOO 380 ,000 

一 ’⑪ 23 ，迄 000 油， 909 ,000 46,897,000 •46,6%, 000 . 
（の一④） ．

•• ＇ 
• 

課税総所得金額に対する覗額 ⑫ 6,772,800 12, 767,600 IS, 562 ,800 15, .882, 400 

復舅特別所得税額 ・・ ・ ⑬ 333 ,530 ． 

予定納税鶴 ・⑭ ..., 103, .800 ， 

納付すぺ（⑫き税＋額⑬嘩（筆告）主攣額）． ’⑮ 6, 77 2, BOO も， 767,600 . 16,459, 000 16,215,900 
， 

（注l) r総合（長翔）譲櫨所得の金頓」欄の金額は，所得農法22 彙2 項 2 号による 2 分の．1に相当する金額である．

（注2) 「霞税縛所得金額」襴の金鶴は1000 円未調の嶋数を．「納付すぺき税額J欄の金韻は 100 円未満の嶋徽をそれぞ

れ切り檜てた襲の金額である．
（注3) . 「社会像麟料控J 、 「生命保隣料控隙J及び「継震保鹸料檀除J ●の金額の橙鑓は、乙鯖70 号厩記載の

とおりである．．． 
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厠 5

事業所得の計算根拠
（嵐杓；円）

ヽ
ノ

．．．
 

．． 
．
． ．．
 

． 

~
 

． 

．．．．．
 ●

●

’

●

● 

••• 

.. ... ．． ． 

） ．． 

項；云；―――ー：竺
平成22 年分 平咸お年分 平成以年分 平成お年分 ． 傭考

織
売上金鎮 (]) 163,977,617 J85.870 ，臨 197 .538.uo 205,621,871 別衷6 のとおり

．． 

収
緯 収 入 ② 27,368 “561 

゜
〇乙鎚・閏7の答

入
金

計 '．， 額
((])十②）

③ l 64 ，四，985 埠5,915,227 197 、538 ,140 205,621.871 

売上厚価 ④. 7,390,UI 7」02 ．蜘 8,4 認．575 8,363 .080 , 9I 賓 2の4 のとおり
． 

給料賃傘 ⑤ 100,914,316 JO，ヽ190,928 、 107,6 41,1 72 . 117,457 .2 21 別賽 3 - ・lのとおり

誡価償却費 ⑤ 2,601,470 3,1)2 ,7 48 2,851,580 l.“ 渇．580 9壕 7 のとおり

蠍代家賃 ⑦ 11,679,820 13.( 58,603 12,716 ,920 12,301 ,82 0 .lPJ賓 8 のとおり

支払手量料 ① 909,970 l, J 12 ,506 l．ヽ8r, J-75 ］．函，63) 9渾 9 のとおり

裏税公 ・・ ② “6,600 磁函 .],115 .800 “67 ,900 創衰10 のとおり

水道光熱費 ⑳ 1,447,352 l，鉛8, 函． .2,0 公1;148 ~.116:026 別裏11 のとおり

算費交通費 ⑪ ・ 187,8)7 ・ 46,834 189,412 498,71 、別賽l2 のとおり

必
遍 信 費・ ⑫ 629,844 ヽ “】.968 623,519 “6.890 創表13 のとおり

聾
広告宣伝費 ⑬ 899,088 函 ．000 813,253 89 i,876 9J賽 1 のヽとおり

騒
費

・綾轡交臓費 ・⑭ , 1,619 .3 25 2,73~ ・四 2,473,103 ＆磁．4“ ,J賽 15 のどおり

. ' 

損書保麟料 R 559,160 ， 露，160 274,270 106,950 9J賽 16 のとおり

情耗品費 ⑯ 

゜
o’ 

゜
600.OOO 9J褒 17 のとおり

編利厚生費 ．⑰ 

゜ ゜
52 ． 3,425 86.300 別表18 のとおり

リ ス料 R 1,672 .s 36 2,006.113 1,951,191 1,919 ,725 別賽19 のとおり

＇ 
綸延賣蘊債珂費 ⑲ 333,333 400,000 • 400,000 300,000 別賽20 のとおり

籟 費

゜
7,f8l,900 8 ぷ凡274 • U16, t37 7,903,8 8ヽ 創賽21 のとおり

支払利息 R 210,000 

゜ ゜ ゜
別衰22 のとおり

計 ＠ 138,592,9?l 146 ぷ 4.2 77 . 160 ．細，980 1悶．83S ．oa;

事T i ・得の金績 ・
． 

( - 0 ) . ⑳ • 25.412.ou . 39,370 ．函 46,568,160 • A6.788B46 
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 調裏23

本訴における被告主張額（消費税等）

（単位 ：円）

ヽ

ノ

． 

•`• 
．．

． 
ヽ

．．
 ．． 

.、

..... 

.....
 

｀
・・

‘

J 

平成22 年 平成勾年 • 平成24年
， 

平成邸年， 項目
課税期間 課税期間 ． ． 課税期間 課税期間

課税標準額 ① 156,169,000 177, 01~. 000 188,131,000 197,639,000 

・ ~ 

消費税額
② 6．以o，760 7,080,760 7,525,240 7. 905 』 560

（① x・ 4 -%) 

控 ・除対象
③ 

I 
1,127 .426 566 ; 747 936, ,249 i, 053, 160 

消 仕入税額

費 ， 
税 差引消費税額

④ • !>, 119, 300 6,51... 000 6,588 ，細 6,852,400 
（②一 ③`） 

中間納付税額 ⑤ 266,600 
． 

納付すべき
消費税額 ⑥ 5, 119,3OO , 6,614,000 6,332,400 . • 6,852 , ~00 
（④一⑤．）．

地方消費税の ． •, 

． 
瓢税標準額 • ⑦ 5,119,300 6,614,000 6,588 ,9印 6, 85 .2 ,400 

． 
（④）  

． 
地 顧渡割額 R 1,279,800 l§ 蕊， 500 I, 647,200 1, 713, JOO -
方 （④ X 2 5 %) 

消
J 

費 中間．納付
⑨ 6． 4,,100 . 

税 顧猿割額

納付すべき地方
消費税額 ⑩ l, 279 ,800 1,628,500 J, 683, 100 1, 713, 100 

(.⑧―⑨ )  

納費付税す等べのき
． 

消 額 ． ( • • 6,399,100 8, 142 ; 500 7,916,500 8,5 師， 600

（⑥十⑩）

（注〉 ，「課税標準額J欄の金額は 1000 円未漬の嶋数を．「納付すべき税額J・欄の金額は100 円未潰の

嬉数をそれぞれ切り捨てた後の金額である．
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別紙６、分類Ⅱ別表１～３－４、別表６～２２、別表２４～３５、分類Ⅲ～Ⅵ 省略 
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